
サステナビリティレポート
2022



Yamaha Sustainability Report 2022 2

ヤマハグループは、長い歴史の中で、自然、社会、文化との繋がりを
意識しながら、人々の「こころ豊かなくらし」を願い、さまざまな取り
組みを行ってきました。木材をはじめとする自然素材を多く用い、
匠の技により丁寧に仕上げられた製品は、世代を超えて引き継が
れ、さらには、リニューアルされることで新たな命を与えられ、多く
の人々に親しまれてきました。
また、単に製品を販売するだけでなく、世界中の様々な国と地域
で、自らの事業として、音楽文化の普及・発展に貢献をしてきまし
た。それは、子供たちの器楽教育普及、音楽教室展開からトップ
アーティストのサポートに至るまで、実に幅広い活動です。こうした
想いや取り組みは社会のサステナビリティに通じるものであり、
130年を超える歴史の中で綿々と引き継がれ「ヤマハらしさ」を形
造ってきました。

ヤマハグループサステナビリティ方針
ヤマハグループは、世界中の全ての人々が心豊かに暮らす社会を
目指します。その実現のために、企業理念である「ヤマハフィロソ
フィー」を心のよりどころに、かけがえのない地球環境を守り、平等
な社会と快適なくらし、心潤す音楽文化の発展に貢献するととも
に、人権尊重はもとより、多様な人材が互いに認め合い活躍できる
環境を整えることで、未来に向かって新たな感動と豊かな文化を
世界の人 と々ともに創りつづけます。
この考え方に基づき、持続可能な社会の実現に向けた取り組みに
よる社会価値の創造を通じ、自らの中長期的な企業価値を高める
為、マテリアリティを特定し、積極的にサステナビリティ活動を推進
します。

風通しが良く、皆が挑戦する
組織風土の醸成

。

人権尊重とDE&I
。

働きがいの向上
。

音楽文化の普及、発展
。

バリューチェーンにおける人権尊重
。

平等な社会と快適なくらしへの貢献
。

かけがえのない
地球環境

。

世界中の人々のこころ豊かなくらし
。

互いに認め合う
多様な人材

。

省資源、廃棄物・有害物質削減
。

持続可能な木材の利用
。

気候変動への対応
。

地球は奇跡の惑星です。我々は、この
環境を当たり前と思い、無造作に扱
い、破壊さえしてきました。この環境
破壊をストップし、かけがえのない地
球環境を未来に引き継ぐために企業
としての使命を果たします。特に世界
的な課題であるCO2削減や木材をは
じめとする資源の保護、有効利用に
積極的に取り組みます。

。

全ての人々にとって、平等な社会と快
適なくらしの実現が望まれます。様々な
社会課題に自らが持つ技術と知恵を
結集し、ヤマハらしい取り組みを行うこ
とで、地域、社会に貢献します。
更には、世界中の人々が笑顔で心豊か
に暮らすために、心潤す音楽の力は何
事にも代えがたいものです。様々なジャ
ンルの製品の供給や音楽普及活動を
通じて、音楽文化の発展を牽引します。

。

多様な人材が互いに認め合い、切磋
琢磨し、協力することで、大きな活力
が生まれます。この活力こそが、社会
価値の創造と企業価値向上の源泉
となります。
全ての人々の人権を尊重することは
もとより、多様な人材が互いに認め
合い活躍できる環境、風土を整える
ことで、ともに働く人々の活力を最大
限に生み出します。

。

マテリアリティ
。

守り、発展
させるもの

。

目指すもの
。

社会
。

人
。

地球
。

平等な社会と
快適なくらし

。

心潤す
音楽文化

。

 画像ダウンロード

2010年2月制定
2022年5月改定

https://www.yamaha.com/ja/csr/policy/images/pict_01.jpg
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サステナビリティ推進体制

サステナビリティマネジメント
サステナビリティの取り組みについて

ヤマハグループは、「ヤマハグループサステナビリティ方針」に沿っ
て、持続可能な社会に向けた取り組みを行っています。
また、国際社会の共通目標として掲げられた「持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals : SDGs）」の達成に、事業を
通じて貢献しています。
音楽普及活動を通じた目標4「質の高い教育をみんなに」への取り
組みや、持続可能な木材調達による目標12「つくる責任・つかう責
任」、目標15「陸の豊かさも守ろう」への貢献をはじめ、SDGsの各
目標・ターゲットを意識した製品・サービスの開発や事業プロセス
の改善に取り組んでいます。

 ヤマハグループサステナビリティ方針
 ステークホルダーとのかかわり

 バリューチェーンとサステナビリティ課題
 マテリアリティ

サステナビリティ推進体制

ヤマハ（株）は、取締役会の監督に基づき、代表執行役社長の諮問機
関として「サステナビリティ委員会」を設置し、グループ全体のサステ
ナビリティ活動の方向性の議論や、各部門における取り組み状況の
モニタリングを行い、代表執行役社長に答申しています。サステナビ
リティ委員会の審議内容および結果については、取締役会に報告さ
れています。
また、同委員会の下部組織として全社横断的な重要テーマについて
活動方針の策定や各専門分野のモニタリングを行う「気候変動部会」

「資源循環部会」「調達部会」「人権・DE&I部会」「社会・文化貢献部
会」を設置しています。各部会は、以下に示すテーマについて取り組み

を推進するための体制整備、企画・活動推進、モニタリングを行って
います。
気候変動部会：脱炭素、TCFD対応、水リスク対応など
資源循環部会：循環型バリューチェーン、環境配慮設計、包装梱包など
調達部会：木材DD、持続可能な木材、おとの森活動、サプライチェー
ン人権DD、紛争鉱物対応など
人権・DE&I部会：人権DD、ダイバーシティ・エクイティ＆インクルー
ジョンなど
社会・文化貢献部会：音楽普及、地域共生など

 2022年3月期の
　サステナビリティ委員会

活動状況
活動実績：10回開催
主な議題：

• マテリアリティの見直し
• カーボンニュートラル、省資源・廃棄
物削減、持続可能な木材調達、人権
尊重、ダイバーシティ推進に向けた
中長期目標・施策

• 製品・サービスを通じた社会課題解
決、社会・文化貢献活動の重点領域
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新入社員研修でのサステナビリティ教育 経営層、管理職に向けたサステナビリティ
研修

サステナビリティ・クイズ

イニシアティブへの参加

持続可能な社会の構築に向けて国際社会との協調・連携を図るべ
く、ヤマハは2011年6月に署名した国連グローバル・コンパクトを
はじめ、さまざまなイニシアティブに参加しています。

 国連グローバル・コンパクトの支持 

 ヤマハグループが署名または参加する団体
 国連グローバル・コンパクト,グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン

 Task Force on Climate-related Financial Disclosures（TCFD）
 Science Based Targetsイニシアティブ（SBTi）

 気候変動イニシアティブ（Japan Climate Initiative）
 女性のエンパワーメント原則（Women’s Empowerment Principles, WEPs）

 30% Club Japan
 アンステレオタイプアライアンス
 SoundUD 推進コンソーシアム

サステナビリティに関するマテリアリティ

ヤマハグループは、自らの事業活動の環境や社会への影響、ステー
クホルダーの期待や社会要請に鑑み、社会の持続的発展と中長期
的な企業価値向上につながる重要な課題（サステナビリティに関
するマテリアリティ）を特定し、取り組みを推進しています。

 特定したマテリアリティ
環境
気候変動への対応
• 事業所・物流におけるCO2排出削減、サプライヤーとの協働
• 製品の省エネルギー化
持続可能な木材の利用
• 木材の持続可能な調達、利活用
• 森林育成推進
省資源、廃棄物・有害物質削減
• 製品・梱包の省資源化・資源循環性向上
• 有害化学物質削減（VOCなど）
社会
平等な社会と快適なくらしへの貢献
• 心身の安全と健康
• 遠隔コミュニケーション
• UD・アクセシビリティへの配慮など
バリューチェーンにおける人権尊重
• サプライヤーの労働人権など
文化

音楽文化の普及、発展
• 音楽文化の普及発展に資する製品・サービス・活動
• 次世代育成への貢献
人材
働きがいの向上
• 人材開発、安全と健康、WLBなど
人権尊重とDE&I
• ともに働く仲間の人権尊重施策（人権教育、DD）
• DE&I推進（ジェンダー、国籍など）
風通しが良く、皆が挑戦する組織風土の醸成
• 意識調査、対話機会創出など

詳細は以下をご覧下さい。
 マテリアリティ 

 特定プロセス
当社グループのバリューチェーンにおけるサステナビリティ課題
を、持続可能な開発目標SDGsなどに照らして抽出し、お客さま、従
業員、地域社会の声や、ESG評価項目、NGOからの意見・要請や社
外有識者の提言、企業理念や経営ビジョン、中長期的な経営方針
を踏まえての重要度評価により、推進を強化すべき課題（マテリア
リティ）を特定しています。2022年3月期にはマテリアリティの見直
しを行いました。
プロセスの詳細は以下をご覧ください。

 マテリアリティ 

特定したマテリアリティについて、サステナビリティ委員会の各部
会、関係部門にて施策や達成度合いを測るKPI、目標および実行計
画を策定します。サステナビリティ委員会が進捗をモニタリングす
ることで、マテリアリティの取り組みを推進しています。

 中期経営計画Make Waves2.0（2022/4～2025/3）
サステナビリティKPI・目標詳細

 2022年3月期までのサステナビリティ重点課題および取り組み結果

サステナビリティの社内浸透

ヤマハグループでは、経営層から新入社員に至るまで、それぞれの
役割や業務を通じてサステナビリティを推進し、SDGs達成に貢献
していくことを目指しています。階層別および分野別の各種研修や
セミナー、イントラネットを使った情報発信、社内イベントや社内報
などで、サステナビリティの教育・啓発に取り組んでいます。2022
年1月からは、グループ内での理解促進のため、サステナビリティや
SDGsについて気軽に学べる「サステナビリティ・クイズ」（年間10
回予定）を開始しました。

サステナビリティ情報サイト

https://www.yamaha.com/ja/csr/global_compact
https://www.unglobalcompact.org/
https://www.fsb-tcfd.org/
https://sciencebasedtargets.org/
https://japanclimate.org/
https://www.weps.org/
https://30percentclub.org/chapters/japan-2/
https://japan.unwomen.org/ja/unstereotype-alliance
https://soundud.org/
https://www.yamaha.com/ja/csr/management/images/MakeWaves2.0_20220613_2.pdf
https://www.yamaha.com/ja/csr/management/images/MakeWaves2.0_20220613_2.pdf
https://www.yamaha.com/ja/csr/management/images/MakeWaves1.0_20220613.pdf
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 ステークホルダーエンゲージメントプログラムへの参加
2019年度より、経済人コー円卓会議（CRT）日本委員会のステークホ
ルダー・エンゲージメントプログラムに参加しています。プログラムで
はNPO/NGOや有識者からの問題提起を受け、業界別での重要な人
権課題の特定作業を行っています。

 CRT日本委員会のステークホルダー・エンゲージメントプログラム
 2021年度報告書

ステークホルダーとのかかわり
ヤマハグループは「ステークホルダーへの約束」に基づいて、ステー
クホルダーとのさまざまな対話の機会を通じてご意見・ご要望を
伺い、企業活動に反映しています。

 ステークホルダーへの約束 

ステークホルダー別 取り組み一覧

ステークホルダー 主な取り組み 日常のコミュニケーション手段 取り組み事例

お客さま

安全・安心で価値ある製品・サービスの提
供／ユニバーサルデザインの推進／製品情
報の適切な提供／お客さまへの適切な対
応・サポート／お客さま情報の適切な管理

製品・サービス別の相談窓口（電
話・e-mailなど）／日常の販売活動

 お客さま満足の向上 
 お客さまへの応対・サポートの向上 
 消費者課題 

ともに働く人々
公正な評価・処遇／人権・多様性の尊重／
人材活用と育成／多様な働き方の支援／
健康・安全の確保

従業員サーベイ（働きがいと働きや
すさに関する意識調査/経営に関す
る意識調査）／労使会議・労使協議

 従業員との対話 
 人権・労働慣行 

お取引先
公平かつ合理的な規準による取引先の選
定／公正な取引／不明朗な関係の排除／
優越的地位乱用の禁止

日常の営業活動／生産販売動向報
告会／方針説明会

 バリューチェーンにおける
　 社会的責任の推進 

地域・社会

地域との共生・発展への貢献（文化の振興、
次世代育成、福祉、雇用創出、技術・技能開
発など）

地域との情報交換会／工場見学／
従業員の地域活動への参加／社会
貢献活動への参画／地域、NPO・
NGOとの情報交換・対話

 地域社会とのかかわり 
 地域コミュニティー発展への寄与 

地球
汚染の防止／気候変動の緩和／資源の保
全／化学物質の管理と削減／生物多様性
の保全

地域、NPO・NGOとの情報交換・対
話

 環境 

株主 正確な経営情報の適時開示／適切な利益
配分／企業価値の維持・向上

株主総会／投資家向け説明会／投
資家向けウェブサイト・メールマガジン

 情報開示（株主・投資家との対話） 

https://crt-japan.jp/portfolio/she-program/
https://crt-japan.jp/files2022/2021%20SHE%20report_jp.pdf
https://www.yamaha.com/ja/about/promises
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バリューチェーンとサステナビリティ課題
ヤマハグループは楽器をはじめとする多様な製品・サービスを世界中
のお客さまに提供しています。
製品・サービスとそれらを生み出す一連のプロセスが社会と環境に
与える影響を踏まえて、バリューチェーンにおける諸課題に取り組
み、自らの社会的責任を果たしていきます。

 画像ダウンロード 

https://www.yamaha.com/ja/csr/value_chain_and_socialissues/images/pict_01.jpg
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 文化

音楽文化の普及、発展

• 音楽文化の普及発展に資する製品・サービス・活動
• 次世代育成への貢献

 人材

働きがいの向上

• 人材開発、安全と健康、WLBなど

人権尊重とDE&I

• ともに働く仲間の人権尊重施策（人権教育、DD）
• DE&I推進（ジェンダー、国籍など）

風通しが良く、皆が挑戦する組織風土の醸成

• 意識調査、対話機会創出など
 ヤマハグループサステナビリティ方針

マテリアリティ
ヤマハグループでは、社会の持続的発展と中長期的な企業価値向
上につながる重要なサステナビリティ課題をサステナビリティ方
針に組み込み、活動を推進・管理しています。2022年3月期には従
前の「サステナビリティ重点課題」の見直しを行い、新たに「マテリ
アリティ」として9項目を特定しました。このマテリアリティに基づ
いて2022年4月にサステナビリティ方針を改定し、取り組みを進め
ています。

特定したマテリアリティ

 環境

気候変動への対応

• 事業所・物流におけるCO2排出削減、サプライヤーとの協働
• 製品の省エネルギー化

持続可能な木材の利用

• 木材の持続可能な調達、利活用
• 森林育成推進

省資源、廃棄物・有害物質削減

• 製品・梱包の省資源化・資源循環性向上
• 有害化学物質削減（VOCなど）

 社会

平等な社会と快適なくらしへの貢献

• 心身の安全と健康
• 遠隔コミュニケーション
• UD・アクセシビリティへの配慮など

バリューチェーンにおける人権尊重

• サプライヤーの労働人権など
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 2022年3月期までのサステナビリティ重点課題および取り組み結果

サステナビリティに関するマテリアリティ・KPI・目標

 中期経営計画Make Waves 2.0（2022/4～2025/3）サステナビリティKPI・目標詳細

守り、発展
させるもの マテリアリティ 取り組みテーマ 2025年3月期（中期経営計画Make Waves 2.0）の主なKPI・目標 関連するSDGs

環境
かけがえのない
地球環境

気候変動への対応 • 事業所・物流におけるCO2排出削減、サプライヤーと
の協働

• 製品の省エネルギー化

• 省エネによるCO2排出削減5%（CO2排出量／生産高）
• CDP気候変動Aリスト企業継続
• 物流積載効率向上5%

持続可能な
木材の利用

• 木材の持続可能な調達、利活用
• 森林育成推進

• 持続可能性に配慮した木材使用率75%
• 楽器材料となる希少樹種3樹種の育成・保全（おとの森活動）

省資源、廃棄物・
有害物質削減

• 製品・梱包の省資源化・資源循環性向上
• 有害化学物質削減（VOCなど）

• 新規小型製品の梱包材プラ廃止

社会
平等な社会と
快適なくらし

平等な社会と
快適なくらしへの貢献

• 心身の安全と健康
• 遠隔コミュニケーション
• UD・アクセシビリティへの配慮など

• 耳を保護するための、小音量でも良い音の音響技術“リスニングケア”をヘッ
ドホン・イヤホン全商品に搭載

• 高品質・自然な遠隔コミュニケーションの実現（企業、学校など）
• 障がい者、高齢者問わずピアノを楽しめる“だれでもピアノ“の開発推進

バリューチェーンに
おける人権尊重

• サプライヤーの労働人権など • サプライヤー実地監査導入60社

文化
心潤す
音楽文化

音楽文化の普及、発展 • 音楽文化の普及発展に資する製品・サービス・活動
• 次世代育成への貢献

• 海外音楽教室+10万人
• 新興国の学校教育への器楽教育普及 10か国、累計230万人

人材
互いに認め合う
多様な人材

働きがいの向上 • 人材開発、安全と健康、WLBなど • 従業員サーベイ働きがい肯定的回答率継続的向上
• 人的投資額2倍

人権尊重とDE&I • ともに働く仲間の人権尊重施策（人権教育、DD）
• DE&I推進（ジェンダー、国籍など）

• 管理職女性比率 グローバル19%
• クロスボーダー配置30名

風通しが良く、皆が挑戦
する組織風土の醸成

• 意識調査、対話機会創出など • 従業員サーベイ働きやすさ肯定的回答率継続的向上

https://www.yamaha.com/ja/csr/materiality/images/MakeWaves1.0_20220613.pdf
https://www.yamaha.com/ja/csr/materiality/images/MakeWaves2.0_20220613_2.pdf
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 4.マテリアリティの特定
マッピングに基づいて重要度の高い社会課題をグルーピングし、9
項目のマテリアリティとして特定。さらにマテリアリティを「環境」

「社会」「文化」「人材」に分類し、体系化

 5.承認
特定したマテリアリティについて、代表執行役社長を委員長とする
サステナビリティ委員会で審議し、取締役会にて承認

マテリアリティの特定プロセス

 1.重要なステークホルダーの特定
評価対象とする社会課題の絞り込みと、社会課題の重要度評価に
反映するために、ヤマハにとって重要なステークホルダーを特定

 ステークホルダーとのかかわり

 2.評価対象とする社会課題の絞り込み
SDGsターゲット、Global Risk Report のGlobal Riskおよびその
他のリスクを勘案して114項目の課題リストを作成。ヤマハや１で特
定したステークホルダーと関連性の低いもの／重複する項目を除
外。一部の社会課題を機会/リスクに分解するとともに、ヤマハ特有
の社会課題を追加し、合計64項目の社会課題を評価対象に選定

 3.社会課題の重要性評価
2で選定した64項目の社会課題を「機会」と「リスク」に分け、それぞ
れについて以下①②の視点で重要度評価を行い、2軸でマッピング
① 事業視点での評価（企業にとっての重要度）

全社横断での評価チーム（35名）を編成し、売上／損失・コスト
／評判／コンプライアンス／企業理念／経営・事業の持続可能
性の観点から重要度をスコアリング

② ステークホルダー視点での評価（ステークホルダーにとっての
重要度）
お客さまの声や従業員アンケートなど、１で特定した各ステーク
ホルダーのニーズや意見、業界イニシアティブの要求事項、ESG
評価項目（FTSE、MSCIなど）との関連性から重要度をスコアリ
ング
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 画像ダウンロード

組織統治
ヤマハグループは、ステークホルダーの皆さまの信頼をより確かな
ものにするために、コーポレートガバナンス体制の強化、コンプラ
イアンスの推進、適切な情報開示などを通じて、健全で透明性の高
い経営を実践しています。

コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンスの基本方針

ヤマハグループは「ヤマハフィロソフィー」および「ステークホル
ダーへの約束」を掲げ、高い収益性を確保するとともに企業として
の社会的責任を果たすことにより、持続的な成長と中長期的な企
業価値の向上に取り組みます。以下に掲げる「コーポレートガバナ
ンス基本方針」のもと、透明で質の高い経営を実現します。

 コーポレートガバナンス基本方針

-株主の視点に立ち、株主の権利・平等性を確保する

-全てのステークホルダーとの関係に配慮し、企業の社会的責任
を積極的に果たす

-適切な情報開示を行い、透明な経営を確保する

-監督と執行の分離、監督機能の強化により、取締役会の高い実効
性を確保するとともに適正かつスピード感のある執行を実現する

-株主との積極的な対話を行う

コーポレートガバナンス体制

ヤマハ（株）は、経営における監督と執行の分離を一層明確にし、取
締役会による監督機能の強化と執行のスピードアップを図ること
を目的に、2017年6月22日より指名委員会等設置会社に移行しま
した。
取締役会の構成において、他業界の経営者など、さまざまな経歴や
専門性を持つ独立社外取締役を8分の6（全8人中6人）とするとと
もに、独立社外取締役が過半数を占める法定の指名委員会、監査
委員会および報酬委員会を設けることにより、透明性・客観性のよ

り高い監督機能を発揮します。なお、監査委員会では、内部監査部
門との連携を図りながら、適法性監査に加え、妥当性監査を実施す
ることにより、監査を通じた監督機能を強化します。
また、会社法上の正式な機関であり、株主に対して直接責任を負う
執行役を設置し、取締役会から執行役へ大幅に権限委譲を行い、
執行役が業務執行にかかわる重要な意思決定機能を担うことによ
り、執行の一層のスピードアップを図っております。
これら監督機能の強化と執行のスピードアップによって、さらなる
コーポレートガバナンスの強化を図り、持続的な企業価値の向上
に努めます。

コーポレートガバナンス体制（2022年6月23日現在）

https://www.yamaha.com/ja/ir/governance/images/img_01.jpg
https://www.yamaha.com/ja/about/philosophy/
https://www.yamaha.com/ja/about/promises/
https://www.yamaha.com/ja/about/promises/
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 報酬委員会
報酬委員会は、2022年6月23日現在で4名（うち、社外取締役3名）
であります。報酬委員会は、取締役、執行役、執行役員及び監査役
員の報酬の決定に関する方針を制定し、当該方針に基づき個人別
の報酬を決定します。
2021年度は、報酬委員会を計4回開催いたしました。

 執行役
当社の執行役は、2022年6月23日現在で6名（うち、代表執行役社
長1名、常務執行役2名）であります。執行役は、業務執行を担う機
関として、全社的な視点を持ち、取締役会から委任を受けた業務執
行に関わる重要な決定を行うとともに取締役会の監督の下、業務
を執行します。

 執行役員
当社の執行役員は、2022年6月23日現在で10名であります。執行
役員は、取締役会または執行役が行った業務執行に関わる重要な
決定に基づき、執行役の監督の下、全社的な視点をもちつつ、担当
業務を執行します。

 監査役員
当社の監査役員は、2022年6月23日現在で2名であります。監査役
員は、執行役員と同格の経営陣メンバーとしてヤマハグループの監
査を担います。

 役員等を選出するプロセス・基準
取締役候補者の選任に関して、指名委員会は、社内取締役、社外取
締役それぞれに求められる役割に応じ定義した基本的資質、コン
ピテンシー、経験・実績などの人材要件に基づき候補者を選任し、
株主総会に提出する選任議案の内容を決定します。
指名、監査および報酬委員会の委員および委員長の選定に関し
て、指名委員会は、委員会の役割に応じ定義した人材要件に基づ
き候補者を選定し、取締役会に提出する選定議案の内容を決定し
ます。なお、監査委員会委員および委員長候補の選定に関しては、
事前に監査委員会に意見聴取を行うものとします。
指名委員会は、執行役に求められる役割に応じ定義した基本的資
質、コンピテンシー、経験・実績などの人材要件に基づき候補者を
選任し、取締役会に提出する選任議案の内容を決定します。
指名委員会は、執行役員に求められる役割に応じ定義した人材要
件に基づき候補者を選任し、取締役会に提出する選任議案の内容
を決定します。

ガバナンス組織の人員構成（ヤマハ（株）、2022年6月23日現在）

男性 女性

取締役
総数 7

。
1

。

うち社外取締役 5
。

1
。

執行役

総数 6
。

0
。

うち代表執行役社長 1
。

0
。

うち常務執行役 2
。

0
。

執行役員 総数 9
。

1
。

監査役員 総数 2
。

0
。

指名委員会
総数 4

。
0

。

うち社外取締役 3
。

0
。

監査委員会
総数 2

。
1

。

うち社外取締役 2
。

1
。

報酬委員会
総数 4

。
0

。

うち社外取締役 3
。

0
。

ガバナンス組織の国籍別人員構成（ヤマハ（株）、2022年6月23日現在）

日本 海外

取締役
総数 7

。
1

。

うち社外取締役 5
。

1
。

執行役

総数 6
。

0
。

うち代表執行役社長 1
。

0
。

うち常務執行役 2
。

0
。

執行役員 9 1
。

監査役員 2
。

0
。

 役員一覧

 取締役・取締役会
当社の取締役は、2022年6月23日現在で8名（うち、社外取締役6
名）であります。取締役会は、原則として毎月1回開催されておりま
す。取締役会は、受託者責任を踏まえ、当社グループの持続的な成
長と中長期的な企業価値の向上を促しております。執行役及び取
締役の職務執行を監督するとともに経営の基本方針等、法令・定
款及び取締役会規則で定められた重要事項の決定を行っておりま

す。また最高経営責任者等の後継者計画の監督、指名・監査・報酬
の各委員会の委員及び委員長の選定、執行役・執行役員・監査役
員の選任、関連当事者間取引の承認、内部統制システムの構築と
運用状況の監督等を通じて、経営全般に対する監督機能を発揮し
ております。
また、取締役は、受託者責任を踏まえ、全てのステークホルダーと
の関係に配慮し、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向
上のために行動しております。取締役は、関連する法令、当社の定
款等を理解し、十分な情報収集を行い、取締役会等において積極
的に意見を表明し、建設的な議論を行っております。 独立社外取
締役は、独立した立場を踏まえ、経営の監督機能、助言機能、利益
相反の監督機能を果たし、ステークホルダーの意見を取締役会に
適切に反映させております。
なお、当社は、業務執行を行わない取締役との間で、会社法第427
条第1項の規定に基づく当社定款第26条第2項の定めにより、損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。
2021年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで、以下同じ）
は、取締役会を計14回開催いたしました。

 指名委員会
指名委員会は、2022年6月23日現在で4名（うち、社外取締役3名）
であります。指名委員会は、株主総会に提出する取締役の選解任に
関する議案の内容、及び取締役会に提出する執行役、執行役員、監
査役員の選解任に関する議案の内容等を決定します。また、取締
役、執行役、執行役員、監査役員等の人材開発を通じて最高経営責
任者等の後継者計画を実行します。
2021年度は、指名委員会を計4回開催いたしました。

 監査委員会
監査委員会は、2022年6月23日現在で3名（社外取締役3名）であ
ります。監査委員会は、当社及びグループ企業における内部統制シ
ステムの構築及び運用の状況等について、内部監査部門との連携
を通じて又は直接に監査を行い、その結果を踏まえ、執行役及び
取締役の職務の執行について適法性及び妥当性の監査を実施し
ております。
監査委員は、必要があると認めたとき、取締役会に対する報告若し
くは意見表明、又は執行役若しくは取締役に対する行為の差止め
等を実施します。また、会計監査人の選解任等に関する株主総会
提出議案を決定しております。
2021年度は、監査委員会を計16回開催いたしました。

https://www.yamaha.com/ja/about/officers/
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取締役の選任理由

役職 氏名 選任理由

取締役 中田 卓也

これまでPA・DMI事業部長、ヤマハコーポレーションオブアメリカ取締役社長を歴任する等、事業における豊富な経験と実績並びに幅広い見識を有してい
ます。2013年6月から代表取締役社長、指名委員会等設置会社移行後の2017年6月からは取締役代表執行役社長として当社グループを牽引しています。
また、指名委員会等設置会社への移行等コーポレートガバナンス改革を主導し、取締役会の監督機能の強化に努めてきました。これらの実績・見識等より
取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから選任しています。

取締役 山畑 聡
これまで海外現地法人での勤務経験、経理・財務部長、経営企画部長、業務本部長、経営本部長等、豊富な経験と実績並びに幅広い見識を有しています。
2015年6月から取締役上席執行役員、2017年6月からは取締役常務執行役としてコーポレートガバナンス改革を推進し、取締役会の監督機能の強化に努
めてきました。これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから選任しています。

取締役 福井 琢
弁護士として国内外の企業法務や企業統治に精通する等、高い専門性や豊富な経験と実績並びに幅広い見識を有しています。2017年6月の当社社外取
締役就任後は、高い専門性と豊富な実績・見識等に基づき、実効性の高い監督とともに経営の大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後押し
を行ってきました。これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから選任しています。

取締役 日髙 祥博

日本を代表するグローバル輸送機器メーカーにおいて経営に携わる等、経営者としての豊富な経験と実績並びに幅広い見識を有しています。また当社と
共通のブランドを使用するヤマハ発動機株式会社の代表取締役社長としてヤマハブランドを最もよく理解する一人でもあります。2018年6月の当社社外
取締役就任後は、経営者としての豊富な実績・見識等に基づき、実効性の高い監督とともに経営の大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後
押しを行ってきました。これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化及びブランド価値の向上を期待できることから選任しています。

取締役 藤塚 主夫

日本を代表するグローバル建設機械メーカーにおいてCFOとして経営に携わる等、経営者としての豊富な経験と実績並びに幅広い見識とともに財務・会
計に関する十分な知見を有しております。2019年6月の当社社外取締役就任後は、経営者としての豊富な実績・見識等に基づき、実効性の高い監督ととも
に経営の大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後押しを行ってきました。これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期
待できることから選任しております。

取締役 ポール・
キャンドランド

グローバルエンターテインメント企業のアジア地区及び日本法人の責任者として経営に携わる等、経営者としての豊富な経験と実績並びに幅広い見識を
有しております。2019年6月の当社社外取締役就任後は、経営者としての豊富な実績・見識等に基づき、実効性の高い監督とともに経営の大きな方向性の
決定や執行の迅速果断な意思決定の後押しを行ってきました。これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから選任し
ております。

取締役 篠原 弘道

日本を代表する通信・ICT企業において代表取締役として経営に携わる等、経営者としての豊富な経験と実績並びに幅広い見識とともに通信システム、工
レクトロニクス等に関する幅広く深い知見を有しています。2021年6月の当社社外取締役就任後は、経営者としての豊富な実績・見識等に基づき、実効性
の高い監督とともに経営の大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後押しを行ってきました。これらの実績・見識等より取締役会の更なる監
督機能の強化を期待できることから選任しています。

取締役 吉澤 尚子

日本を代表するエレクトロニクス・ICT企業において執行役員や海外グループ企業のCEOとして経営に携わる等、経営者としての豊富な経験と実績並びに
幅広い見識とともにデジタル、AI技術等に関する高い専門性を有しています。2021年6月の当社社外取締役就任後は、経営者としての豊富な実績・見識等
に基づき、実効性の高い監督とともに経営の大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後押しを行ってきました。これらの実績・見識等より取
締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから選任しています。

※ ヤマハ（株）は、福井 琢、日髙 祥博、藤塚 主夫、ポール・キャンドランド、篠原弘道、吉澤尚子の6人を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出をしています。（2022年6月23日現在）
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取締役が有している専門性

取締役 企業経営 法務・リスク
マネジメント 財務・会計 IT・デジタル 製造・技術

研究開発
マーケティング・

営業
グローバル

経験

中田 卓也 ●   ● ● ● ●

山畑 聡  ● ●    ●

福井 琢 社外  ●     ●

日髙 祥博 社外 ●  ●    ●

藤塚 主夫 社外 ● ● ●    ●

ポール・
キャンドランド 社外 ●     ● ●

篠原 弘道 社外 ●   ● ●  ●

吉澤 尚子 社外 ●   ● ●  ●

社外取締役の主な活動状況（2021年度）

取締役会 指名委員会 監査委員会 報酬委員会

総開催回数 14回 4回 16回 4回

社外取締役
福井 琢

出席回数 14回 16回

出席率※ 100％ 100％

社外取締役
日髙 祥博

出席回数 14回 4回 4回

出席率※ 100％ 100％ 100％

社外取締役
藤塚 主夫

出席回数 14回 16回

出席率※ 100％ 100％

社外取締役
ポール・キャンドランド

出席回数 14回 4回 4回

出席率※ 100％ 100％ 100％

社外取締役
篠原 弘道

出席回数 11回 4回 3回

出席率※ 91.7% 100％ 100％

社外取締役
吉澤 尚子

出席回数 12回 13回

出席率※ 100% 100%

※ 出席率の分母は各人の就任期間中の総開催回数

社外取締役のサポート体制

取締役会の開催にあたっては、原則として3日前までにイントラ
ネットのデータベースシステムに掲載して共有を図っているほか、
必要に応じて議案について個別に事前説明を行っております。ま
た、経営会議で審議された内容や社内の諸規則も同システムで共
有しております。
その他、社内の主要イベントやアナリストレポートについての情報
も随時事務局から提供しております。

内部統制システムの整備

ヤマハ（株）は、会社法および会社法施行規則に基づき、当社の業
務の適正を確保するための体制（以下、内部統制システム）を整備
し、効率的な事業活動、報告の信頼性、法令遵守の徹底、財産の保
全およびリスクマネジメントの強化を図っていきます。
子会社に対しては、グループ経営の基本方針を定めた「グループマ
ネジメント憲章」及び内部統制の方針を定めた「グループ内部統制
ポリシー」に基づき、グループ全体における内部統制体制を構築し
ています。また、経営情報その他グループ経営に影響を及ぼす一定
の重要事項の決定について、ヤマハ（株）の事前承認義務を課すと
ともに、一定の事項をヤマハ（株）への報告事項としています。

 利益相反に関する情報
取締役、執行役およびその近親者との取引を行う場合には、ヤマハ

（株）および株主共同の利益を害することがないよう必要な体制
を整えて監視します。関連当事者間取引については、会社法に基づ
き取締役会の承認を受け、取引終了後にその結果を報告するもの
としています。
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ステークホルダーの声の反映

 ステークホルダーの意見を経営に反映するための仕組み
ヤマハ（株）は、株主や投資家との個別対話に加え、証券アナリスト
や機関投資家向けの中期経営計画や四半期決算ごとの決算説明
会、事業説明会、施設見学会、個人投資家向け説明会などを実施し
ています。また、ウェブサイトで経営計画や決算説明会の資料など
を公表しています。
株主・投資家との対話の結果は、担当する取締役、執行役または執
行役員から取締役会に適宜報告し、事業経営に適切に反映するこ
とで、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上
につなげていきます。また、定時株主総会の議案ごとの議決権行使
の状況についても分析を行い、取締役会で報告しています。

 情報開示（株主・投資家との対話）

コーポレートガバナンス方針書/報告書

東京証券取引所の規則及びコーポレートガバナンス・コードに従
い、当社のコーポレートガバナンスの考え方や体制などを記述した
方針書/報告書です。

 コーポレートガバナンス方針書（PDF:241KB）2022年6月22日改定
 コーポレートガバナンス報告書（PDF:164KB）2022年6月23日改定

役員報酬の方針と状況

 取締役の報酬
取締役、執行役の報酬の決定に関する方針と個人別の報酬は、社
外取締役3名及び社内取締役1名で構成される報酬委員会におい
て決定しております。
社外取締役を除く取締役及び執行役の報酬は、（1）固定報酬（2）
業績連動賞与及び（3）譲渡制限付株式報酬からなり、それらは概
ね、5：3：2の割合で構成されております。

（1）固定報酬は、役位に応じた金銭報酬を月例報酬として支給して
おります。（2）業績連動賞与は、企業業績の向上に資するよう、役位
に応じた金銭報酬を、当事業年度の連結当期利益及びROEに連動
させて、個人別の成績を加味した上で算出し、事業年度終了後に支
給しております。個人別の成績は、担当領域毎に事業別、機能別に
設定した評価指標に基づいて評価しております。（3）譲渡制限付株
式報酬は、企業価値の持続的な向上と株主の皆様との価値共有を
図ることを目的に、役位に応じた株式報酬を、中期経営計画スター
ト時に支給しております。中期における業績達成への動機づけを目
的として、譲渡制限付株式報酬のうち、1/3は役員在籍を条件とし
て支給し、2/3は業績に連動させております。業績評価は、中期経営
計画で掲げた「事業利益率」「ROE」及び「EPS」を均等に評価指標
として算定しております。なお、中期経営計画期間終了後も長期に
わたり株主の皆様との価値共有を図るという趣旨から、役員退任
時又は支給後30年経過時まで譲渡制限は解除出来ないものとし
ております。その間に重大な不正会計や巨額損失が発生した場合
は、役員毎の責任に応じ、累積した譲渡制限付株式の全数又は一
部を無償返還するクローバック条項を設定しております。
社外取締役の報酬は、固定報酬のみとしております。

ヤマハ（株）の取締役および執行役への報酬等の額（2022年3月期）

役員区分
報酬等の

総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
人数

（名）固定報酬 業績連動
賞与

譲渡制限付
株式報酬

取締役
うち社外取締役

78
。

78
。

78
。

78
。

7
。

7
。

執行役 347
。

197
。

119
。

31
。

5
。

※ 上記には、2021年6月24日開催の第197期定時株主総会終結の時をもって退
任した取締役1名を含んでおります。

※ 取締役を兼務する執行役の報酬等の総額及び人数については、執行役の欄に
記載しております。

会計監査人

ヤマハ（株）は、会計監査人にEY新日本有限責任監査法人を選任し
ており、同監査法人に属する公認会計士市川亮悟氏、関口俊克氏
及び岡本周二氏が当社の会計監査を行っております。同監査法人
は自主的に業務執行社員の交替制度を導入しており、継続監査年
数が一定期間を超えないよう措置をとっております。なお、公認会
計士11名及びその他39名が監査業務の補助をしております。

監査報酬の内容

区分 2021年3月期 2022年3月期

監査証明業務
に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に
基づく報酬
（百万円）

監査証明業務
に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に
基づく報酬
（百万円）

提出会社 125
。

2
。

120
。

連結子会社 21
。

19
。

21
。

19
。

計 147
。

21
。

142
。

19
。

その他重要な報酬の内容：
2022年3月期：一部の在外連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネッ
トワークに属さない会計事務所等に対して、監査証明業務に基づく報酬として110
百万円を支払っています。
2021年3月期：一部の在外連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネッ
トワークに属さない会計事務所等に対して、監査証明業務に基づく報酬として98
百万円を支払っています。

https://www.yamaha.com/ja/ir/governance/pdf/governance_policies.pdf
https://www.yamaha.com/ja/ir/governance/pdf/governance_report.pdf
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コンプライアンス経営の仕組みと推進体制

コンプライアンス推進の中核組織として、代表執行役社長の諮問
機関であるリスクマネジメント委員会の下部組織として常務執行
役を部会長とする「コンプライアンス部会」を設置し、コンプライア
ンスに関するグループ全体の方針や施策などの審議・決定を行う
とともに、各部門およびグループ企業各社の順法かつ倫理的な業
務遂行をモニターしています。
また、健全な事業活動を維持していくために、社内教育・啓発や従
業員アンケートを実施するほか、従業員や派遣社員などを対象と
した「コンプライアンス相談・通報窓口」を設置しています。

コンプライアンス推進体制

 コンプライアンス部会の活動状況
活動実績　
2022年3月期　4回開催
主な活動内容
• グループ全体のコンプライアンス推進状況の確認
• コンプライアンス行動規準の浸透施策の検討
• 通報窓口の拡充・実効性向上の取り組み
• 2022年3月期の重要テーマ「パワーハラスメントの防止」活動レ
ビューと次年度テーマ審議

コンプライアンス

コンプライアンスの推進および行動規準

ヤマハグループは、社会やステークホルダーに対する責任を果たす
と同時に持続的成長を実現するため、コンプライアンスを経営の
最重要テーマと位置付けています。法令順守はもとより、社会規範
や企業倫理に則した高いレベルでのコンプライアンス経営を追求
しています。役員ならびに従業員各自の行動規範「コンプライアン
ス行動規準」を定めています。2003年の制定以降、環境や社会情
勢の変化に対応した改定や多言語化を進め、コンプライアンス経
営の基盤としています。

  コンプライアンス行動規準

 コンプライアンス行動規準の周知・啓発
コンプライアンス行動規準の周知・啓発のために、詳細な解説を加
えた冊子を発行しています。日本国内では、冊子の配布や電子版を
イントラネットに掲載し、常時閲覧可能にすることで、全従業員お
よび派遣社員（雇用契約のあるアルバイトなどを含む）が内容を確
認できるようにして、コンプライアンス研修や職場での教育・啓発
ツールとして活用しています。海外グループ企業各社では、国内版
をベースに、各国・地域に合わせた言語で冊子を作成し、活用して
います。

モニタリング

ヤマハグループにおいて順法かつ倫理的な業務遂行が維持される
よう、コンプライアンス部会は各部門およびグループ各社のコンプ
ライアンス体制や推進状況を定期的（年1回）にモニタリングし、必
要に応じ改善支援を行っています。また、2021年は、3年に一度実
施している国内従業員向けのコンプライアンス・アンケートを実施
しました。このアンケートはヤマハ国内グループ企業における従業
員の意識を、「コンプライアンス・リスク診断」と、「組織風土診断」の
2つの方向で診断し、組織別に分析することで、課題解決、風土改
善の取り組みに反映させています。

コンプライアンス体制・推進状況のモニタリングの概要

対象 ヤマハ（株）各部門および国内外グループ各社（47社）

内容 コンプライアンス推進体制の確認、内部通報窓口の
設置と通報件数など

頻度 年1回

※数字は2021年4月実施の実績

コンプライアンス・アンケートの概要

対象
ヤマハ（株）国内グループ企業の従業員および出向
者、派遣社員（雇用契約のある契約社員、アルバイトな
どを含む）約8,500人

内容 従業員のコンプライアンス意識と組織の状況を把握
するための設問

頻度 3年に1回

※数字は2021年10月に実施の実績

https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct
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教育・啓発

 ウェブコンテンツやセミナーによる教育・啓発活動
イントラネットにおいて、日本国内の従業員を対象に、分かりやすく親
しみやすいウェブコンテンツを毎月配信。4コマ漫画形式の「コンプラ
イアンス便り」や「コンプライアンスクイズ」「コンプライアンスミニテス
ト」など、短時間で効果的に学べるコンテンツを連載しています。

コロナ禍においても、教育・啓発活動として、コンプライアンスに関
する知識や部下の指導法の習得、上司・部下間のコミュニケーショ
ン改善などを図る研修を国内グループ企業の従業員を対象にオン
ライン形式もしくは少人数での集合研修形式で実施しています。
2022年3月期は、人事階層研修として8回（受講者：301名）、キャリ
ア入社研修として6回（同：15名）、その他7回（同：86名）で、合計21
回（402名）実施しました。

新任管理職向けコンプライアンス研修

管理職向けパワーハラスメント防止研修

新任社員向けコンプライアンス研修（提供：（株）dot）
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2021年3月期　通報件数：83件

2022年3月期　通報件数：87件

コンプライアンス相談・通報窓口

ヤマハグループは、ウェブ・電話・FAX・Eメール・郵便などさまざま
な方法でコンプライアンスに関する相談・通報を受け付ける窓口を
開設しています。相談・通報によりコンプライアンス違反の可能性
が指摘された場合は、事実関係の調査によって客観的に状況を把
握し、対策や処分について判断しています。
国内では、業務委託先が運営する社外の窓口「ヤマハコンプライア
ンス・ホットライン」、社内相談窓口、社外の法律事務所窓口と合わ
せて3つの窓口を設置・運用しています。窓口の連絡先を記載した
カードを従業員に配布するほか、ポスターや冊子などのツール、各
種研修機会を利用して周知・利用促進を図っています。窓口の運用
にあたっては、誠実な通報者が不利益な取り扱いを受けることが
ないよう、通報者保護を定めた社内規程を整備しています。窓口は
従業員、派遣社員、委任・請負契約者などを対象としていますが、外
注先・特約店などの取引事業者およびその従業員、ヤマハグループ
の事業に関わる方からの相談・通報にも対応しています。
海外では、海外グループ企業（34社）がそれぞれ設置している通報
窓口に加えて、ヤマハ（株）運営の16カ国語対応のグループ共通の
通報窓口を設置しています。2021年には、海外グループ企業の窓
口の実効性向上のために、各グループ企業独自の社外窓口設置を
進めるとともに、各グループ企業の責任者に対して従業員への窓
口の周知徹底を指示し、状況をモニタリングしました。

コンプライアンス相談・通報窓口の体制

寄せられる相談・通報の内容は、2022年3月末現在、ハラスメント・
雇用問題などに関わる労務関連が過半数を占めています。これら
の相談・通報に関して、事実確認・コンプライアンス違反の有無判
断、違反があった場合の是正など、適切に対応するための社内
ルールが定められています。
2022年3月期のコンプライアンス相談・通報案件のうち、社会経済
分野の法規制の違反により重大な罰金および罰金以外の制裁措
置などに該当する重大なコンプライアンス違反はありませんでし
た。

コンプライアンス相談・通報窓口受付状況 （件）

年度 実名 匿名 合計

2018年3月期 34
。

13
。

47
。

2019年3月期 25
。

9
。

34
。

2020年3月期 54
。

12
。

66
。

2021年3月期 50
。

33
。

83
。

2022年3月期 44
。

43
。

87
。
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リスクマネジメント

リスクマネジメントの取り組み

ヤマハグループは、リスクへの対応力を向上させ、健全で透明性の
高い経営を実践するために、リスクマネジメントの推進体制や仕組
みの整備・改善に取り組んでいます。リスクマネジメントの推進に際
しては、下記の考え方に基づいて実施しています。

1. リスクマネジメントのための組織や仕組みを整えて、リスク対応
力の向上を図り、企業価値の最大化に努める。

2. 平常時のリスクマネジメント活動の中で、リスクの認識・評価・低
減を図り、教育や訓練などの啓発活動を通じて、リスク意識の浸
透とリスク感性の醸成を図る。

3. リスクが現実化したクライシス時には、人々の安全を最優先し、
地域社会と協調し、誠実かつ適切で速やかな対処により、負の
影響を最小化する。また、製品・サービスの安定供給に努め、可
能な限り事業を継続し、社会の持続的な発展に貢献する。

4. リスク対応後には、その発生要因・対処法などを分析し、再発防
止に努める。

推進体制

ヤマハ（株）は、取締役会の監督に基づき、代表執行役社長の諮問
機関としてリスクマネジメント委員会を設置し、リスクマネジメント
に関わるテーマについて全社的な立場から審議し、代表執行役社
長に答申しています。また、同委員会の下部組織として、全社横断
的な重要テーマについて活動方針の策定やモニタリングを行う

「BCP・災害対策部会」「財務管理部会」「コンプライアンス部会」
「輸出審査部会」「情報セキュリティ部会」を設置しています。取締
役会は執行役からの報告により、リスクマネジメントの仕組みの有
効性や推進状況を確認・監督しています。

リスクマネジメント体制（2022年4月1日現在）

 画像ダウンロード

https://www.yamaha.com/ja/csr/governance/risk_management/images/pict_02.jpg
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リスク管理の取り組み

リスクマネジメント委員会では、識別した事業に関連するさまざま
なリスクを大きく「外部環境リスク」「経営戦略リスク」「事業活動に
関わる業務プロセスリスク」「経営基盤に関わる業務プロセスリス
ク」の4つに分類し、リスクの重要性を想定損害規模と想定発生頻
度に応じて評価しています。また、各リスクに対するコントロールレ
ベルを評価し、優先的に対処すべき重要リスクを特定するとともに
担当部門を定め、リスク低減活動の推進によりコントロールレベル
の引き上げを図っています。リスク情報については下記をご覧くだ
さい。

 事業等のリスク

事業に関するリスクの分類

リスクマップ

https://www.yamaha.com/ja/ir/flash_report
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ンケート、内部通報・相談窓口となるヘルプラインの設置など、健全
な事業活動を維持していくための施策を講じています。

 コンプライアンス

 輸出管理について
ヤマハグループは国際取引における順守事項として、コンプライア
ンス行動規準に安全保障貿易管理について定めています。輸出審
査部会の設置とともに、「輸出管理規程」「輸出入業務運用規程」な
どを定め、輸出管理に関する業務プロセスを整備しています。

 8-3　安全保障貿易管理

 情報セキュリティについて
個人情報など、企業が保有する重要な情報の漏えいは、第三者に
損害を与えるだけでなく、企業の信用問題にもつながる重大な過
失となりえます。
ヤマハグループでは、情報セキュリティをリスク管理の重要事項と
定め、代表執行役社長の諮問機関であるリスクマネジメント委員会
内に情報セキュリティ部会（部会長：執行役員）を設置し、情報管理
についての方針を決定し、現状の管理体制の把握、脆弱性の特定・
指導をすることで、管理レベルを高めています。また、IT管理の基
本方針などについて明記した「グループIT規程」、個人情報の保護
について明記した「グループ個人情報保護規程」を定め、さらにこ
れらに沿った研修を実施することで、不用意な情報漏えいの防止、
外部からの侵害行為への防御を従業員に徹底しています。

 9-8　情報システムの使用と管理
 個人情報の保護

 安全衛生および環境リスク管理について
ヤマハグループでは労働災害や環境汚染を未然に防ぐため、工場
など事業所におけるリスクアセスメント活動を推進しています。ま
た、安全衛生および環境保全の専門スタッフ参加のもと、定期的な
モニタリング、監査、緊急事態対応訓練などを実施しています。

 安全と健康
 汚染の防止

 気候変動影響への対応
2019年6月に気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言
への賛同を表明し、気候変動の財務的影響についての分析や情報
開示の取り組みを開始しました。TCFDに基づく開示は下記をご覧
ください。

 TCFDへの対応

 事業継続マネジメント（BCP：Business Continuity Plan）
大規模な自然災害や火災、感染症などの緊急事態に備え、ヤマハ
グループではBCP策定をはじめとする事業継続マネジメントに取
り組んでいます。災害・緊急時の事業継続方針の決定などを担う組
織として、代表執行役社長を委員長とするリスクマネジメント委員
会内に、常務執行役を部会長とする「BCP・災害対策部会」を設置
しています。災害・緊急時におけるヤマハグループの方針・規定を決
定するとともに、緊急時には災害対策総本部を立ち上げ、グループ
全社の事業継続策を検討します。
また、「グループBCP規程」において、災害等のリスクが顕在化した
時に適切な対応を迅速に行い、経営への影響を最小化するための
基本方針、責務、細則を定めています。

主な取り組み

区分 2022年3月期の主な取り組み

基本方針・ルー
ルの整備

BCPに関する手順書などのブラッシュアッ
プと被害軽減対策の実施

BCPの策定・
訓練実施

1. ヤマハグループ全体の緊急時対応を行
う災害対策総本部において、緊急時に早
急に事業継続対応を実施するため対応
手順を改善

2. 災害対策総本部や現地対策本部におけ
る在宅勤務を想定した訓練を実施

3. グループ・グローバルの各社におけるリ
スクに応じて定めたBCPについて、事業
継続対応を中心に見直し評価し、改善を
実施

インフラ整備

1. 施設ごとにセキュリティ基準を制定し、
セキュリティ強化対応を開始

2. ヤマハ設備耐震基準を制定し、新規設備
導入時に適用

3. 従業員安否確認システムを導入し、緊急
時に有効に機能するため定期的に訓練
を実施

4. 重要な設備について減災対策を実施

新型コロナウイ
ルス感染症対策

1. 新型コロナウイルス感染症に対して、災
害対策総本部を立上げ、グループ各社・
各地域の情報収集と社内への情報共有
を実施

2. グループ企業に対して、支援物資の送付
3. 事業所内の感染防止対策の強化（食堂

パーテーションの設置、遠隔会議用ブー
ス増設）

感染防止対策（左：遠隔会議用ブース、右：食堂パーテーション）

 財務管理
グループ全体の業務プロセスの標準化など、財務管理を中心に内
部統制活動のグローバル推進に取り組んでいます。財務管理部会
では、グループ全体において「グループ内部統制規程」および各種
規定に沿った業務運営がなされていることを確認しています。

 コンプライアンス
コンプライアンスに関する方針決定や案件審議の中核を担う組織
として、代表執行役社長の諮問機関であるリスクマネジメント委員
会の下部組織として常務執行役を部会長とするコンプライアンス
部会を設置し、グループにおけるコンプライアンスを推進するとと
もに、各部門およびグループ各社における順法かつ倫理的な業務
遂行をモニターしています。また、従業員に向けての教育・啓発やア

https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#8-3
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#9-8
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FTSE Russell (FTSE International Limited と Frank Russell Companyの登
録商標)はここにヤマハ株式会社が第三者調査の結果、FTSE Blossom Japan 
Index組み入れの要件を満たし、本インデックスの構成銘柄となったことを証しま
す。FTSE Blossom Japan Indexはグローバルなインデックスプロバイダーであ
るFTSE Russellが作成し、環境、社会、ガバナンス（ESG）について優れた対応を
行っている日本企業のパフォーマンスを測定するために設計されたものです。
FTSE Blossom Japan Indexはサステナブル投資のファンドや他の金融商品の作
成・評価に広く利用されます。

THE INCLUSION OF YAMAHA CORPORATION IN ANY MSCI INDEX, 
AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR 
INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, 
ENDORSEMENT OR PROMOTION OF YAMAHA CORPORATION BY 
MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE 
EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES 
AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS 
AFFILIATES.

債権格付状況（2022年3月31日現在）

（株）格付投資情報センター（R&I） A＋

（株）日本格付研究所（JCR） AA−

株主還元と内部留保

株主還元・内部留保の方針については、下記で紹介しています。

 株主還元
 

 株主優待
ヤマハ（株）では、株主の皆さまの日頃のご支援に感謝するととも
に、今後も、より多くの皆さまにヤマハの事業へのご理解とご支持
をいただくことを願い、株主優待制度を導入しています。

 株主優待のご案内 

情報開示（株主・投資家との対話）

株主・投資家との対話に関する方針について

ヤマハは、以下の方針・行動規準に沿って株主・投資家をはじめと
したステークホルダーへの適切な情報開示と建設的な対話を行
い、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上につ
なげています。

 株主・投資家との対話に関する方針
（コーポレート・ガバナンス方針書 第五章） 

 2-1 正確な会計記録と報告 
 2-2 情報の適時開示 

IR※1活動

ヤマハグループでは、国内外の機関投資家および個人投資家に対
して、公平かつタイムリーで積極的な情報開示に努めています。

「ディスクロージャーポリシー」をルールとして定め、ウェブサイト
に公開しています。
※1 IR：Investor Relations（株主・投資家向け広報）

 ディスクロージャーポリシー 

 投資家向けウェブサイトの整備
ヤマハホームページ内に株主・投資家向けウェブサイト（日・英）を
開設し、事業戦略や中期経営計画、決算報告や財務データ、統合報
告書など経営に関する最新情報をメールマガジン発行と合わせて
開示しています。2022年3月期は、企業情報、経営情報などの情報
充実度などが評価され「2021年インターネットIR表彰優良賞」（大
和IR）、「2021年度全上場企業ホームページ充実度ランキング総
合最優秀サイト」（日興IR）、「IRサイトランキング優秀企業銀賞」

（ゴメス）を受賞しました。
 投資家向け情報 

 主なIR活動
決算説明会などの定期イベントのほか、証券アナリスト・機関投資
家向け事業説明会や工場・施設見学会、個人投資家向け会社説明
会などを随時開催し、国内外の株主・投資家の皆さまとのコミュニ
ケーションを図っています。対話を通じてお寄せいただいたご意見
や情報を、社内の関係各部門と共有し、日頃のIR活動や経営執行
に役立てています。

主な活動実績

対象者 実施状況 2022年
3月期実績

決算説明会 証券アナリスト
機関投資家

四半期ごと
（4回） 4回

事業説明会 同上 不定期 0回

工場・施設見学会 同上 不定期 0回

個別面談 同上 200回程度 250回

海外投資家訪問 海外機関
投資家

3回
（米国、欧州、

アジア）
0回

中期経営計画
説明会

証券アナリスト
機関投資家 適時 0回

個人投資家向け
会社説明会 個人投資家 不定期

（日本国内） 2回

個人投資家向けオンライン会社説明会 決算説明会

ESG投資への対応

ヤマハ（株）は、環境や社会への配慮といった観点から、国内外の
ESGインデックス※2やESGファンドに組み入れられています。
詳細については、下記をご覧ください。

 社外からの評価 

※2 ESGインデックス：収益性とサステナビリティの両面において優秀と評価され
る企業をグループ化し、その株価の動きを示す指数

https://www.yamaha.com/ja/ir/investor_digest/shareholder_return
https://www.yamaha.com/ja/ir/investor_digest/treat
https://www.yamaha.com/ja/ir/governance/pdf/governance_policies.pdf
https://www.yamaha.com/ja/ir/governance/pdf/governance_policies.pdf
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#2-1
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#2-2
https://www.yamaha.com/ja/ir/disclosure
https://www.yamaha.com/ja/ir
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従業員の人権の尊重

 公正・公平な採用・雇用
採用・雇用にあたっては、ヤマハグループダイバーシティ&インク
ルージョン方針に基づき、いかなる差別も行わず、公正な選考によ
る多様な人々への就労機会の提供に努めています。従業員の評価・
処遇については、各人の職務遂行能力や仕事の責任・成果などに
基づき、公正なルールに沿って決定します。なお、公正・公平な評価
ができるよう、評価に携わる管理職層を対象とした評価者研修も
実施しています。

 3-5 公正な評価と処遇
 4-1 人権の尊重と差別の禁止

 ダイバーシティの推進とインクルージョン
 人材育成

 ヤマハグループダイバーシティ＆インクルージョン方針

 労働者の権利の尊重
ヤマハグループは、国際条約や法令に基づき、従業員の結社の自
由、組合への加入または非加入、団体交渉、平和的集会などへの参
加の権利を尊重します。従業員が差別、報復、脅迫、またはハラスメ
ントを恐れることなく経営陣と率直な意思疎通を図れる労使対話
を確保し、労働協約その他の取り決めを守ります。

 従業員との対話 

 適正な給与および労働時間
従業員に対する給与額の設定にあたっては、各地域の最低賃金お
よび生活賃金水準を維持することをグループ規程で定めています。
また、労働時間や休日は法令で定められた基準を順守するととも
に、長時間労働・過重労働の防止に向けて総労働時間の短縮に取
り組んでいます。

 ワークライフバランスの推進 

人権・労働慣行
ヤマハは「人権尊重」を責任ある企業活動の基盤ととらえ、グロー
バルコンパクトの「人権」「労働」分野の原則を順守するとともに、
雇用や人材活用において多様性を尊重し、ワークライフバランスの
推進やさまざまな人材育成プログラム、労使間のコミュニケーショ
ンを通じて、ともに働く人々が感性・創造性を十分に発揮できる環
境整備に努めています。

人権の尊重

人権尊重に関する方針について

ヤマハグループの人権尊重に関する方針および行動基準は「ヤマ
ハグループ人権方針」「コンプライアンス行動規準」に定められてお
り、全てのグループ会社に対し、人権を尊重した誠実な事業活動を
行うことを求めています。
また、取引先に順守を求める「ヤマハサプライヤーCSR行動基準」
に、人権の尊重、適正な労働慣行を確保することを定めています。
なお、ヤマハグループ人権方針は、専門家からの助言や、全グルー
プ会社からの意見徴収、ヤマハ（株）の経営会議での審議を経て、
代表執行役社長が承認しています。
加えて、ヤマハ（株）は人権尊重を原則とする国連グローバル・コン
パクトにも署名しています。

 ヤマハグループ人権方針 
 コンプライアンス行動規準

（3-7 強制労働・児童労働の禁止、4-1 人権の尊重と差別の禁止） 
 ヤマハサプライヤーCSR行動基準 

 国連グローバル・コンパクトの支持 

人権デューディリジェンスの推進

ヤマハグループは、自らの企業活動による人権への影響に責任を
持って対応するために、人権デューディリジェンスを推進しています。
バリューチェーン全体を視野に、人権に関する国際的な規範やグ
ローバル・コンパクトのセルフアセスメント項目に照らした点検、ス
テークホルダーや有識者との対話を通じて人権リスクの抽出・特定
を行っています。2019年からCRT日本委員会のステークホルダー・
エンゲージメントプログラムに参加し、業界ごとに重要な人権課題
の特定作業を行っています。これらを通じて、原材料調達に関わる人

権（違法伐採問題など）、サプライチェーンも含めた労働者の人権、お
客さまの人権（製品・サービスの安全性確保、個人情報保護）、事業
拠点の地域住民の人権などのテーマが抽出されています。
また、こうした課題を中心に、グループ内のルール整備状況を点検
し、規程・ガイドラインなどに人権視点で必要な要素の組み入れと、
順守状況をモニターすることにより包括的な人権アセスメントを進
めています。2022年2月より、専門家の協力を得て、ヤマハグループ
の人権デューディリジェンスおよび重要な人権課題の特定におい
て、時勢や事業特性に応じたさらなる改善に着手しています。
なお、2021年に全社委員会であるサステナビリティ委員会に常務
執行役を部会長、主要所轄本部を部会メンバーとする「人権・
DE&I部会」を設置し、人権デューディリジェンス実施状況の監督
を行っています。

 ステークホルダーとの対話やコミュニケーション

 相談・通報窓口の設置
各電話窓口やウェブサイトに設置したお問い合わせフォームより
広くご意見・通報を承るとともに、社内および社外双方に従業員

（契約社員、アルバイト、派遣社員、委任・請負契約者を含む）が利
用できるコンプライアンス相談・通報窓口を設置し、ハラスメントな
ど人権問題を含む相談・通報に対応しています。
相談・通報窓口の運用にあたっては、通報者が不利益な取り扱いを
受けることがないよう、通報者保護を定めた社内規程を整備してい
ます。窓口への相談・通報に対しては、相談・通報者に加え、その行
為者（加害者）のプライバシーも確保の上、公平かつ速やかに事実
調査を実施し、問題が認められた場合は指導などの是正を行いま
す。相談・通報者や被害者が強く秘匿を希望し事実調査が困難な
場合でも、可能な限り職場環境の改善を図るなど、是正や再発防
止の措置を講じています。
海外に関しては、さまざまな国・地域からの通報が受けられるよう、
多言語対応のウェブ受付フォームを整備し、連絡先をコンプライア
ンス行動規準冊子ほか社内刊行物に掲載するなどして周知徹底を
図っています。2021年には、海外グループ企業の窓口の実効性向
上のために、各グループ企業独自の社外窓口設置を進めるととも
に、各グループ企業の責任者に対して従業員への窓口の周知徹底
を指示し、状況をモニタリングしました。
また、性的マイノリティに関する専用窓口も設置し、当事者が抱え
る困難な状況の改善・解消に向けた相談に対応しています。

 コンプライアンス相談・通報窓口の運用 

https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#3-5
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#4-1
https://www.yamaha.com/ja/csr/diversity_and_inclusion_policy
https://www.yamaha.com/ja/csr/human_rights_policy
https://www.yamaha.com/ja/csr/governance/compliance
https://www.yamaha.com/ja/csr/governance/compliance
https://www.yamaha.com/ja/csr/supplier_code_of_conduct
https://www.yamaha.com/ja/csr/global_compact
https://www.yamaha.com/ja/csr/governance/compliance/#05
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人権教育

ヤマハグループは、一人一人が「人権」を自分ごととして捉え、企業
の人権尊重責任を実践するための人権教育を進めています。2019
年に作成した「ヤマハ人権ガイドブック」（日・英2カ国語）を用いて
世界人権デーおよび日本の人権週間の時期にあわせ、国内グルー
プ企業でガイドブックの内容を元にしたe-ラーニングを実施し、業
務上起こり得る人権侵害と防止策について、一人一人が学び、考え
る機会としています。（2022年3月期：4,950名実施）

ヤマハ人権ガイドブック（抜粋）

また「労働と人権に関する規定」にて、実施すべき人権教育の内容
について定め、国内外のグループ企業がそれぞれ主体性をもって
人権教育に取り組むことを推進、モニタリングしています。
このほか、人権尊重への意識を高めるために以下の教育・啓発を
実施しています。
• イントラネットを使った企業を取り巻く人権課題に関する情報発
信やe-ラーニング

• イントラネットを使ったクイズ形式のハラスメント防止啓発情報
発信

• 業務に関連した人権テーマの研修・勉強会（購買担当者向けの
CSR調達セミナー、広告担当者向けの人権侵害予防に関する勉
強会）

• 広告表現における多様性への配慮について理解を深めるガイド
ブックの発行（日・英）

• 役員を含む全社規模セミナー

 ハラスメントの防止
ヤマハグループでは、「コンプライアンス行動規準」で、人権侵害行
為であるハラスメントを禁止しています。ヤマハ（株）および国内グ
ループ企業では、ハラスメントが懲戒および公示の対象になること
を就業規則に明記し、人権侵害行為に対する厳格な対応を示して
います。
ハラスメントのない職場環境づくりを進めるために、コンプライア
ンス相談・通報窓口を設置・運用し、研修やセミナーなどにより啓
発活動を行っています。パワーハラスメントをはじめ、あらゆるハラ
スメント行為を防ぐため、ハラスメントに関する知識や部下の指導
法の習得、上司・部下間のコミュニケーション改善などを図る管理
職を対象とした研修を展開しています。
また、行動規準のより一層の浸透を図るための研修ツール（ヤマハ
コンプライアンスエッセンシャル）の制作や月次の情報発信（コン
プライアンス便り）の強化など、従業員向けの啓発コンテンツの拡
充を進めています。2022年3月期は、3年に一度実施している国内
従業員向けのコンプライアンス・アンケートを実施しました。ハラス
メント発生のリスクを診断し、組織別に分析することで、課題解決、
風土改善の取り組みに反映させています。

 3-2 嫌がらせ（ハラスメント）の禁止 
 人権教育 

 労働に関わるコンプライアンス違反などの状況
2022年3月期のヤマハグループにおけるコンプライアンス相談・通
報案件のうち、労働に関する法規制などの違反およびそれらに該
当する重大なコンプライアンス違反はありませんでした。

サプライチェーンにおける人権配慮

サプライチェーンにおいて人権尊重を徹底していくために、以下の
取り組みを行っています。
• サプライヤーの選定要件に人権などのCSR取り組みを設定
• サプライヤーに対し、人権や労働慣行などについて定めた「ヤマハ
サプライヤーCSR行動基準」の順守を要請（契約書に明記）。人権
デューディリジェンスの一環として、同行動基準に基づくアセスメ
ントを実施（必要に応じ是正要請）

 バリューチェーンにおける社会的責任の推進 
 ヤマハサプライヤーCSR行動基準 

強制労働・児童労働の禁止

ヤマハグループでは、「コンプライアンス行動規準」で、あらゆる形
態の強制労働および就業の最低年齢に満たない児童を就労させ
ることを禁止し、強制労働と児童労働を防止するために、社内規程
に基づき定めた「グループ労働・人権規定」に以下の項目を定めて
います。
• 外国籍労働者の労働許可証の確認
• 強制労働を招くような手数料を労働者が負担させられていない
かの確認

• 従業員に対するパスポートなどの身分証明書の引き渡し要求や
使用制限の禁止

• 休憩中や就業後の自由な移動やトイレなどの基本的なアクセス
の不適切な制限の禁止

• 適切な事前通達による自由退職の承認
• 年齢を確認できる有効な身分証明書の写しなどの台帳管理
• 18歳未満の若年労働者への健康と安全を危険にさらすような労
働に従事させないなどの配慮

また、「ヤマハサプライヤーCSR行動基準」にも強制労働と児童労
働の禁止を定め、取引先に順守を要請しています。併せて、取引先
に対してアンケート形式の自己点検を依頼し、回答をもとに必要に
応じて改善対応を求めています。

 3-7 強制労働・児童労働の禁止 
 ヤマハサプライヤーCSR行動基準 

https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#3-2
https://www.yamaha.com/ja/csr/supplier_code_of_conduct
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#3-7
https://www.yamaha.com/ja/csr/supplier_code_of_conduct
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ダイバーシティの推進とインクルージョン
ヤマハグループダイバーシティ&
インクルージョン方針について

ヤマハグループは以下の方針に基づいて、多様性包摂の取り組み
を進めています。

ヤマハグループ
ダイバーシティ&インクルージョン方針

ヤマハグループは、人材の多様性（年齢、性別、性的指向・
性自認、障がい、国籍、人種、文化・価値観、ライフスタイ
ル、経験など）を新たな価値創出の源泉と考え、それぞれ
の個性を尊重し、活かしていくことで、さらなる企業競争
力の強化・成長・発展を目指します。
※ 国により法令や慣習が異なるため、各国ごとに法令順守を前提とし、

文化慣習に適切に配慮して対応します

推進体制および行動計画

2016年以降、ヤマハ（株）人事部門の主導により、3カ年の「ダイ
バーシティ＆インクルージョン行動計画」を国内グループ企業ごと
に策定・推進し、企業間で好事例を共有することにより、活動を促
進してきました。2021年に代表執行役社長の諮問機関であるサス
テナビリティ委員会に「人権・D&I部会」（現在は人権・DE&I部会
に改称）が設置され、ヤマハグループ全体のDE&I推進のビジョン、
中長期目標や施策の方向性を定め、グループにおける推進状況を
モニターしています。各グループ企業における行動計画は、2023年
3月期からは海外のグループ企業も策定対象とし、それぞれの企業
の状況や地域文化・風土に根差したDE&Iの推進を行っています。

 〈ヤマハ（株）DE&I行動計画〉

女性の活躍推進

ヤマハグループは、ダイバーシティ・マネジメントの一環として、女
性が活躍できる職場環境づくりや制度の整備を推進しています。
2025年に管理職の女性比率をグループ平均19％とするなどの目
標と行動計画を策定し、女性活躍の施策を実施しています。2021
年には代表執行役社長の諮問機関である人材開発委員会に女性
活躍推進部会を設置し、女性リーダーの継続的育成・創出により
経営層／管理職層の多様性を高めるためのさまざまな施策提言
と実行を主導し、代表執行役社長に答申しています。また同年、取
締役会やマネジメントチームなど、企業の意思決定機関における健
全なジェンダーバランスを実現することを目的とした世界的なキャ
ンペーンである「30% Club」の趣旨に賛同し、「30% Club Japan」
に加盟したほか、女性のエンパワーメント原則（Women’s 
Empowerment Principles）の趣旨に賛同し、同原則に基づき行
動するためのステートメントに署名するなど、トップコミットメント
のもと一人一人がその可能性を最大限発揮できるよう、さらなる
取り組みを進めています。

ヤマハ（株）では、女性従業員の積極的な雇用や登用、能力開発機
会の拡大、働きやすい環境整備や、これらを推し進めるためのアン
コンシャスバイアス研修などの啓発活動に取り組んでいます。現在
は2022年3月に策定した女性活躍推進法に基づく3カ年の「行動
計画」（第三期目）を運用しています。なお、国内グループ企業にお
いても同法に基づく行動計画を策定し、取り組みを進めています。

ヤマハ（株）行動計画
従業員一人一人の力が発揮できる風土醸成・環境整備に向け、
下記の通り行動計画を策定する。
1.計画期間
2022年4月1日～2025年3月31日
2.当社の課題
課題1：女性従業員の採用
30代後半～40代前半の女性社員や女性技術者が少なく、次世
代を担う女性従業員を確実に採用する必要がある。
課題2：女性リーダーの育成
従業員の男女比に対し女性の管理職比率および役員比率が低
く、高めるための取り組みが不可欠である。
課題3：意識改革と風土醸成
ライフイベントを中心に女性従業員の活躍の場が限定されない
よう、女性従業員・上司・職場の理解を高める必要がある。
3.数値目標　※2025年3月末時点。（　）内は2021年度末時点の実績
採用者に占める女性の割合　25％以上（15.3％）
管理職に占める女性の割合　9.5％以上（7.1％）
4.取り組み内容と実施時期
取り組み1：女性従業員の採用比率向上
• 2022年4月～　選考基準の見直しを行い、面接官の共通理解を深める。
• 2022年9月～　中長期のインターンシップで門戸を広げ、理系女性のエ
ントリーを増やす。

• 2023年6月～　業務特性に応じた実践研修を行うなど、入社後の教育を
充実させる。

取り組み2：個の状況に応じた育成支援、キャリア形成支援
• 2022年6月～　女性管理職候補者育成のため、社内メンタリングプログ
ラムを導入する。

• 2022年6月～　女性管理職への社外メンタリング・コーチングプログラ
ムを導入する。

• 2022年8月～　全従業員を対象とした、自律的なキャリア開発を促進す
る枠組みを導入する

取り組み3：職場の意識改革と女性の社内ネットワーキング支援
• 2022年5月～　部門長、リーダー層向けワークショップを開催する。
• 2022年5月～　全従業員を対象に無意識バイアス研修を実施する。
• 2022年5月～　女性管理職の社内ネットワークを構築し、運営を支援する。

https://www.yamaha.com/ja/csr/human_rights_and_labor_practices/diversity/pdf/de_and_i.pdf
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～国際女性デーへの取り組み～

3月8日の国際女性デーにあたり、音楽業界における女性たちの
活躍を称え、一人一人の中にある個性や多様性に光を当てたブ
ランドコンテンツ「Women Who Make Waves」を当社ウェブ
サイト内に開設しました。ヤマハグループがグローバルに展開
するこの企画では、日本、イギリス、サウジアラビアから3名の女
性アーティストを起用し、それぞれの音楽に対する思いや、音楽
業界に身を置く女性としてのメッセージを伝えています。
社内では、株式会社ポーラ代表取締役社長の及川美紀さんを
ゲストに迎え『経営戦略としての感性×ジェンダー』をテーマ
に、ダイバーシティ経営における女性活躍推進の重要性やさま
ざまな取り組み、ポーラの挑戦の歴史について講演いただき、
約300名が聴講しました。また、講演後に聴講した従業員同士
のオンライン交流会を開催し、ジェンダー平等やダイバーシ
ティ推進に関し日々感じている事など、意見交換をしました。

オンライン交流会

（株）ポーラの及川社長（右）
による講演会

Women Who Make Waves

ダイバーシティ・ワークライフバラン
ス情報を発信するイントラネット

 女性活躍推進に関する主な指標と実績（2022年3月期）

従業員の男女別構成（ヤマハ（株））

※ 2022年3月末時点

 平均勤続年数（日本全国※1とヤマハ（株）※2の比較）

ヤマハにおける女性の平均勤続年数は男性との差がなく、全国平
均に比べ10年程度長くなっています。

※1 全国の値は「令和３年賃金構造基本統計調査結果の概況」より引用
※2 ヤマハ（株）の値は2022年3月末時点

 女性従業員の育児休職取得率および復職率（ヤマハ（株））
ヤマハ（株）では産前産後休暇・育児休職の取得率、および復職率
はほぼ100%を維持しています。女性が妊娠・出産後も働き続けや
すい職場環境や制度を整備しており、次世代育成支援対策推進法
に基づく「プラチナくるみん」認定を受けています。

2022年3月期の状況

次世代特例認定マーク「プラチナくるみん」

管理職の女性比率（ヤマハ（株））※3

※3 各年度3月末時点

各データの経年推移については、社会性データのページに掲載し
ています。

https://www.yamaha.com/ja/about/initiatives/iwd
https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data/group_social
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LGBTQ+への理解と支援

ヤマハグループは性的マイノリティ当事者が働きやすい環境づくり
や、多様性を尊重した企業活動を行うため、LGBTQ+への理解や
支援（Ally）の取り組みを進めています。
その結果、企業・団体などにおけるLGBTQ+などの性的マイノリ
ティに関する取り組みの評価指標「PRIDE指標」で3年連続最高位

「ゴールド」を受賞しています。

〈職場のLGBTQ+ハンドブック 抜粋〉 「ヤマハLGBTQ+」ロゴ

 社外からの評価

社外からの評価実績

 「PRIDE指標」において最高位の「ゴールド」を受賞
ヤマハ（株）は、任意団体「work with Pride」が策定する企業・団体
などにおけるLGBTQ+などの性的マイノリティに関する取り組み
の評価指標「PRIDE指標※9」で2019年から3年連続で最高位「ゴー
ルド」を受賞しました。LGBTQ+に関する全社セミナー開催や
LGBTQ+のAlly（支援者）であることを表明するロゴの制定やス
テッカーの配布、職場における理解促進ツールの作成などを通じ
て社内への理解促進に努めるとともに、LGBTQ+相談窓口の設
置、社内制度において家族の定義に同性パートナーを含めるなど、
就業規則や諸規程の改定を行うなどの各種取り組みが受賞につ
ながりました。2022年3月期には、世界各地でLGBTQ+の権利を
啓発する活動・イベントが実施されるPRIDE月間の6月に、ヤマハ
グループ全体でグローバルキャンペーンを展開し、SNSでの発信
を行うなど、性的マイノリティへのエンパワーメント向上に向けた
活動にも積極的に取り組みました。
※9 PRIDE指標とは、セクシャルマイノリティに関するダイバーシティ・マネジメン

トの促進と定着を支援する任意団体「work with Pride」が2016年に策定し
た、日本で初めての企業・団体などにおけるLGBTQ+などのセクシャルマイノ
リティに関する取り組みの評価指標。「行動宣言」「当事者コミュニティ」「啓発
活動」「人事制度/プログラム」「社会貢献/渉外活動」の5つの指標で採点され、

「ゴールド」「シルバー」「ブロンズ」の3段階で評価される

グローバルな人材活用

ヤマハグループでは、グローバルな事業展開に対応した組織・人材
の開発／活用が不可欠と考えています。世界各地のヤマハグルー
プ拠点では、現地人材がグループ内の重要ポストを担っています。
米国法人のヤマハ・コーポレーション・オブ・アメリカの社長は米国
人で、ヤマハ（株）の執行役員です。また、M&Aによりヤマハグルー
プに加わった企業の社長はドイツ、フランス、オーストリア、米国国
籍です。グローバルな人材活用をさらに推進するため、経営の中核
となる重要ポジションをグローバルに一元管理するとともに、国籍
にとらわれない適所適材の実現に向けた後継者計画の仕組みづく
りを進めています。中期的な目標として役員に占める外国籍比率の
向上を目指すとともに、次世代経営・中核人材の戦略的育成を通し
てグローバルでマネジメントを担える人材を計画的に創出してい
きます。
なお、ヤマハ（株）では外国籍人材の採用を進め、2022年3月末現
在、44人の外国籍従業員が就業しています。外国籍人材採用の目
標設定や、英語での採用情報の発信を行い、幅広い人材獲得に努
めています。（外国籍従業員人数の経年推移については社会性
データのページに掲載しています。）

シニア従業員の活躍推進

ヤマハ（株）および国内グループ企業では、60歳定年以降も就労を
希望する場合には、希望者に対して就労の機会を提供する再雇用
制度を整備しており、最長65歳到達時まで在籍することが可能で
す。（2022年3月末現在188人。経年推移については社会性データ
のページに掲載しています。）
ヤマハ（株）では2020年4月に同制度を改定し、「意欲」と「役割」を
中心においたよりメリハリのある制度運用に変更。役割に応じた職
務ランク・定義を定めたほか、目標管理・評価・賞与制度の導入、手
当・休職制度の改定・新設を行いました。

障がいのある従業員の活躍推進

ヤマハ（株）では障がい者雇用と、障がいのある方にも働きやすい職
場環境の整備を推進しており、障がい者雇用制度の目的である「障
がい者の自立」と「共生社会の実現」を目指して、能力向上と社内の
啓発に取り組んでいます。2022年3月1日現在、ヤマハ（株）の障がい
者雇用数は78人です（うち41人（株）ヤマハアイワークス在籍）。雇用

率は2015年3月期以降2.3%以上で推移しており、障害者雇用促進
法における2021年3月改定の法定雇用率を達成しています。

障がい者雇用率 ※5・6・7

※5 各年度3月1日時点
※6 集計対象組織：ヤマハ（株）、（株）ヤマハコーポレートサー

ビス、（株）ヤマハアイワークス
※7 雇用率は、障害者雇用促進法における障害者雇用率制度の算

定式によるものです

特例子会社※8（株）ヤマハアイワークス

1989年に設立し、ヤマハグループ各社からデータ処理、印刷、
封入、封緘、経理事務、福利厚生関連事務、生産関連業務などを
受託しています。また、障がい者雇用に関する周知・啓発活動に
も力を注いでおり、社内外向けに職場見学会や障がい者雇用に
関する学習会を開催しています。

特例子会社の職場見学・学習会（2019年実施）

※8 特例子会社：「障害者の雇用の促進等に関する法律」で認められた子会
社。雇用されている障がい者の人数や全従業員に対する割合など、一定の
要件を満たして設立されます。ここで働く障がい者の数は、親会社の障が
い者雇用率に算入されます

https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data/group_social/
https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data/group_social/
https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data/group_social/
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過重労働の防止

ヤマハグループは、自律的で生産性の高い働き方に向けた意識改
革と仕組みづくりを通じて、過重労働につながる時間外労働・休日
労働の削減、休暇制度の充実と取得促進に取り組んでいます。
ヤマハ（株）では労使協議によって設定された時間外労働ガイドラ
インに沿って、総労働時間の短縮を図っています。毎月の状況をモ
ニタリングし、ガイドラインで設定した上限時間を超過しそうな部
門には早期の注意喚起を行っています。なお、これまでガイドライ
ンの月間上限時間を段階的に引き下げてきており、2022年3月期
からは60時間／月（年間上限は540時間）に設定しました。労働時
間を削減する取り組みとして、フレックスタイム制の導入や、毎週も
しくは隔週で定時退社日を定めるなどの施策を行っています。
また、年次有給休暇取得日数の目標を設定し、労使で計画的な取
得を積極的に呼びかけるほか、取得不足の本人および管理者への
働きかけや、個々人の業務事情に鑑みたフォローも行いながら取
得を促しています。併せて、確実な取得につながる一斉休暇制度も
導入しています。こうした年次有給休暇に加え、従業員のライフイ
ベント支援やプライベートの充実を図る目的で、忌引など慶弔に関
わる休暇のほか、節目年齢や定年、転勤時に付与される連続休暇
などの各種休暇制度も整備しています。これらの労働時間短縮や
休暇取得促進の取り組みは、国内のグループ企業各社も順次、導
入を進めています。

 2022年3月期実績
ヤマハ（株）における一人当たりの年間総労働時間は1940.7時間
でした。年次有給休暇の取得については、年間の取得目標を2017
年3月期から15日としており、その結果、年々取得率が向上し、
2022年3月期実績は、目標値に近い14.8日となりました。
総労働時間など各データの経年推移については、社会性データの
ページに掲載しています。

「PRIDE指標」の「ゴールド」マーク

 （株）ヤマハコーポレートサービスが女性活躍推進法に基づく
「プラチナえるぼし」企業に認定

（株）ヤマハコーポレートサービスは、えるぼし認定企業※10のうち、
一般事業主行動計画の目標達成や女性の活躍推進に関する取組
の実施状況が特に優良である等の一定の要件を満たした場合に
認定される「プラチナえるぼし」企業に2021年より認定されていま
す。 また、同社は、次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく

「プラチナくるみん」の認定も受けており、子育て世代の働きやすい
環境づくりにも積極的に取り組んでいます。
※10 女性活躍推進企業認定「えるぼし」認定

2016年4月に施行された「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」
（女性活躍推進法）に基づき、女性の活躍推進に関する行動計画を策定し、そ
の取り組みが優良な企業に対して厚生労働大臣が認定を与える制度。（株）
ヤマハコーポレートサービスは2018年7月に最上位の「えるぼし」三段階目
に認定。

「プラチナえるぼし」認定マーク

 社外からの評価

ワークライフバランスの推進

基本的な考え方

私たちは、さらなる事業の発展と個人の充実した生活の両立を実
現するため、多様な価値観・ライフスタイルを尊重したワークライ
フバランス支援を積極的に推進します。
仕事の質や生産性を高めることで生み出された時間を個々の多様
性に合わせて有効活用することは、生活全体を充実させ、心身の活
力につながります。
その活力こそが、新たな価値創造の原動力となり、永続的に良い仕
事をしていくための、ひいては企業価値の向上と個人の豊かな生
活のための源泉となります。私たちは、こうした好循環を作りあげ
ていきます。

 推進体制
労使による「ワークライフバランス推進委員会」を設置し、総労働時
間の短縮や両立支援制度の整備・拡充を進めています。また、部門
ごとに「ワークライフバランスアクションプラン」を策定し、自律的
で生産性の高い働き方を目指す活動を展開しています。

https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data/group_social/
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両立支援制度の整備・拡充

ヤマハグループは、個々の従業員の多様な事情に対応できるよう仕
事と生活の両立支援制度を整備・拡充し、従業員への周知により利
用促進を図っています。ヤマハ（株）では、「次世代育成支援対策推進
法」に基づいて行動計画を策定・実行した結果、2016年には「プラチ
ナくるみん※」の認定を取得しました。（社外からの評価実績を参照）
また、2021年3月期には「治療と仕事の両立支援制度」として、治療
を事由とした短日勤務、短時間勤務制度を導入しました。

 社外からの評価実績

育児・介護に関する制度（法定基準との比較）

制度 法定基準 ヤマハ（株）
産前産後休暇 産前42日（多胎妊娠98日）、産後56日 産前56日（多胎妊娠98日）、産後56日
妊産婦障害休暇 妊娠から出産後1年以内の期間で医師の指示する日数
出生支援休暇 配偶者の出産前14日、出産後14日以内の期間に5日間

育児休職 原則として子が1歳に達するまで（特別の事情がある場
合は1歳6カ月、2歳に達するまで）の間

子が2歳に達するまで（ただし4月生まれは2歳到達後の4
月末まで）

子の看護休暇 小学校就学前の子 小学校1年の3月末までの子
育児短時間勤務 子が3歳に達するまでの間 子が小学校3学年修了までの間
育児のための
時間外労働の免除制度 子が3歳に達するまでの間、所定外労働を制限 子が小学校3学年修了までの間、必要な期間時間外労働

を免除

ライフサポート休暇 家族の看護、育児、不妊治療などの目的で取得可。1時間、
半日、1日単位で取得可

介護に関する制度の
対象範囲

配偶者、子、父母、配偶者の父母、祖父母、兄弟姉妹およ
び孫 二親等以内の親族

介護休職 対象家族1人につき通算93日まで（3回までの分割取得
可） 対象家族1人につき通算1年間の範囲（半年の延長有り）

介護短時間勤務 介護休業とは別に利用開始から3年の間で2回以上 介護終了まで
介護短日勤務 週1日勤務免除、介護終了まで
介護のための休暇 対象家族1人につき年5日、2人以上で年10日 対象家族1人につき年5日
治療短時間勤務 治療の終了まで
治療短日勤務 治療の終了まで

育児休職制度などの利用状況については、社会性データのページ
に掲載しています。なお、女性の育児休職の取得率および復職率
は、近年9割以上を維持しています。

 事業所内保育施設の整備
ヤマハ（株）は、本社敷地内に事業所内保育園（おとのいえ）を設立
し、運営しています。
2019年の設立以来、ヤマハグループ企業で働く従業員が利用して
おり、「音との出会い・ふれあい」を大切にしたヤマハならではの独
自プログラムを提供しています。従業員にとって職場復帰がしやす
く、子どもが近くにいる安心感からより仕事に集中できる環境を実
現することを目指しています。

事業所内保育施設（おとのいえ）

 再雇用制度の整備
ヤマハ（株）では、従業員のライフイベントに柔軟に対応できる再雇
用制度を整備しています。

 海外赴任帯同者の再雇用制度
ヤマハ（株）は、配偶者の海外赴任に帯同するために退職する従業
員を、帰国後に再雇用する制度を2008年度から運用しています。
2017年3月期には、それまでヤマハ（株）従業員である配偶者に
限っていた運用をヤマハグループ従業員にも拡大しました。
また、ヤマハグループ従業員以外の配偶者の海外赴任への帯同の
場合も、退職後5年以内であれば再雇用を可能としました。
2009年3月期の運用開始から累計37人が同制度の申請をして退
職し、その中から20人が帰国後、再雇用されています（2022年3月
末時点）。

 介護離職者の再雇用制度
ヤマハ（株）では、従業員が親族の介護のために退職した場合、退
職日から再雇用までの期間を5年以内として、再度勤務できる制度
を2016年7月に導入しました。

https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data/group_social/
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働きがいと働きやすさ向上の取り組み

ヤマハ（株）では自律的で生産性の高い働き方を目指した制度や仕
組みの見直しを行うとともに、従業員の働きがいと働きやすさの向
上に取り組んでいます。全従業員を対象としたテレワーク制度、育
児・介護との両立支援制度拡充、職場単位での業務プロセス改善
や会議の効率化など、従業員が心身の健康維持と仕事・プライベー
ト双方の充実を図りながら能力を発揮できるよう、個別の事情に
寄り添った柔軟な制度や職場環境の整備を行っています。2021年
10月には、単身赴任者や介護事由者の個別の事情に配慮し従業員
の持続的な能力発揮を後押しするべく、遠隔地への赴任や親族の
介護に際して通勤圏を拡大する制度を開始しました。
ヤマハ（株）における働き方改革の取り組みはイントラネットなどを
通じてグループ企業に共有され、国内のグループ企業では同様の
取り組みが展開されつつあります。

社外からの評価実績

ヤマハ(株)は「次世代育成支援対策推進法」に基づいた行動計画
の策定と実行により、2008年に「くるみん」認定、2016年には「プラ
チナくるみん」認定※を取得しました。
また、(株)ヤマハコーポレートサービスも2018年に「くるみん」認
定、2020年に「プラチナくるみん」の認定を取得しています。

次世代育成支援に関する認定※取得状況

認定 取得時期 主な実行施策

「くるみん」

2008年8月

• 育児休職期間の延長 など
• 育児短時間勤務制度の柔
軟化

• 一斉有給休暇導入 など

2014年8月
• ワークライフバランスセミ
ナー開催

• 一斉カエルDay導入 など

「プラチナくるみん」 2016年6月
• 男性の育児休職取得促進
• 労働時間短縮 など

※ 厚生労働省が「次世代育成支援対策推進法」に基づき事業主を認定する制度。
同法に基づく行動計画と実績をもとに審査を受け、認定された企業は次世代認
定マーク「くるみん」を取得します。「プラチナくるみん」は、くるみんマークを取得
している企業のうち、一定以上の水準で両立支援の取り組みが進んでいる企業
を認定する制度です

次世代特例認定マーク「プラチナくるみん」

 社外からの評価
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「働きがいと働きやすさに関する意識調査」の実施

昨年度、国内を対象に実施した調査を海外にも拡大し、2022年
3月に、国内外ヤマハグループ企業の従業員約12,000人を対象
に「働きがいと働きやすさに関する意識調査」を実施しました

（回答率89％）。これは、組織・従業員の実態を把握し、課題を明
らかにすることで、組織風土の活性化につなげるとともに、働き
やすさと働きがいの向上により、従業員と会社双方の成長を実
現することが目的です。
働きがいの観点では、従業員がヤマハで働くことの誇り、仕事を
通じた成長実感など、働きやすさの観点においては、チームメン
バーとの関係性や、同僚・上司の協力、組織の風通しの良さなど
についての現状を調査しました。
今後これらの結果を活用し、より良い会社・組織になるよう、さ
まざまな活動を引き続き展開していきます。

従業員との対話

基本的な考え方

ヤマハグループは、国際条約や法令に基づき、従業員の結社の自
由、組合への加入または非加入、団体交渉、平和的集会などへの参
加の権利などを尊重します。従業員が差別、報復、脅迫、またはハラ
スメントを恐れることなく経営陣と率直な意思疎通を図れる労使
対話を確保し、労働協約その他の取り決めを守ります。そして、十
分な話し合いのもとに、労使が協力して企業理念の実現に向けて
努力していきます。

 3-3 良好な労使関係 

労使対話

ヤマハグループは「健全な労使関係の維持・構築」をグループ規程
に定め、各社で設立された労働組合や社員会との労使対話を行っ
ています。
国内グループ企業各社では、労使協議会または連絡会を定期的に
開催し、業績・労務の状況や経営課題について話し合うほか、安全
衛生やワークライフバランスの向上を目指し、よりよい労働環境づ
くりを共同で行っています。海外グループ企業においても、各国の
労働法制に応じて労使の対話を実施しています。
ヤマハ（株）では、重要な経営課題について話し合う「経営協議会」
などの労使協議・委員会を開催し、労働組合から業務の現況を踏
まえた提言を受け、活発に議論しています。人事・労務関連の諸制
度の運用・改定に際しても、労使双方の課題認識をもとに十分協議
しています。
これらの協議結果は会社および組合が発行するレポートにより従
業員へ周知されるほか、組織や職制変更、配置転換を伴う異動な
ど従業員に著しい影響を及ぼす可能性がある事業上の変更につい
ては、組合への速やかな通知もしくは労使協議を実施すべき事項
として労働協約に定めています。また、従業員への影響が大きい企
業年金基金や健康保険組合、共済会や持株会などの運営について
も労働組合の役員が参画しています。
ヤマハ（株）人事部門は、グループ企業各社が良好な労使対話を図
れているかをグループ規程に沿ってモニタリングし、必要に応じて
是正を要請しています。

なお、グループ企業の管理職などマネジメントを行う者が労働者の
権利を正しく理解し、健全かつ安定した労使関係を構築できるよ
う、「労務および労使関係に関する教育ガイドライン」を整備し、ガ
イドラインに沿った管理者教育がなされているかも併せてモニタリ
ングしています。

ヤマハ（株）における労使協議・委員会

名称 開催頻度 出席メンバー 主な議題

経営協議会 2回／年（8月、2月） 会社：社長、各事業担当役員（本部長）他
組合：本部役員 全社経営テーマについて

全社生産販売委員会 毎月
会社：労政担当役員、

人事部門（部長・労政担当）
組合：本部役員

月次仮決算報告や労務状況

事業所労使委員会 毎月 会社：事業所長、事業所内部門管理責任者
組合：支部執行部（本部役員）

各部門の月次生産販売状況・労務
状況の報告

配分委員会 2回／年（5月、11月） 会社：人事部門（部長・処遇担当）
組合：本部役員 昇給、賞与配分について

ワークライフバランス
（WLB）推進委員会 適宜年1回以上レポート発行 会社：人事部門（労政担当）

組合：本部役員

長時間労働、深夜労働の削減、休暇
取得推進や両立支援制度の改善・
構築をはじめ、WLBに関するさまざ
まな取り組み

※ 上記のほか、海外勤務委員会、年間稼働日協議、会社・部門施策に関する労使協
議、ユニオンミーティングで顕在化した課題対応に向けた労使協議、各部門の
事業概況報告会などを実施しています

労働組合の組織率※1、2（2022年3月末現在）

ヤマハ（株）（出向者を含む） 77%

国内ヤマハグループ※3。 50%

※1 算定の母数に管理職を含みます
※2 労働組合に対し団体交渉権を認めています
※3 集計対象組織：（株）ヤマハミュージックジャパン、（株）ヤマハミュージックリテ

イリング、（株）ヤマハミュージックマニュファクチュアリング、ヤマハファイン
テック（株）、（株）ヤマハコーポレートサービス

過年度のデータについては、社会性データのページに掲載しています。

https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#3-3
https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data/


Yamaha Sustainability Report 2022 31

 ファミリー工場見学会
ヤマハグループの国内外の各生産拠点では、従業員のご家族に向
けた「ファミリー工場見学会」を開催しています。職場や工程の見学
のほか、工場で製造される製品の体験会や従業員によるミニコン
サートなど、ご家族にヤマハへの理解や関心を深めていただく機会
となっています。

会社紹介や工場見学の様子（天津ヤマハ（上）、蕭山ヤマハ（下）／中国）

製造製品の体験会（YMMI（上）、YI（下）／インドネシア）

労使コミュニケーション

 労使間の情報交換・交流
労使が率直な意思疎通を図れる風土づくりとして、グループ企業
各社において労働組合や社員会とのコミュニケーションを推進し
ています。国内においては、各社の労働組合や社員会の連帯組織で
あるヤマハユニオン協議会※4とも、定期的な労使連絡会の開催な
どを通じて情報交換・交流を図っています。
※4 ヤマハユニオン協議会（1990年9月設立）：ヤマハグループで働く人たち相互の

連帯感を深めるとともに、各組織の発展、職場環境の整備、労働条件の維持向
上、社会貢献活動の展開、個々の豊かな生活の実現に向けた幅広い情報交換
が行われています

 社内広報活動の推進
Employee Relation（社内広報活動）の一環として、社内広報誌や
イントラサイト、サイネージによる情報発信を行っています。
ヤマハ（株）広報部門が発行・配信するグループ報では、経営や事業
に関する方針や戦略を速やかに伝達するとともに、グループ企業・
部門のさまざまな取り組みを紹介することで、グループ全体での情
報共有を図っています。また、生産拠点を置く中国、東南アジア地
域では、中国語およびインドネシア語でのエリア社内報を発行して
います。グループ全体の情報に加え、各生産系グループ企業におけ
る業務改善や安全衛生活動など、さまざまな取り組みを掲載し、相
互発展やグループ企業としての一体感づくりに役立てています。
2021年10月には、これまで社内に各種あったイントラサイトを統
合・再整理し、新たにヤマハグループのポータルサイト「Yamaha 
Portal」を立ち上げました。
重要な経営情報の即時発信のほか、通達や部門サイトなど社内向
け情報の集約、国内外の活動の紹介、ヤマハグループ従業員のコ
ミュニケーション促進などを目的としています。
こうした情報発信の取り組みに加え、設立記念日の時期に行うグ
ローバルイベント「Yamaha Day」や社長表彰、Web会議システム
を活用した社長と従業員との対話などを通じて、社内コミュニケー
ションの活性化と従業員エンゲージメントの向上を図っています。

ヤマハグループポータルサイト
「Yamaha Portal」

社長表彰『Yamaha Awards』

リモートによる社長と従業員との対話

グローバルイベント『Yamaha Day』

グループ報『PASSION』（左）エリア社内報（右）
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 ISO 45001認証サイト
• ㈱ヤマハミュージックマニュファクチュアリング
• 杭州ヤマハ楽器
• 蕭山ヤマハ楽器
• 天津ヤマハ電子楽器
• ヤマハ・エレクトロニクス（蘇州）
• ヤマハ・ミュージック・マニュファクチュアリング・インドネシア
• ヤマハ・ミュージック・マニュファクチュアリング・アジア
• ヤマハ・ミュージカル・プロダクツ・インドネシア
• ヤマハ・ミュージック・プロダクツ・アジア
• ヤマハ・エレクトロニクス・マニュファクチュアリング・インドネシア
• ヤマハ・ミュージック・インディア
＊ 楽器・音響機器製品の生産拠点15拠点のうち、11拠点（73.3％）が認証取得

（2022年4月末現在）

安全衛生に関わる労働協約

ヤマハ（株）は、労働組合との正式な協定である労働協約で「会社
は常に工場事業所の安全、保健衛生上必要な措置を講じ、作業環
境の改善を図り、組合員は安全衛生に関する諸規則を守らなけれ
ばならない。組合員の安全および衛生知識の向上については会
社、組合相互に協力する」旨を定めています。その他に「安全衛生委
員会」「危険有害業務」「健康診断」「災害補償」などについても、同
協約の中で規定しています。

安全と健康

基本的な考え方

ヤマハグループは、ともに働く人々の安全と健康を経営の最重要課
題の一つと考えています。以下に示す「グループ安全衛生規程 基本
方針」に則した安全衛生活動を推進し、安全衛生レベルのさらなる
向上を目指します。

グループ安全衛生規程　基本方針

グループ企業は、ヤマハの事業活動に係わりを持つ全ての
人々の健康と安全を確保することが「全ての仕事に優先す
る」ことと認識し、全従業員と一体となって健康で安全かつ
快適な労働環境の形成を促進する。　

【2022年3月期の活動方針および目標・実績】

 活動方針
（活動のポイント） 抑止目標 実績

労働
安全

拠点・エリアの
自律化

• 全災害54件以下
• 死亡・障害災害ゼロ

• 全災害64件
• 死亡災害ゼロ、障害
災害 3件

交通
安全

加害事故（過大事故）
の抑止

• 全事故48件以下
• 業務上過失率大事
故ゼロ

• 全事故60件
• 業務上過失率大事
故 8件

健康
管理

2022年4月～ 国内グ
ループ“敷地内全面
禁煙”各拠点の準備
実行

• 定期健康診断受診
率100%継続

• 定期健康診断受診
率100％（4年連続
達成）

 安全衛生管理体制
ヤマハグループは、すべてのグループ企業における安全と健康を管
理する健康安全推進本部会を設置しています。
ヤマハ（株）取締役常務執行役を統括責任者として、各事業所長、
主要グループ企業の代表、統括産業医などで構成され、年2回、安
全衛生に関わる施策の進捗確認や総括を行い、方針や活動計画を
審議・決定しています。また、毎年期初となる4月には「ヤマハグルー
プ安全衛生大会」を開催し、代表執行役社長と労働組合委員長に
よるメッセージ、統括責任者による前年度総括と当年度活動方針・
目標を、国内外の従業員に向けて配信しています。
大会で発信されるメッセージでは、「安全と健康は全てに優先す
る」の基本方針、安心して働くことができる職場の追求に向けた

「安全と健康」の重要性を改めて強調しています。

代表執行役社長によるビデオメッセージ 本部長による前年度総括と今年度方針
の説明

 労働安全衛生マネジメントシステム認証の取得
ヤマハの事業活動に関わりを持つ全ての人々の健康と安全を確保
することを「グループ安全衛生規程」に定め、必要なルール、活動な
どの仕組み化、統一化を図っています。
正社員、契約社員、派遣社員、社内外注などヤマハで働く全ての
人々を含んだ労働安全衛生マネジメントを行うとともに、特に、楽
器・音響機器製品の生産拠点においては、労働安全衛生マネジメン
トシステムの認証取得を進めています。また、労働安全衛生マネジ
メントシステムで求められるルール、活動などが適正に行われてい
るかを監査する内部監査員についても研修を通じて継続的に養成
を行っており、現在約60人の内部監査員が活躍しています。
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 安全衛生セルフ診断
国内非生産系グループ企業では、従業員数の規模に応じて、コンプ
ライアンスを中心とした安全衛生セルフ診断を実施しています。診
断結果に基づいてヤマハ（株）安全衛生担当からフィードバックを
行い、改善活動をサポートしています。2022年3月期は46拠点で実
施しました。
実施件数については、社会性データのページに掲載しています。

 安全衛生教育
ヤマハグループの国内拠点では、毎年期初に安全衛生、交通安全、
健康管理に関する知識を深めてもらうため、国内グループ企業に
配属される新入社員を対象に安全衛生教育を実施しています。
2022年3月期は、127名に対して約2.5時間（2回に分けて）実施し
ました。
また、海外生産拠点（中国、インドネシア）では、ルールや活動の共
有および標準化を目指すために安全スタッフによる情報交流共有
会議を行っています。2022年3月期は、中国では毎月、ISO45001
認証取得のための進捗確認のほか、ヤマハグループで発生した労
働災害情報の横展開の仕組み化、また災害抑止のための各種活動
統一のための議論を重ねてきました。インドネシアでは、新型コロ
ナウイルス感染症の感染状況や感染拡大防止のための各拠点で
の対策の共有などについて議論しました（3回/年実施）。今期は新
型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から全ての会議をリモー
トに変更し、各拠点間の情報共有などを行いました。

リモート会議での情報共有会議（インドネシア）

労働災害の抑止

国内グループ企業および海外製造拠点における労働災害は全災
害件数目標54件以下に対して、2022年3月期で64件（うち休業災
害件数は36件）でした。なお、業務上の死亡者はありませんでした。

労働災害発生率の推移（度数率）

ヤマハグループの職場、特に生産業務では、切り傷・擦り傷のほか、
機械・設備などへの挟まれ・巻き込まれ、転倒などが発生する可能
性があります。
これらの労働災害を未然に防ぐために、機械・設備の安全審査のほ
か、リスクアセスメントや安全パトロール、安全衛生セルフ診断※1、
施設・設備の監査や化学物質管理など職場の安全性向上、従業員
への安全衛生教育・訓練、安全に関するグループ標準ルールの整
備・運用を進めています。また、業務内容によっては腰痛、頸肩腕障
害や、塗装や研削・研磨工程における中毒、じん肺などの疾病リス
クも考えられます。職業由来疾患予防の観点から、特定の業務従事
者に対して行う特殊健康診断の確実かつ効果的な実施に努めてい
ます。
異動や作業内容の変更による実施もれを防ぐために年2回の対象
者確認を実施するとともに、特定化学物質健康診断においては対象
物質を追加し法定基準に上乗せした内容の健診を実施しています。
※1 安全衛生セルフ診断：約80の診断項目に対して、自己評価をすることで適合の
可否を把握し、改善自助努力を促すものです

 機械・設備の安全審査
ヤマハグループでは、生産職場に新たに導入される機械・設備や更
新、改造、移設される機械・設備について、稼働前に審査委員による
安全審査の実施を義務付けています。ここでは、機械・設備における
不具合箇所のみならず、従業員の作業動作や扱う材料の加工方法、
溶剤・薬品等の取り扱いについても是正指導を行っています。

 リスクアセスメント
ヤマハグループでは、作業に潜む危険を未然に防ぐためにリスクア
セスメントを中核的な活動と位置付け、労働災害防止につなげて
います。作業内容および作業環境に対してリスク評価を行い、リス
クの程度に応じた対策を講じています。新たな工程の導入に際して
は、事前に災害に至るおそれのあるリスクを洗い出し、危険の除去
や作業負荷の低減を図ります。現在、国内外の生産拠点ほかグルー
プ企業に向けて、リスクアセスメントを普及・啓発しています。

リモートでのリスクアセスメントチェック（YMPA）

 安全モニタリング
ヤマハグループでは、ISO45001認証サイトにおける現場の監査に
加え、グループ全体の安全衛生管理を主管するヤマハ（株）人事部
門の主導による、グループ企業を対象とした安全モニタリングを実
施しています。安全衛生に関わる専門技術・資格を有するスタッフ
が安全衛生管理体制に対するチェックや現場の巡視を行うもの
で、数年で一巡するサイクルで、対象拠点を選択し実施しています。
実施件数については、社会性データのページに掲載しています。

安全モニタリングの内容

• 「安全衛生管理診断表」によるレベルチェック（安全衛生管理体
制、規程・基準の整備度合いを中心に約80項目を診断）

• 職場巡視による安全衛生面でのチェック、不具合箇所の是正・指導

https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data
https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data
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ら社内診療所での定期健康診断（誕生月健診）を行い、受診者全員
に対し、受診日の午前中に健診結果に基づいた医師診察、保健指
導、集団健康教育を実施しています。健診結果のフィードバックの
速さや、毎年テーマを変えて行う集団健康教育が従業員の健康意
識、知識向上に寄与しています。また、診断結果に基づく事後措置
の徹底にも取り組んでおり、2022年3月期のヤマハ（株）および国
内グループ企業の定期健康診断受診率、ならびに産業医による就
業区分判定※2の実施率はいずれも100％でした。

※2 就業区分判定：労働安全衛生法第66条の4および5に準じ、医師の意見に基づ
いた、健診有所見者に対する就業区分の判定

 メンタルヘルスケア
従業員の心の健康のため、厚生労働省の指針に基づいたメンタル
ヘルスケア活動を推進し、疾患予防に努めています。また、休職者
へのケアとして、2009年より産業医・看護職・契約精神科医・社外
EAP（Employee Assistance Program）※3カウンセラーが連携し
た職場復帰支援プログラムを導入しました。2012年にはカウンセ
リング体制拡充や管理職への休職者対応研修の実施など、プログ
ラムを大幅に強化し、現在は初回精神疾患病欠者の復職率は80%
以上を維持しています。

主な取り組み

• 社内産業医・産業カウンセラーによる管理監督者および新入社員
向けの研修実施

• 産業保健スタッフ・管理監督者・人事部門が連携した職場復帰支
援プログラムの運用

• 外部医療機関の精神科医・臨床心理士による相談窓口の運用
• 社外EAPによるカウンセリング窓口の運用
※3 社外EAP：主にメンタルヘルスに関する従業員・家族のカウンセリング、精神疾

患により休職している従業員の職場復帰支援、ラインケアのための管理監督
者教育などを行う社外の専門家による従業員支援プログラム

 生産拠点の施設・設備の安全管理
国内外の生産拠点では、ヤマハ（株）の施設管理担当による生産設
備などの施設安全監査を実施し、拠点の事故・災害防止、安全レベ
ル向上につなげています。また、災害発生などに備え、避難訓練お
よび緊急事態対応訓練を定期的に実施しています。

インドネシアでの施設監査

 化学物質への対応
生産工程には、人体に影響を及ぼす可能性のある化学物質を取り
扱う作業があり、職場環境や設備の改善、作業従事者への法定検
診、保護具の支給など、疾病防止のためのさまざまな施策を講じて
います。
また保護具を正しく着用できるよう、作業従事者に対する教育を
実施しています。加えて、化学物質を取り扱う職場におけるリスクア
セスメントを実施し、リスクの低減を図っています。
2022年3月期、化学物質の取り扱い作業における労働災害の発生
はありませんでした。

 ルールの整備と標準化
ヤマハ（株）では、安全衛生に関する従業員の心得や基本的な行動
基準、設備基準など人・モノに関する安全ルールを順次制定し、手
帳や携帯用カードなどのツールを整備、運用してきました。現在は、
グループ企業間でのギャップを解消し、グループ全体で安全衛生
のレベルを高めていくためのグループ標準ルールの展開に向け、
各種ツールの多言語化を進めています。

従業員の健康保持・増進

ヤマハグループは、従業員とその家族の健康が第一であり、従業員
の健康は、生産性や働きがい向上による組織の活性化をもたらす
との認識のもと、従業員の健康保持・増進のための諸施策に取り組
んでいます。2018年には、ヤマハ（株）代表執行役社長が「ヤマハグ
ループ健康宣言」を発布し、この宣言のもと、より安全で快適な職
場づくりのため、健康診断や保健指導の実施、メンタルヘルスケア、
喫煙対策など健康経営を推進する諸施策を推進しています。

ヤマハグループ健康宣言

"Sound Minds + Sound Bodies = Sound Living"

• 社員と家族の健康は、充実した生活の基本であり、会社に
とって最も大切な財産です。

• 会社は、社員の健康への取り組みを積極的に支援すると
共に、安全で快適な職場を実現させます。

• 社員と家族は、心身の健康に関心をもち、健康増進の取
り組みを自ら実行します。

2018年4月
代表執行役社長　中田 卓也　

 健康診断
「定期健康診断はゴールではなくスタートです」のスローガンのも
と、法定の健康診断を確実に実施することに加えて、健康診断を生
活習慣病や作業関連疾患などの予防につなげています。2002年か
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 海外駐在者への健康支援
2022年3月期も新型コロナウイルス感染拡大による、駐在者の行
動が制限される状況が続きました。制限が長期化することによる
心身への負担に対するケアが必要と考え、帰国できない駐在者に
対しては医療スタッフによるWeb健康相談なども実施しました。

ヤマハ（株）保健師による駐在者対象のWeb健康相談の様子（YMPI/インドネシア）

 海外駐在者の健康管理のサポート
新型コロナウイルス感染症対策として、昨年から海外駐在者を対
象に個別のWeb健康相談を実施しています。これらを定着化させ
るため、現地管理者と医療スタッフによる情報交換・情報共有を行
い、現地の状況把握および定期健診の受診状況を確認しました。
また、一時帰国時に定期健診の受診を希望する駐在者には、効率
よく帰国時の定期健診受診を受けられるような体制構築、サポー
トをしています。

海外駐在者向けのWeb健康相談

初回精神疾患病欠者の復職率の推移（ヤマハ（株））

 喫煙対策
ヤマハ（株）では、喫煙対策を従業員の健康を守るための最優先課
題と位置づけ、1998年から定期健康診断などでの禁煙指導や希
望者に対する個別禁煙サポートなどの取り組みを継続しています。
環境面では2020年4月から本社地区を敷地内全面禁煙としたの
に続き、2022年4月からは国内グループ企業全体で敷地内全面禁
煙を実施しています。こうした長年の取り組みの結果、全従業員の
喫煙率は1998年の36.2％から2022年3月期は11.1％に低下しま
した。

喫煙率の推移（ヤマハ（株））

敷地内全面禁煙開始後も喫煙者に対する禁煙指導や希望者に対
する個別禁煙サポートの継続などを通じて、SDGsの目標3（全ての
人に健康と福祉を）達成にも貢献すべく、さらなる喫煙率低下を目
指しています。

グループも含めた喫煙率の数値については、社会性データのペー
ジに掲載しています。

ヤマハグループ禁煙対策スローガン

 感染症への対応
HIV/エイズ、結核、マラリアなど社会的、経済的に大きな影響を及
ぼす感染症の蔓延を防ぐことは世界共通の課題です。ヤマハグ
ループの海外拠点の中でも、特に東南アジア地域の生産拠点で
は、職場や食堂、休憩スペースの衛生管理や害虫防除などの環境
整備を行っています。また、海外出張者や駐在者、家族に対しては、
現地における感染症の流行情報を通知するほか、渡航前の感染症
予防対策として、A型肝炎、B型肝炎、破傷風、狂犬病、麻疹・風疹な
どのワクチン接種を推奨しています。
2022年3月期は、世界的規模で感染拡大した新型コロナウイルス
感染症対策として、感染症対策基本行動、テレワーク勤務推奨など
を継続しました。また早急なワクチン接種を実現するために、7月か
ら社内医療所にて希望者（約3,500人）に対して職域ワクチン接種
を実施。またインドネシアでは現地行政との協力のもと、従業員の
ほか家族や事業所内で働く請負業者の方 （々生産工程、清掃、食
堂、社用車運転など）まで対象を拡大して接種を実施しました。こ
れらの活動および必要な情報はイントラサイトなどを通じて国内
外のヤマハグループ内で常に共有され、『One Yamaha！』として世
界中の拠点へと活動に広がりをみせています。

 リスクマネジメント

虫の侵入を防ぐエアカー
テンの設置

食堂に設置の飛沫感染予
防パーテーション

インドネシアでのワクチン
職域接種の風景

https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data
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人材育成

基本的な考え方

ヤマハグループは人材の多様性を新たな価値創造の源泉と考え、
あらゆる人材に対し、能力開発およびキャリアアップの機会を公平
に差別なく提供します。「意欲を持って、自らの『役割』を果たし、常
に一歩先を目指す人を応援する」という考えのもと、従業員一人一
人が存分に能力を発揮し、自己実現を図りながらプロフェッショナ
ルへと成長するための施策を講じます。

教育・研修制度の整備

人材育成を計画的に進めるために、ヤマハグループ全体に適用す
る人材教育に関するガイドラインを制定しています。このガイドラ
インに基づいて、グローバルに通用する人材の育成を軸に、能力向
上とキャリア開発を両輪とした教育・研修制度を整備し、目的や対
象に応じた人材育成プログラムを実施しています。
コロナ禍による制約を受ける中でも、動画を用いたe-ラーニングの
活用、オンライン会議ツールの特性を生かした対話中心の研修プ
ログラムなど、教育効果の高い研修が実施できています。

 主な教育・研修制度（日本国内）
• 階層別研修：キャリアステージに応じた個々のレベルアップ（新入
社員、管理職、部門長ほか）

• 選抜型研修：事業拠点のリーダー・管理職の育成
• スキル×パッション・マネジメント研修：状況対応型リーダーシッ
プスキルの習得

• ヤマハ高等技能学校、ヤマハ技術研修所：生産職場の監督者、核
となる人材の育成

• 役割機能強化研修：語学力や技術分野の強化を目的とした講座
• 育児休職サポート研修：休職（予定）者およびその上司を対象に
それぞれ実施し、スムーズな職場復帰とキャリア形成をサポート

• 海外・語学研修、TOEIC社内公開試験
• ヤマハビジネススクール：従業員の自発的な学習を支援する通信
教育

• セカンドライフ準備セミナー：60歳以降の生活と働き方に関する
情報提供

海外駐在者・海外出張者の安全確保

ヤマハグループでは、従業員の安全を第一に考え、海外駐在者や海
外出張者の事故・事件の未然防止と緊急事態発生時対応の両面か
らの対策を講じています。
外務省や民間セキュリティ会社、海外現地法人の駐在者や帰任者な
どから各国・地域の危険情報を収集・分析し、注意喚起や出張規制
の形で社内に展開しているほか、海外赴任者に対する赴任前研修と
同時に、帯同する家族を対象とした研修も別途実施しています。
また、初めての海外出張者などを対象とした海外出張オリエンテー
ションでは、海外安全のための基礎知識から緊急時の措置に至る
安全教育を行っています。

2022年3月期の研修実績

内容 対象者 実施回数 受講者数

海外赴任前研修
従業員 15回 44人

帯同家族 7回 32人

海外出張
オリエンテーション

初めての
海外出張者など 0回 0人

社外からの評価実績

 「健康経営銘柄」および「健康経営優良法人（ホワイト500）」の
認定

2022年3月、ヤマハ（株）は、東京証券取引所の上場会社の中から
「健康経営※4」に優れた企業を選定する健康経営銘柄」に初めて選
ばれました。これは、経済産業省と東京証券取引所が共同で、従業
員の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に「健康経営」を実践
する企業を選定するものとして2015年から開始されたものです。
また、経済産業省・日本健康会議が主催する「健康経営優良法人認
定制度」においても、当社と当社子会社の（株）ヤマハコーポレート
サービスが「健康経営優良法人（ホワイト500）」に選定されまし
た。今回の選定においては、社内診療所での定期健康診断（誕生月
健診）の実施やメンタルヘルス対策、喫煙対策による喫煙者率の大
幅低下など、当社グループが実践する従業員の健康管理に関する
取り組みが評価されました。
※4 従業員などの健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に実践すること

 社外からの評価
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技術者の育成・活躍推進

企業理念に掲げる「私たちは、音・音楽を原点に培った技術と感性
で、新たな感動と豊かな文化を世界の人々とともに創りつづけま
す」に基づいて、新たな価値創造につながるテクノロジーの探求と
技術者の育成・活躍促進に取り組んでいます。従来から、ヤマハグ
ループでは、コア技術であるDSP（デジタル信号処理）技術講座、ア
ナログ回路講座などにより商品開発を支える技術者育成に努めて
きました。2022年3月期には、生産技術講座として、木材塗装技術、
めっき、設備制御技術など合計7講座を商品開発部門の技術者向
けに新たに開講し、商品開発部門と製造部門の技術シナジーの強
化を図っています。

 主な技術者育成・活躍施策
• 各技術テーマの講座・アカデミー
• 組織横断の技術フォーラムなど技術者間の情報共有・交流の場
• 発明報奨制度

Technical Listening Training

音・音楽領域での事業展開にあたって、音の物理量を正しく理
解し他人に正確に伝えられる能力が重要です。ヤマハグループ
では技術者をはじめ音に関わる業務に携わる従業員に向け、九
州大学で約50年の実績がある教育課程「聴能形成」の技術移
転を受け「Technical Listening Training」として開講していま
す。音の物理量の変化と聴こえの印象の違いを系統立てて体験
し、聴いた音の特徴を物理量として正しく理解する能力の向上、
音に関する基礎知識の習得を図るもので、これまでにのべ
1,000名弱が受講しています。

2022年3月期の年間研修実績（ヤマハ（株））

研修 実績
年間総研修日数 768日
一人当たりの年間平均研修時間 38時間

成長と活躍の支援

ヤマハグループでは、従業員の意欲と専門性に寄り添った成果評
価と成長支援を行っています。
現状の仕事に対する適性や保有するスキル、キャリア志向を棚卸
し、本人と上司で対話する面談機会を年1回設けています。2022年
3月期には、本人と上司双方に、面談の進め方を示したサポート
キットやキャリア開発意欲を引き出し向上させるための情報を提
供しました。
加えて、ヤマハ（株）では若年層育成の一環として、入社2年目、4年
目、6年目の節目に、従業員本人と会社（人事部門スタッフ）が育成
目標に対する成長度合いやキャリアプランについて確認し、意見を
交わす面談を実施しています。社会人基礎力の醸成とともに、働き
がい向上や業務上の悩み・不安の解消にもつながるよう、会社とし
て全面的な支援を行っています。
また、これらの面談が適正な評価や効果的な成長支援につながる
よう、面談を行う管理職に対する評価者研修やOJT担当者を対象
者としたOJTトレーナー研修も実施しています。
キャリアの分断に繋がりやすい育児休職については、休職者本人
と会社の間での連絡・情報共有スキームを整えるとともに、本人お
よび上司双方への研修により、意識・スキル両面からのサポートに
よるスムーズな職場復帰を促しています。

マネジメント人材の育成

あらゆる人材に対し、能力開発およびキャリアアップの機会を公平
かつ差別なく提供することを基本に、事業活動の基幹となるマネジ
メント人材の育成に取り組んでいます。中でも次世代経営・中核人材
の創出については、中核となるポジションをグローバルで一元管理
し、後継者計画を推進するための仕組みづくりを進めています。
マネジメント人材の育成全般については、人材教育に関するガイド
ラインに基づいてグループ全体、グローバル規模で階層別研修を徹
底しています。ヤマハ（株）では階層別研修を通じてキャリアステージ
に応じた個々のレベルアップを図るとともに、2022年3月期は新たな
階層別研修として基幹部門長研修および部長職研修を立ち上げ、
経営の中核を担う幹部向け研修を強化しました。また、海外のロー
カル人材を含む選抜従業員を対象としてグローバル選抜研修YGMP

（Yamaha Global Management Plan）を実施し、グローバルでマ
ネジメントを担う人材を計画的に育成しています。2022年3月期は
YGMP第２期を開講、海外グループ企業のコアポジション人材を含
めすべてのプログラムをオンラインで実施しました。

ものづくりを支える人材の育成

ヤマハグループは、ものづくり領域の発展に資する人材創出に取り
組んでいます。
“Made in Yamaha”品質を維持・向上させるために各生産拠点の
機能・役割の明確化を図り、それぞれにおいてものづくりを支える
人材の育成を推進しています。高付加価値商品の生産拠点である
日本国内の各工場では、競争力のある製造技術開発を支える人材
育成、生産職場の中核人材育成（ヤマハ高等技能学校・ヤマハ技術
研修所）、楽器製造におけるコア技能の伝承（From to運動）に注力
しています。中国、インドネシア、マレーシア、インドの各工場におい
ては、日本から技術者・監督者を派遣し、日本で培われたものづく
りの基幹技術をベースに人材の育成を進めるとともに、製造拠点
共通の階層別研修により各工場の中核人材育成を行い、日本の工
場と同様の高品質な製造拠点としての基盤を強化しています。
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ISO 14001認証サイト

ヤマハ（株）国内拠点

拠点 取得年月 統合認証
掛川工場 1998年11月 2010年11月
豊岡工場 （ヤマハハイテックデザ
イン（株）含む） 2000年6月 2010年11月

本社地区 2001年2月 2010年11月

国内生産系グループ企業

拠点 取得年月 統合認証
ヤマハファインテック（株） 2001年3月 2010年11月
桜庭木材（株） 2002年9月 2010年11月

（株）ヤマハミュージックマニュ
ファクチュアリング 2014年8月 2014年8月

北見木材（株） 2014年8月 2014年8月

リゾート施設

拠点 取得年月 統合認証
（株）ヤマハリゾート 2001年11月 2011年8月

海外生産系グループ企業

拠点 取得年月
ヤマハ・エレクトロニクス・マニュファクチュアリ
ング・マレーシア 1998年12月

天津ヤマハ電子楽器 1999年12月
ヤマハ・ミュージカル・プロダクツ・インドネシア 2001年1月
ヤマハ・ミュージック・マニュファクチュアリング・
インドネシア 2001年12月

ヤマハ・インドネシア 2002年5月
ヤマハ・ミュージック・マニュファクチュアリング・
アジア 2002年7月

ヤマハ・エレクトロニクス・マニュファクチュアリ
ング・インドネシア 2003年1月

ヤマハ・エレクトロニクス（蘇州） 2004年3月
杭州ヤマハ楽器 2012年5月
蕭山ヤマハ楽器 2013年3月

環境
ヤマハグループは環境課題を経営の重要課題と捉え、「ヤマハグ
ループ環境方針」のもと、よりよい地球環境の実現に誠実かつ継続
的に貢献していきます。
気候変動や生物多様性、循環型社会づくりといった地球規模の共
通課題に、事業活動や製品・サービスを通じた取り組みを進めると
ともに、化学物質の排出削減や有害物質の漏えい防止、適正な木
材利用や森林保護、環境貢献活動などの環境保全活動も行ってい
ます。

環境マネジメント

環境方針

ヤマハグループは環境課題を経営の重要課題と捉え、「ヤマハグ
ループ環境方針」のもと、よりよい地球環境の実現に誠実かつ継続
的に貢献しています。
気候変動や生物多様性、循環型社会づくりといった地球規模の共
通課題に、事業活動や製品・サービスを通じた取り組みを進めると
ともに、化学物質の排出削減や有害物質の漏えい防止（水リスクに
関わる地上水、地下水および土壌などの汚染防止対策）、適正な木
材利用や生物多様性の保護に繋がる森林保護、環境貢献活動など
の環境保全活動を行っています。
なお、環境方針は環境担当役員である常務執行役が承認しており、
これらの環境課題は、中期経営計画や関連する部門のアクション
プランに組み込み、実行しています。

 ヤマハグループ環境方針

環境マネジメント体制

ヤマハグループは、ヤマハ（株）環境担当役員である常務執行役を
責任者とするグローバルな環境推進体制を構築しています。2021
年には、代表執行役社長を委員長とする「サステナビリティ委員
会」の下部組織として「気候変動部会」「資源循環部会」「調達部会」
を設置し、気候変動対応や木材調達を含むサステナビリティに関
する重要事項などについて議論を重ね、取締役会に報告していま
す。また、「グループ環境規程」のもと、国内では全事業所統合の、海
外では事業所ごとの環境マネジメントシステム（EMS）を構築して
います。このシステムは、事業所ごとに「環境目標」を決定し、その達

成に向けた重点施策や行動計画を策定して活動するものです。さ
らに「環境内部監査」で各事業所の活動状況や課題を確認し、継続
的な改善・強化へつなげています。ヤマハ（株）の環境部門は、環境
にかかわる法規制や社会動向の把握、グループ全体の方針やルー
ルの制定、モニタリングや監査、環境設備導入や各種測定の技術
的支援を行うなど、グループ全体の活動をリード、支援しています。

 サステナビリティ推進体制

 ISO 14001認証の取得
ヤマハグループは、環境マネジメントシステムの国際規格である
ISO 14001認証を取得しています。
2022年3月末時点で、認証取得範囲はヤマハ（株）および国内外グ
ループ企業22社（合計23社）※1であり、これはGHG排出量（スコー
プ1、2）でヤマハグループの90%超に相当します。この認証取得範
囲は、自らの環境負荷量・法規制などを鑑みて必要十分だとヤマハ
グループは認識しています。今後、環境影響の大きい事業拠点を設
立した際には順次認証範囲に加えていく予定です。
なお、2017年には、2015年9月に改訂された新規格に基づく国内
統合認証を取得しています。
※1 新たな生産拠点（YMIN、YMPA）については現時点では含んでいません

https://www.yamaha.com/ja/csr/guideline_environment_policy
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 家庭での環境啓発活動
労働組合と共同で、環境家計簿や、従業員が各々の家庭に合った
テーマで実行する「我が家のスマートライフ宣言」、子どものいる家
庭に向けた「ぬりえDe『MYエコ宣言』」、自宅での緑のエコカーテ
ンづくりなどの企画やツールを通じて、日常生活でのエコ活動を奨
励しています。2022年3月期の「我が家のスマートライフ宣言」に
は、延べ481人が宣言し、各家庭で取り組んだ省エネ活動など優れ
た活動が報告され、特に優秀な8件の活動を表彰しました。

「我が家のスマートライフ宣言」
活動報告書

「ぬりえDe 『MYエコ宣言』」で
応募されたぬり絵

従業員から寄せられた家庭での緑のエコカーテンの様子

環境経営推進のための取り組み

 インターナルカーボンプライシング制度
ヤマハグループでは、2022年4月よりインターナルカーボンプライ
シング（社内炭素税）制度を本格導入しました。今回導入した制度
は、CO2排出量に仮想的な価格を設定して金額換算し、この金額も
加味して投資判断を行うというもので、これにより、よりエネル
ギー効率のよい設備を選びやすくなったり、太陽光発電など再エ
ネ発電設備の投資が促進されることなどが期待されます。単価は、
当面の間CO2１トンあたり14,000円で設定しています。

 環境会計
ヤマハ（株）は、1999年度より環境施策の効果を定量的に評価する
ツールとして環境会計を導入し、現在、本社事業所、国内生産拠点、
リゾート施設、インドネシア・中国・マレーシアの海外生産拠点でも
実施しています。
環境会計データについては、環境データのページに掲載しています。

環境教育・啓発

ヤマハグループでは、従業員の環境に関する知識や技能のレベル
アップを目的として、さまざまな環境教育を実施しています。全従業
員対象の「一般教育」から生産現場の指導員候補者などに対する

「専門教育」、環境設備※2担当者向けの「環境設備教育訓練」など、年
間を通じて各事業所や業務のニーズに合わせて適時行っています。
※2 事故時に環境を汚染する可能性のある設備を指し、各事業所でリスト化され

管理されています

 実務担当者への専門教育
廃棄物管理者、廃水処理施設運転管理者、化学物質取扱者など、
専門知識を必要とする業務の従事者を対象に、個別カリキュラム
による教育を実施しています。特に環境影響の大きい業務について
は必要力量を定義しリスト化した上で教育ニーズを精査し、特別
教育を実施しています。また、中国・蕭山ヤマハの廃水処理担当者
に対して、日本での専門教育を実施するなど、ヤマハ（株）環境部門
のスタッフが海外工場の担当者教育をフォローしています。
このほか、化学物質管理や環境汚染物質の漏えいなどの事故防止
に関する教育を「ヤマハグループ化学物質使用基準」や「ヤマハグ
ループ環境設備基準」に基づいて実施するとともに、緊急事態対応
の実地訓練を行っています。

また、製品の企画・開発・設計者に対し、技術アカデミー「製品環境
コース」を設け、製品の環境対応に関する教育を実施しています。

 内部環境監査員の育成
環境マネジメントシステムの運用レベルアップを図るには、環境保
全の自主管理活動を実践する人材の育成が不可欠です。ヤマハグ
ループでは、毎年、外部機関講師を招いて「内部環境監査員養成セ
ミナー」を実施し、環境保全活動の総合的なレベルアップに努めて
います。
国内事業所ではこれまでに延べ1,199人が内部監査員資格を取得
しており、現有従業員のうち318人が資格を保有しています。これ
は当該事業所従業員の約6％に相当します。（2022年3月末現在）
また、当該年度に内部監査を担う監査員を対象に、さらなるスキル
アップを目的とした「内部環境監査員ブラッシュアップセミナー」も
開催しています。

 従業員の環境活動促進
ヤマハグループでは、従業員一人一人が環境意識を高め、日常生活
でもエコ活動に取り組むためのサポートや啓発活動に力を入れて
います。毎年6月の環境月間や環境の日に合わせ、環境への貢献・
啓発に関する取り組みを労使共催で継続しています。

 職場での環境啓発活動
夏場の薄着・冬場の厚着を励行し、無駄な空調負荷を削減するた
めのクールビズ/ウォームビズの実施、環境啓発ポスターの掲示な
どで、従業員へ環境に対する意識向上を促しています。加えて、静
岡県が取り組む温暖化防止のための県民運動「ふじのくに COOL 
チャレンジ（グルポ）」にも賛同し、社員食堂での食べ切り・環境イベ
ントへの参画などを推奨しています。

 気候変動の緩和および気候変動への適応

https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data
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まった場合の応急措置の手順や設備・備品を整えるとともに「緊急
事態対応訓練」を実施しています。

緊急事態対応訓練

汚染、有害物質への対応

ヤマハグループでは、事業所からの排出水によって水域および関連
生息地に悪い影響を与えないよう、常に排出水の監視を行うとと
もに、排出先の水域の水質や生物への影響についての調査も定期
的に実施しています。過去、塩素系有機溶剤による土壌および地下
水汚染が発生した2つのサイトについて浄化対策を実施してきまし
た。地下水についてはすでにヤマハ（株）豊岡工場で浄化を完了、ヤ
マハ（株）本社事業所についても基準値近くまで回復し、現在も継
続的に浄化を実施しています。土壌汚染については、両サイトとも
浄化を完了しています。

本社事業所の地下水浄化装置

汚染の防止

環境汚染防止の仕組み

ヤマハグループでは、事業活動における環境汚染を未然に防ぐた
め、2014年に環境設備の設置や管理・運用についてのグループ基準

「ヤマハグループ環境設備基準」を整備しました。拠点ごとに定め
たロードマップに沿って計画的に適合を進め、2024年3月期中に
全拠点での基準適合を完了する予定です。これにより「環境汚染事
故ゼロ」の継続を目指します。
2022年3月末現在、19拠点中17拠点で適合を完了しました。

 モニタリングと法規制対応
事業活動に伴う環境負荷の低減と法令順守を目的として、ヤマハ
グループでは、ヤマハ（株）環境部門と各事業所の管理部門が策定
した年度計画に沿って、環境測定担当部門が各事業所の排ガス、
排水、騒音、臭気などを定期的にモニタリングし、これらの管理状
況の確認と順守評価を実施しています。モニタリングにあたって
は、法令基準値よりも厳しい自主管理基準値を設定しており、基準
値の超過や異常が発見された場合は、速やかに応急処置を講ずる
とともに是正措置を展開しています。
また、法令などの改正にも迅速に対応できるよう、体制を整備して
います。最新情報をグループで収集し、ヤマハ（株）環境部門が情報
を集約・チェックし、グループとしての対応を各事業所に周知する
一方で、各事業所に管理部門・生産部門をメンバーとする「リスク
低減ワーキンググループ」を設置し、施策を講じています。近年、環
境法が頻繁に改正されている中国に関しては、順法体制を強化す
るため、現地法人と連携を密にするなど、国内外で取り組みを進め
ています。

環境測定

 環境監査
ヤマハグループでは、環境事故や法令違反の未然防止を目的に、
ISO 14001統合マネジメントシステムに基づく内部環境監査に加
え、「ヤマハグループ環境設備基準」に則したヤマハ（株）環境部門
による専門的知見からの環境監査を実施しています。監査スタッフ
はISO 14001に基づく内部環境監査員としての資格に加え、公害
防止管理者、作業環境測定士など環境保全に関わる公的資格を取
得しています。
各サイトの設備基準適合状況および環境リスクをグループ共通の
チェックシートで点数化し、対応すべき事項と優先順位を明確化す
ることで、効率的に改善を進め、さらなるリスク低減を図っています。
なお、監査の頻度はリスク度合いによって設定し、定期的に実施し
ています。2022年3月期は、6サイトの環境監査を実施しました。

環境部門の監査スタッフによる環境監査

 緊急事態への備え
災害や事故などの緊急事態への備えとして、事業所からの有害物
質や油分の漏えいによる環境汚染を未然に防ぐための仕組み整
備、訓練に取り組んでいます。グループ統一の評価基準によるリス
ク抽出を行い、その結果浮かび上がった各事業所の緊急事態につ
いて、改善や手順を整備しています。また、万一事故が起こってし



Yamaha Sustainability Report 2022 41

(株)ヤマハミュージックマニュファクチュアリングでは、ピアノの生
産工程で、部品の塗料を有機溶剤含有のものから水性塗料に切り
替えを進めています。水性塗料は作業環境の改善効果もあります。
また、ヤマハファインテック（株）では、型の内部で被膜を形成する

「型内塗装」工法を開発、自動車用内装部品に採用しています。従来
のスプレー塗装から型内塗装に切り替えることで、90％以上の塗
着効率※4を得ることができ、塗料使用量と有機溶剤の大気排出量
を削減するとともに、作業現場の換気稼動を大幅に削減、省エネル
ギーにも寄与しています。この工法によって2022年3月期は約
48.8tのスチレンを削減しました。
※4 塗着効率：塗料の使用量に対し、被膜として残留する割合

 オゾン層の保護
ヤマハグループでは、オゾン層保護のためにフロン類の使用量削
減に取り組み、特定フロン、代替フロンの使用を全廃しています。
1993年度に生産工程で使用する特定フロン（CFC類）を全廃した
後、金属材料の脱脂洗浄工程において特定フロンに比べてオゾン
層破壊係数が小さい代替フロン（HCFC類）を洗浄剤として使用し
ていましたが、地球温暖化への影響が大きいことから、2006年3月
期までに全廃しています。

環境関連の事故・訴訟について

2022年3月期において、環境にかかわる重大な法令違反や罰金、
科料、訴訟はありませんでした。また、外部に影響を及ぼす事故や
重大な苦情などもありませんでした。

また、国内全拠点において、高濃度PCBを含有するトランスやコン
デンサーなどの大型機器廃棄物の適正な処分や蛍光灯安定器類
などの小型高濃度PCB廃棄物の処分登録を完了したほか、低濃度
PCBを含有する機器についても豊岡、天竜、磐田、葛城、北見木材
の5拠点で処分を完了しています。（株）ヤマハミュージックマニュ
ファクチュアリング本社工場では、処理能力および耐震性向上を
目的に2018年に廃水処理設備を更新しました。この設備は従来の
2倍の廃水を処理することができ、震度6強～7の地震に耐えられ
るよう設計されています。

（株）ヤマハミュージックマニュファクチュアリング本社工場の廃水処理設備

化学物質の管理と排出削減

ヤマハグループでは、化学物質の使用による人や環境への悪影響を
最小化するために、「ヤマハグループ化学物質使用基準」に沿って、
PRTR※１法対象物質などの化学物質管理の徹底と生産工程や製品
からの排出削減に取り組んでいます。国内グループにおいては、使用
する化学物質含有材料の安全データシート（Safety Data Sheet/
SDS）※2をデータベースで一元管理し、危険有害性や環境への影響
の評価および必要に応じたリスク低減措置を行っています。
現在、ヤマハグループの生産工程から排出される化学物質は、製品
の塗装・接着時に発生するVOC※3（揮発性有機化合物）が中心で
す。VOCの排出量については常にモニタリングし、代替化や処理施
設導入による排出削減に努めています。（VOC排出量については、
環境データのページに掲載しています。）
また、中国の全工場でVOC処理施設の導入を完了し、排出量を約
90％削減しています。インドネシアのヤマハ・ミュージック・マニュ
ファクチュアリング・アジア（YMMA）でも、使用済みシンナーの再
利用に取り組み、排出量を約70％削減しています。
※1 PRTR：Pollutant Release and Transfer Register （環境汚染物質排出・移

動登録）の略。PRTR法は「特定化学物質の環境への排出量の把握などおよび
管理の改善の促進に関する法律」の略称

※2 労働安全衛生法，毒物劇物取締法，PRTR 法に基づく、化学物質や化学物質を
含む製品に関する危険有害性や取扱上の注意事項等を記載したシート

※3 VOC（揮発性有機化合物）：塗料や接着剤に希釈剤などとして含まれ、光化学
オキシダントや浮遊粒子状物質（SPM）の発生原因の一つと考えられている

天津ヤマハのVOC処理施設

杭州ヤマハのVOC処理施設

蕭山ヤマハのVOC処理施設 ヤマハ蘇州のVOC処理施設

 塗装工程における化学物質の排出削減
楽器や自動車用内装部品などに外観の美しさと耐久性を与える塗
装工程において、塗料の使用量や有機溶剤の排出を抑え環境への
影響を少なくする塗装法を研究、導入しています。これまでに静電
塗装、粉体塗装、フローコーター塗装などを自社製品に合わせて用
途開発し、生産に使用しています。

https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data/group_environment/
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含まれる化学物質の情報開示や使用規制が定められています。
ヤマハ（株）では、「製品に係る化学物質の含有規準」を定め、製品
の設計・開発にあたってこの規準に沿って含有化学物質を管理す
ることで、遵法性の確保と環境負荷の低減を図っています。これら
の規準は法規制の拡大・改定への対応や自主規準の付加などによ
り、随時改定しています。

 製品の含有化学物質管理システムの整備

製品の含有化学物質を管理するためには、製品に組み込む部品・
材料などに含まれる化学物質を把握・管理することが重要です。ヤ
マハグループでは、管理システムを構築し、調達先の協力のもとに
部品含有化学物質の調査と管理を進めています。
業界標準の含有化学物質情報伝達フォーマット※1を採用し、欧州
REACH規則における認可対象候補物質※2のように継続的に追加
されていく化学物質規制にも、柔軟に対応できる体制を整える一
方で、部品の含有化学物質管理について理解と協力を得るため、
調達先向けの説明会を実施しています。
※1 chemSHERPA（chemical information SHaring and Exchange under 

Reporting PArtnership in supply chain）と呼ばれる、JAMP（アーティクル
マネジメント推進協議会）が推奨する製品含有化学物質情報を伝達するため
の基本的な情報伝達シートを採用しており、部品メーカーなどが、材料、原料
メーカーからの含有化学物質の情報を使い、部品の含有化学物質情報を供給
先に伝達するために使用されます

※2 認可対象候補物質（SVHC）： REACH規則では、SVHCの性質を持つ認可対
象物質の候補に指定された物質が製品に一定以上含有する場合は情報提供
の義務などが生じ、管理が必要となります。SVHCはSubstances of Very 
High Concernの略で、発がん性物質などの高懸念物質を示します

 グリーン調達の推進
ヤマハグループでは、ヤマハグループグリーン調達方針を定め、資
源の採取から廃棄までの製品のライフサイクルにおいて環境負荷
の小さい資材を調達するグリーン調達活動に取り組んでいます。ま
た、取引先への要求事項をまとめた「グリーン調達基準書」を用い
て、納入物品の化学物質の使用・含有や管理状況の調査にご協力
いただいています。調達先から提供された含有物質のデータや化
学物質管理の取り組み状況をデータベースに取り込み、製品中の
化学物質の含有状況確認や環境規制などへの対応に役立ててい
ます。なお、同基準書は、グローバルな環境規制の変化に合わせて
適時見直しています。

 ヤマハグループグリーン調達方針

製品・サービスの環境配慮

環境配慮設計とグリーン調達

ヤマハグループは、材料調達から製造、輸送、使用、廃棄に至る製品
ライフサイクル全体を通して環境影響を評価するLCA（Life Cycle 
Assessment）などの手法を用いて、生産する多様な製品群それぞ
れの環境負荷の特徴を把握し、各製品の主要な環境負荷に対応し
た環境配慮設計に取り組んでいます。
また、製品に含まれる化学物質については、含有規準や管理システ
ムの整備、グリーン調達を実施しています。

 ヤマハグループ環境方針

 主な製品のLCA評価による特徴とその対策

※ 各ライフサイクルの段階における円の大きさは、相対的な環境負荷の大きさを
模式的に表しています

アコースティック楽器
特徴
• 使用時のエネルギー消費なし（電力など不
要）

• 長寿命（数十年使用されることも多い）
• 主材料の木材は再生可能資源であるが、違
法伐採による森林破壊や資源枯渇リスクが
ある

• 一般家電のような素材リサイクルインフラは
未整備

対策
• 森林破壊や資源枯渇に加担しない持続可能
な木材調達

• 保守サービスやリユースの仕組み拡充によ
る長寿命化

• 素材リサイクルの仕組み構築
アコースティック楽器
のライフサイクル

電子楽器
特徴
• 待機電力の不要な製品が大半で、エネル
ギー消費も一般家電などに比べれば少なめ

• 製品寿命は一般家電と同程度
• 金属は採掘・製錬など製造時の環境負荷が
大きく、プラスチックや含有化学物質は自然
環境中への残留による環境汚染のリスクが
ある

• 一般家電のような素材リサイクルインフラは
未整備

対策
• 環境負荷物質の削減・代替
• レトロフィッティングによる長寿命化
• バイオマスなど再生可能資源の活用
• 素材リサイクルの仕組み構築

AV機器、IT機器
特徴
• IT機器は常時稼動が多く、AV機器は待機電
力を要するものがあるため、使用時のエネル
ギー消費が比較的大きい

• 製品寿命は接続機器の仕様やバージョンに
左右される

• 金属は採掘・製錬など製造時の環境負荷が
大きく、プラスチックや含有化学物質は自然
環境中への残留による環境汚染のリスクが
ある

• 一般家電のような素材リサイクルインフラは
未整備

対策
• 省エネルギー設計
• 環境負荷物質の削減・代替
• バイオマスなど再生可能資源の活用
• 素材リサイクルの仕組み構築

 製品の含有化学物質の管理
流通・販売される製品に含まれる化学物質の中には、廃棄時に適切
な処理を必要とするものや、人の健康や環境への影響が懸念される
物質があります。このため、さまざまな国の法規制において、製品に

電子楽器のライフサイ
クル

AV機器、IT機器のラ
イフサイクル

https://www.yamaha.com/ja/csr/guideline_green_procurement
https://www.yamaha.com/ja/csr/guideline_environment_policy
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 木材デューディリジェンスの推進
木材を持続可能な形で利用し続けるには、森林保全や木材資源量
への配慮と、サプライチェーンが経済的にも持続可能であるよう、
雇用創出やインフラ整備といったコミュニティーの発展に資するこ
とが必要です。ヤマハグループでは、違法に伐採された木材を調達
してしまうことがないよう、デューディリジェンスの仕組みを構築
し、調達先への書類調査や訪問調査を通じて、伐採時合法性の厳
格な確認を進めています。また、環境面に加え、地域コミュニティー
の発展など社会・経済面でも持続可能な森林から産出される、認
証木材の利用拡大を進めています。
購入した木材については、全ての取引先を対象に、原産地や伐採の
合法性、資源の持続可能性に関する書類調査を実施し、その結果、
リスクが高いと判断された木材については、現地訪問を含む追加
調査および木材調達部門やサステナビリティ部門で構成する審査
会での審議を通じて、より厳格な合法性の確認を行っています。
2022年3月期に購入した木材については、99.4%（体積比率）が低
リスクであることを確認しました。この調査はサプライヤーの協力
のもと毎年行い、低リスク判定100%を目指していきます。また、認
証木材の採用も積極的に進めており、2022年3月期の認証木材採
用率は52%（2021年3月期実績は48%、いずれも体積比率）となり
ました。2019年4月に発表した中期経営計画の目標（2022年3月
期までに認証木材採用率50%）を達成しています。

認証木材採用率（％）

※ 各年3月末時点

ヤマハエコプロダクツ制度

ヤマハグループは、製品における環境配慮の基準を明確にし、ヤマ
ハ製品の環境配慮を推進していくため、2015年に「ヤマハエコプロ
ダクツ制度」をスタートしました。環境配慮の自社規準を満たし、ヤ
マハエコプロダクツと認定した製品に「ヤマハエコラベル」を表示
することで、お客さまに分かりやすい環境配慮情報を提供し、製品
選びの一助となることを目指しています。

 「ヤマハエコプロダクツ制度」の状況（2022年3月末時点）
2022年3月期は新たに14モデルを認定し、2022年3月末時点で従
来製品も含め累計468モデルを認定、うち新規開発の5モデルにエ
コラベルを表示しています。
認定品の売上比率は、2022年3月期において約18％に上っています。

【2022年3月期に認定された製品例】

完全ワイヤレスBluetooth®イヤホン『TW-E5B』

認定理由：省資源（プラスチック緩衝材廃止）
 持続可能な消費

 ヤマハエコプロダクツ制度

ヤマハエコラベル

環境負荷削減をサポートする製品

ヤマハグループの製品には、一般消費者向けだけでなく法人向けの
製品もあります。その中には、お客さまの事業活動において環境負荷
を低減したり、お客さまが生産する製品の使用時の環境負荷低減に
役立つ製品があります。 ヤマハグループは、こうした製品の開発と普
及促進を通じて、社会全体の環境負荷低減に貢献していきます。

 環境技術の応用

持続可能な資源の利用

木材資源への取り組み

ヤマハグループが生産しているピアノや弦打楽器、木管楽器などの
多くは、主に木材でつくられています。また、音響性能や機能性、デ
ザイン性、質感の良さなどから、電子楽器やスピーカー、防音室な
どにも木材を多く使用しています。
このように、事業活動において多種多様な木材を使用していること
を踏まえ、今後未来、貴重な木材資源を維持し持続的に活用してい
けるよう、ヤマハグループでは「ヤマハグループ木材調達方針」を定
めるとともに、「ヤマハサプライヤーCSR行動基準」で木材資源の伐
採および取引に際して調達先に順守を要請する事項を明確にして
います。これらの方針や行動基準のもと、ヤマハグループでは自然
環境や生物多様性に配慮した持続可能な木材調達の実現ととも
に、再生可能な優れた資源である木材を無駄なく最大限に生かす
ことを目指しています。

 ヤマハグループ木材調達方針
 ヤマハサプライヤーCSR行動基準

ヤマハグループが使用する木材資源の原産地比率
（2022年3月期）

木材購入量原産エリア別比率

※ ヤマハブランドではない製品およびOEM/ODM
製品を除く

体積の数値については、環境データのページに掲載しています。

https://www.yamaha.com/ja/csr/guideline_eco_products
https://www.yamaha.com/ja/csr/guideline_timber_procurement
https://www.yamaha.com/ja/csr/supplier_code_of_conduct
https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data


Yamaha Sustainability Report 2022 44

データと併せて、長期的なアカエゾマツ育成に向けた基礎研究に
活用しています。計測や調査の様子は、ヤマハ発動機 SDGsムー
ビー FIELD-BORN「Vol.2 奏でる森を育むために」にて取り上げ
られました。この他、大学や地域の木育への参加など、活動を継続
的に発信し、ピアノ響板に使用できる高品質なアカエゾマツの安定
供給を再び実現するとともに、「木の文化」を次世代に引き継ぐこと
を目指しています。

25年生のアカエゾマツ
（北見木材社有林）

中田社長と鈴木北海道知事との調印式

森林調査 ヤマハ発動機の無人ヘリ FAZER R

昨年に引き続き北見木材の従業員とその家族で行った植樹祭

 木材資源に対する製品の環境配慮
ヤマハグループでは、再生可能な優れた資源である木材を持続的
に活用していくために、森林や生態系を損なうことのないよう適正
に管理された認証木材や、計画的に植林された産業用途の木材を
積極的に導入しています。一方、楽器に適した希少樹種の優れた機
能を再現した代替素材の開発にも注力しています。

合法性審査会 訪問調査の様子

 原産地コミュニティーと連携した良質材の育成（「おとの森」活動）
楽器をはじめとする当社製品には多種多様な木材が使用されてい
ますが、近年資源量の減少や品質の低下から、それらの持続性が
懸念されています。ヤマハでは、高品質で楽器に適した木材を持続
的に調達するために、地域社会と一体となって循環型の森林づくり
を実現する活動を「おとの森」活動と名付け、行政や学術機関と連
携し国内外で展開しています。

 タンザニアでの取り組み（アフリカン・ブラックウッド）
ヤマハは2015年度から、木管楽器の重要な材料である「アフリカ
ン・ブラックウッド」について、原産地であるタンザニア連合共和国
で種の保全と安定調達の実現に向けて、その生態や資源量、森林
管理状況などの調査を開始しました。同種はIUCNレッドリストで
Near Threatened（準絶滅危惧）に分類されるなど、近年その資源
量が減少傾向にあると言われています。分布、生育、天然更新など
の生態や森林の管理状態を調査した結果、適切な森林管理により
持続的な資源保全が見込めることが分かりました。
2016年から2019年までは、国際協力機構（JICA）のBOPビジネス
連携事業として、同樹種を楽器素材として持続的に利用できるビジ
ネスモデルの実現に向け、森林保全と楽器生産、地域コミュニ
ティー開発を循環的に進めるバリューチェーンを構築し、早期のモ
デル実現に向けた課題解決を進めました。
2017年からは、将来に向けた資源育成を目的に、アフリカン・ブ
ラックウッドの定期的な植林活動を開始しました。現地NGOや地
域住民と協働し、苗木育成技術を地域に導入しながら活動範囲を
拡大し、苗木育成・植林活動を含めた森林管理活動の定着を進め
ています。
現在、3つのコミュニティーが活動に参画し、2022年3月期には約
4,500本の苗木を植栽、5年間で累計約12,000本（植栽地総面積
約6.5 ha）を植栽しました。これら植栽した苗木の成長状態を定期
観測し、良質材育成のための基礎研究を進めています。また、持続
可能な森林管理が行われている認証林からの木材の調達、材料の

利用効率向上のための要素技術開発など、現存資源の有効活用に
向けた取り組みも進めています。

生態調査

農村での苗木育成（写真：MCDI提供） 地域の小学生への環境教育
（写真：MCDI提供）

 北海道での取り組み（アカエゾマツ）
ピアノの響板を製造している北海道の北見木材（株）（以下、北見木
材）は、循環型の森林づくりとアカエゾマツ人工林材の需要拡大に
協力すべく、2016年にオホーツク総合振興局、北海道紋別郡遠軽
町との協定に調印しました（「オホーツク おとの森」設置に関する
協定）。
また、2021年にはヤマハ（株）が北海道との包括連携協定を締結
し、北海道全域へのおとの森活動の展開を進めています。北海道の
アカエゾマツはかつてヤマハのピアノ響板に使われていましたが、
近年の天然林材の減少により、ピアノ響板用の木材はそのほとん
どを輸入材に頼っている状況です。これらの協定では、道有林や町
有林、北見木材社有林などのアカエゾマツ人工林を対象として、適
切な管理や植樹などの森づくりの活動を研究から地域との協働イ
ベントまで幅広く協力して展開しています。
2021年10月には、昨年に引き続き遠軽町有林で2回目の植樹祭を
開催し、北見木材従業員とその家族ら約80名が参加して200本の
アカエゾマツ苗木を植えました。また、北見木材社有林にある15～
25年生のアカエゾマツ人工林では、ヤマハ発動機（株）（以下、ヤマ
ハ発動機）の森林計測技術を活用して産業用無人ヘリコプター

「FAZER R」によるレーザー計測を行いました。上空80mから取得
した社有林全土約35haのデータは、林内にて実測する樹木や環境
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水資源の保全

ヤマハグループでは、製品の洗浄工程や設備の冷却などで水資源を
使用しています。水リスクについてはグループ全体で実施する総合リ
スク評価に加え、全ての拠点について水リスク判定ツールやアン
ケート調査により「物理的な水ストレス」、「水の質」、「水資源に関す
る法規制リスク」、「レピュテーションリスク」を評価しています。
2020年3月期分よりグループ全体の取水量について第三者検証を
実施し、さらなる管理向上を実現しました。現在、水資源に乏しい
地域での大規模な生産活動はしておらず、取水による環境への大
きな影響はないと認識しています。また、水を大量に使用かつ取引
金額の多いサプライヤーに対し、取水量や水リスクの認識、被害事
例などの報告を求めるなどし、バリューチェーンでの水リスク把握
にも努めています。
一方、管楽器の製造工程である、めっきや洗浄工程では多量の水
を使用するため、1970年代前半から冷却水の循環利用や逆浸透膜

（RO膜）装置などによる工程廃水の再生利用、用水設備の漏えい
対策などに取り組んでいます。

取水量

※ 取水量…地下水のくみ上げ量、水道水・工業用水購入量の総計
※ GHG、取水量データの集計範囲はヤマハ（株）本社事業所および全世界の主要

生産工場、リゾート施設（ヤマハグループ全拠点の95％以上と推測）

 生物多様性の保全（水質保全）
 汚染の防止（モニタリングと法規制対応）

 第三者検証

取水量や水の再生利用に関するデータについては、環境データの
ページに掲載しています。

原材料の節減と持続可能化

 製品・梱包における省資源化
製品の小型・軽量化や複数製品の一体化、梱包材・緩衝材の縮小
化・削減など、さまざまな視点から製品の省資源化を進めるととも
に、省資源につながる製品の長寿命化、ピアノリニューアル事業な
どにも取り組んでいます。

 製品・サービスの環境配慮
 製品の長寿命化への取り組み

 ピアノリニューアル事業

 持続可能な原材料やリサイクル材の活用
希少木材に代わる素材の開発や、バイオマス由来樹脂など再生可
能な素材を製品に採用する取り組みの推進に加えて、リサイクルポ
リスチレン材料をスピーカーボックスの一部に利用するなど、リサ
イクルプラスチックの製品への採用も進めています。

 製品・サービスの環境配慮

 木材資源の有効活用
木材加工において、歩留まり向上によるロス削減を進めるととも
に、工程から出る木くずの再利用・再生利用を進めています。端材
の他部品への転用や、原材料・堆肥・燃料としての利用（売却もしく
は処分）のほか、国内ピアノ製造工場の木材加工工程から排出され
るおがくずを、牛の寝床となる敷料に活用していただくというユ
ニークな取り組みも行っています。

従来は廃棄していた端材を隅木（ギターボディ内部の補強材）に転用

 廃棄物の排出削減と再資源化
ヤマハグループは、工場や事業所から排出される廃棄物の削減と
再資源化を推進するため、回収・分別などのシステムを確立し、環
境マネジメントシステムの中で目標を設定して取り組んでいます。
2022年3月末現在、ヤマハグループ（国内）における再資源化率は
約99%です。

また、廃棄物の処理責任を確実に果たすために、廃棄物処理を委
託している業者について、現地確認を定期的に行い、廃棄物が適正
に処理されていることを確認しています。

廃棄物削減の取り組み事例
事業所 内容

豊岡工場

液状廃棄物の減圧濃縮装置を導入し、管楽器生産工程
からの廃酸・廃アルカリなどの排出量を約80%削減
研究開発部門から出る希少金属含有廃棄物を有価物処
理に切り替え、資源を有効活用
減圧濃縮装置に代わる液状廃棄物減容設備CDドライ
ヤーを導入し、廃酸・廃アルカリなど特別管理産業廃棄
物の排出量を約30%削減

掛川工場

廃水処理施設を増設し、ピアノ製造工程から出る接着剤
を含む廃水を社内で処理。廃棄物削減効果約90t／年
接着剤を含む廃水の処理能力を増強し、廃棄物削減効
果約270t／年
2021年より木材加工工程から排出されるおがくずを猫
砂として有効活用

北見木材（株） 液状廃棄物減容設備CDドライヤーを導入し、廃水汚泥
などの廃棄物排出量を約50%削減

蕭山
ヤマハ楽器

楽器の塗装ブースで用いる循環水を清浄に保ち、長持ち
させることで塗装工程廃棄物を削減。廃棄物削減効果約
120t／年

ヤマハファイン
テック（株）

設備不良や品質不良の改善によってカーパーツの不良
品を削減。工場全体での廃棄物排出量を16％削減する
とともに、生産性の向上によって省エネ・省資源も実現

CDドライヤー（豊岡工場） CDドライヤー（北見木材）

廃棄物関係のデータについては、環境データのページに掲載して
います。

 製品や容器包装の再資源化
EUのWEEE指令をはじめ、各国、地域における製品や容器包装な
どのリサイクル法令に対応するとともに、日本国内では使用済みエ
レクトーン製品の回収拠点を全国に整備し、回収・リサイクルを行
うなど資源の有効活用に努めています。

https://www.yamaha.com/ja/csr/external_assurance/
https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data/
https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data/
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ヤマハ・ミュージック・マニュファクチュアリング・アジア

電子楽器の製造を行っているヤマハ・ミュージック・マニュファク
チュアリング・アジアの廃水処理施設では、2019年にRO設備を導
入し、処理水を工程用水に再利用している他、チラーに噴霧し冷却
効果を高めることで年間約120,000kWhの節減を行っています。

RO設備

ヤマハ・ミュージカル・プロダクツ・アジア

2020年度に生産開始したヤマハ・ミュージカル・プロダクツ・アジ
アでは、工程水への再利用を考慮した最新の廃水処理施設を導入
しています。

廃水処理施設

 節減や再生利用の取り組み

蕭山ヤマハ楽器

管楽器、打楽器の製造を行っている中国の蕭山ヤマハ楽器では、純
水レベルまで再生する性能を備えた廃水処理施設を導入して以
来、廃水の約80％を工程用水として再利用しています。（浙江省電
気めっき企業汚染改善検収方案※1適合）
また、管楽器の銅管部品の熱処理に使用する焼鈍炉の冷却を、循
環水で供給可能な方式に変更し、年間約5,700トンの水を削減し
ています。
※1 電気めっき工場における環境保全のための浙江省の法律。電気めっき工程を

持つ企業に、環境保全体制や設備などに関する56項目の要件を課しており、
銅、ニッケルなどの金属については、一般の工場排水基準よりも厳しい基準が
設定されています

廃水処理施設 循環水で供給可能な冷却装置

ヤマハ・ミュージカル・プロダクツ・インドネシア

管楽器の製造を行っているヤマハ・ミュージカル・プロダクツ・イン
ドネシアでは、廃水の60%以上を再利用できる廃水処理施設を導
入しています。また、廃水処理プロセスの合理化によって、薬品使用
量の削減も図っています。
リコーダー生産工程では、洗浄水を循環再生利用できる設備を導
入し、年間約12,000トンの水を削減しました。2019年には他工程
にも展開し、さらに1,300トンの水を削減しています。

廃水処理施設

杭州ヤマハ

ピアノ、ギターの製造を行っている杭州ヤマハでは、厳格化する排
水基準に対応すべく、廃水を再利用可能なまでに浄化することが
可能な廃水処理設備を導入しています。同設備で処理した廃水を
冷却水などとして再利用することにより、年間約10,000トンの水
資源を節約しています。

廃水処理施設 廃水を冷却水などに再利用

ヤマハ・ミュージック・インディア

2019年に竣工したヤマハ・ミュージック・インディアでは、完全ク
ローズドの廃水処理設備を導入しています。工程から排出される廃
水は100％再利用され、工場外へ排出されることはありません。

廃水処理施設 工程廃水を100%再利用
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静岡県産CO2フリー電力
「静岡Greenでんき」ロゴ

再エネ100%電力の事業者に
静岡県から交付される

「再エネ100%ふじっぴー」ロゴ

スコープ1、2実績（ヤマハ（株）および全生産拠点）※7 ※8 ※9

※7 データの集計範囲はヤマハ（株）および全世界の主要生産工場、リゾート施設
です（ヤマハグループ全拠点の95％以上と推測されます）

※8 地域・電気事業者別排出係数を拠点別、年度別に細分化して計算し直したた
め、前回と数値が変わっています

※9 購入電力・蒸気による間接的な排出、自家発電および熱利用のための直接的
な二酸化炭素排出量と製造工程で使用され排出されるＧＨＧ量を合算してい
ます

スコープ3（2022年3月期）

気候変動の緩和および気候変動への適応

気候変動への対応

人間社会および地球のあらゆる生物の脅威となる急速な気候変動
を緩和し、脱炭素社会への移行に貢献することは、企業の責務であ
り重要な経営課題です。
ヤマハグループは、代表執行役社長を委員長とする「サステナビリ
ティ委員会」の下部組織として「気候変動部会」（部会長：常務執行
役）を設置し、国際的な協調により推進される温室効果ガス排出削
減に取り組むとともに、気候変動がもたらすあらゆる影響に備える
ため、リスクの特定と軽減策の策定を行い、事業戦略への組み込み
を進めています。
2019年6月に、科学的根拠に基づく削減のシナリオと整合した温
室効果ガス削減目標設定を推進するSBT※1イニシアチブに賛同、
中長期での削減目標を設定し、認定を受けました。2021年9月には
カーボンニュートラル実現に向けた国際社会の動向を踏まえ、ス
コープ1+スコープ2の削減目標を前回の32%削減から55%削減へ
と大幅に引き上げる、より意欲的な「1.5℃目標」で申請し、認定を
取得しました。また、2019年6月には気候関連財務情報開示タスク
フォース（TCFD）※2提言への賛同を表明し、気候変動の財務的影
響についての分析や情報開示の取り組みを開始しました。
今後、温室効果ガス削減や気候変動影響への対応を進める中で、
省エネ製品など気候変動を緩和し、脱炭素社会づくりを促進する
製品・サービスやビジネスモデルの創出を目指していきます。

※1 科学的根拠に基づいたパリ協定目標達成に向けての削減シナリオと整合した
温室効果ガスの削減目標であるScience Based Targetsの略称

※2 金融安定理事会（FSB）によって設立されたTask Force on Climate-related 
Financial Disclosuresの略称。気候変動がもたらす財務的影響を開示するこ
とで投資家に適切な投資判断を促すことを目的とした提言を公表

 持続可能な消費
 ヤマハエコプロダクツ制度

目標および施策・実績

 ヤマハグループの温室効果ガス削減目標（SBT認定）
• 2030年度までに温室効果ガスの排出量（スコープ1※3およびス
コープ2※4の合計）を2017年度比で55%削減（2050年度 実質
カーボンニュートラル）

• 2030年度までに温室効果ガスの排出量（スコープ3※5）2017年度
比で30％削減

※3 敷地内での燃料使用など、事業者自らによる温室効果ガスの直接的な排出
※4 他から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う温室効果ガスの間接的な排出
※5 スコープ1、スコープ2以外の、サプライチェーンなど間接的な活動に伴う排出

 温室効果ガス削減の主な施策
• 生産方法や設備配置の最適化、エネルギー効率の高い設備や
LED照明の導入、設備稼働時間や空調温度などエネルギー管理
の徹底などによる省エネ推進

• コージェネレーションシステムや太陽光発電設備の導入
• 温室効果ガス排出の少ない燃料への転換
• 購入電力の再生可能エネルギーへの切り替え
• ICP（インターナルカーボンプライシング）による高効率設備、再
生可能エネルギー関連設備の投資促進

• 物流における輸送効率向上やCO2低排出輸送モード（船、鉄道）
への切り替えなど

• 製品の省エネ化（スコープ3のうち排出量の大きなカテゴリー（製
品使用）の削減）

 これまでの取り組みと実績
ヤマハ（株）および国内生産系拠点では長年に渡りCO2排出量原単
位を毎年1％ずつ削減することを目標に、製造工程や事業所での省
エネを中心とした取り組みを進めてきました。再生可能エネルギー
導入も進め、本社事業所では2021年4月より購入電力を100％再
生可能エネルギー電力に切り替え、さらに同年9月からは静岡県内
の水力発電由来の電力である「静岡Greenでんき」に切り替えまし
た。海外生産拠点では拠点ごとに削減の数値目標を設定し、それ
ぞれ目標達成に向けて積極的に取り組んでいます。
削減の取り組みを進めるにあたり、温室効果ガスの排出量はGHG
プロトコル※6に基づいて管理しています。なお、2016年度よりスコー
プ1、2およびスコープ3の一部の第三者検証を実施しています。
※6 温室効果ガス（GHG：Greenhouse Gas）排出量の算定と報告の基準

 第三者検証

https://www.yamaha.com/ja/csr/guideline_eco_products
https://www.yamaha.com/ja/csr/external_assurance
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省エネなど環境活動の掲示板 従業員への環境教育

 リゾート施設での取り組み
（株）ヤマハリゾートは、運営するリゾート施設において、次のよう
なCO2排出削減活動に取り組んでいます。

ゴルフ場運営におけるCO2・燃料の削減（葛城ゴルフ倶楽部）：

• カートを給油式から電動式へ変更することにより年間8t以上の
CO2排出削減

• グリーンファン（芝生維持）や施設空調の調整により年間約
25MWhの節電

• 暖房に温水を利用した大型空調機の空冷式（省エネタイプ）に更
新。これによりボイラー燃料（重油）が約30％削減され、ボイラー
運転時間も1時間短縮
2022年3月期には、高効率ボイラー設備への更新を２台実施し、
EV車充電設備を4台導入しました。

ホテル運営におけるCO2の削減（葛城北の丸）：

• 高効率ボイラー設備への更新
2022年3月期には、客室エアコン（7室）を、冷媒転換に合わせて高
効率型に変更し、ホテルロビー空調機を高効率型へ更新しました。

照明のLED化（葛城ゴルフ倶楽部および葛城北の丸）：

• 照明器具のLED化を進めるとともに、トイレに人感センサーを設
置し、年間約49MWh節電

• クラブハウスのロビー照明と北の丸庭園の外灯を水銀ランプから
LEDへ転換し、年間約28MWh節電

 オフィスでの取り組み
節電のための主な施策

照明間引き（照度確認の上で実施）、LED照明導入、広告灯の消
灯、エレベーター運休、電気使用量実績の通知による従業員への
意識付けなど

 インドネシア植林活動によるCO2吸収
2005年から2016年にインドネシアにおいて実施した「ヤマハの
森」植林活動について、2017年、衛星写真による森林の育成状況
の確認と森林が吸収したCO2量の推計を実施しました。推計の結
果、2017年までに合計で約42,000tのCO2が吸収されたと見込ま
れており、その後も年間6000t超のCO2が吸収され続けていると予
想されます。

 生物多様性の保全
 環境データ

温室効果ガス排出削減

 ICP（インターナルカーボンプライシング）の導入
ヤマハグループでは、気候変動リスクに対処するため再生可能エネ
ルギー関連投資や高エネルギー効率機器の選択が必要と考えてお
り、社内で炭素の価格付けを行い、投資による効果に炭素発生量
の削減を付加して投資判断を行う仕組み「インターナルカーボンプ
ライシング（ICP）」を採用しています。2022年4月時点では14,000
円/tCO2で運用しています。

 生産工場での取り組み

弦打楽器工場での省エネ活動

（株）ヤマハミュージックマニュファクチュアリング（飯田工場）は、
省エネ推進委員会を設置してCO2排出削減に取り組んでいます。コ
ンプレッサーの圧力の適正化、ブースの間仕切り、電力モニターの
設置、事務所への通風を促す網戸の設置、設備の集約や合理的配
置による省スペース化を進め、エネルギー効率を改善しています。
さらに、工場の屋根に遮熱塗料を塗布し空調効率を改善させる取
り組みも行っています。

ピアノ工場での省エネ活動

（株）ヤマハミュージックマニュファクチュアリング（掛川工場）で
は、継続的に各種省エネ施策を実施しています。具体的な活動とし
ては、不要照明の撤去、蛍光灯のLED化、コンプレッサーのイン
バーター化、配電用トランスや空調機の更新、空調制御改善などで
す。2020年度にはコンプレッサーの統合制御を行い、無負荷時に
効率の良い運転が可能となったことでさらなる省エネが実現でき
ました。これらの活動により、2015年3月期から2022年3月期の8
年間累計で、CO2排出約500t-CO2、電力使用約840MWhの削減

効果を上げています。さらに、コージェネレーションシステムの稼
働により、CO2排出が年間約2,900トン削減（原油換算で年間
420kL削減）されています。

掛川工場のコジェネレーション設備

夏場のピーク電力カット

ヤマハファインテック（株）では、夏場のピーク電力カットのため、エ
アコンの稼働調整や工場屋根への散水を実施しています。加えて
2015年3月期からは、7月～9月の3カ月間、空調負荷の高い自動車
用内装部品の塗装工程の一部で、始業を2時間早めて朝6時からと
する「サマータイム」制を運用しています。これらの活動により、電力
ピークの時間が14時頃から11時頃にシフトし、午後の暑い時間帯
のピーク電力を約310kW削減するとともに、7月～9月の3カ月間
で約20万kWhの節電効果を得ることができました。さらに、作業
改善で設備稼働時間を短くすることや、職場レイアウトの見直しに
よる空調削減、冬場の蒸気使用見直しなどによる節電の取り組み
を進めています。

中国工場での省エネ活動

中国の杭州ヤマハ楽器有限公司では、生産の増加に伴うエネル
ギー使用の増加を抑制するために、技術的な改善や日常管理レベ
ルの向上など、さまざまな省エネ策を講じています。それらの省エ
ネ策など、環境への取り組みが評価され、2011年末に中国の清潔
生産促進法に基づく「クリーン生産認証」を杭州市から取得しまし
た。その後も継続して、次のようなエネルギー使用量削減策を実施
しています。
• 集塵機の適正な運転管理
• 給水稼働時間の短縮、照明の適正配置・点灯時間の削減
• 集塵機の稼働を自動制御するシステム、配電盤にデジタル電気
メーターを設置し電気使用量の管理強化、夜間の設備待機電力
ロスを削減

• 電灯のLED化を順次実施

https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data/group_environment
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部材・材料の輸送梱包材標準化による省資源・CO2排出量削減

ヤマハグループでは、輸送時のコンテナサイズに合わせ、梱包サイ
ズを小型化することで、コンテナ1本に積み込める製品数を増やし
て輸送効率を向上させています。例えば電子ピアノＰシリーズにお
いて梱包サイズを17%小型化し、コンテナ積載率を12.5%向上さ
せました。これにより、40フィートハイキューブコンテナ換算で、年
間269本を削減し、CO2排出量を年間26t削減しました。

標準化前の梱包箱のコンテナ（左）と積載状況標準梱包箱のコンテナ積載状況（右）

照明のLED化

ヤマハ（株）本社事業所では、事務所照明のLED化を進め、2014年3
月期～2022年3月期の9年間累計で蛍光灯や水銀灯約1,400本の
交換により、年間約61MWhの節電効果が出ました。豊岡工場では
外灯のLED化で年間約44MWhの削減効果、さらに屋内の蛍光灯
については、2017年3月期～2022年3月期の6年間累計で約5,100
本をLED化し、年間約70MWhの削減効果を出しています。今後も
各工場・事業所内で計画的にLED化を進めていく予定です。

「クールビズ／ウォームビズ運動」の実施

夏期（5～10月） … ノーネクタイなどの軽装を推奨し、冷房温度を
28℃以上に設定

冬期（11～3月） … 着衣の工夫などによって、暖房器具に頼りすぎ
ず暖房温度を20℃以下に設定

クールビズ／ウォームビズ 社内啓発用ポスター

 物流での取り組み
物流における省エネ・CO2排出量削減

輸送効率向上やリードタイム短縮などの施策と合わせて、省エネお
よびCO2排出量削減を推進しています。トラックやコンテナの充填率
向上や倉庫配置・輸送ルート見直しによる輸送距離の短縮、CO2低
排出輸送モード（船、鉄道）への切り替え検討のほか、輸送梱包仕様
の見直し、他社との共同輸送、廃製品の現地処分化など、さまざまな
取り組みの中でCO2排出量の削減につながる施策を進めています。
2022年3月期におけるヤマハグループの国内総輸送量（国内販社
などの輸送も含む）は、前年度比310万トンキロ（t×km）減の
1,633万トンキロ（t×km）、CO2排出量についても前年度比466t-
CO2減の2,527t-CO2となりました。
また、物流におけるCO2排出量削減には輸送事業者の協力が不可
欠であり、運送委託先への環境配慮協力の要請やアンケート調査
への環境項目の盛り込みなどを通じて、輸送事業者の皆さまと連
携した体制づくりに努めています。

 ヤマハグループ環境データ

 ピアノフレーム輸送での省資源・CO2排出量削減
日本から海外工場へピアノフレームを輸送する際、従来は使い捨て
の鉄製梱包ラックを用いていましたが、複数回利用できるリターナ
ブルのピアノフレーム用梱包ラックを導入することで、省資源化を
図っています。また、加えて輸送距離の短縮や積載効率の向上など
も進めたことにより、鉄製ラックの廃棄に伴うCO2排出量を年間
100t削減、鉄資源消費も年間1,600t削減できました。今後も、ピア
ノフレーム以外の部品を含めて輸送距離の短縮や使い捨て梱包材
料の削減を検討していきます。

リターナブル物流のフロー図

グランドピアノフレーム用リターナブル
ラック

折りたたみ状態のラック（返送時）

https://www.yamaha.com/ja/csr/csr_data/group_environment
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TCFDへの対応

人間社会および地球のあらゆる生物の脅威となる急速な気候変動
を緩和し、脱炭素社会への移行に貢献することは、企業の責務であ
り重要な経営課題だと捉えています。
ヤマハグループは2019年にTCFD（気候関連財務情報開示タスク
フォース）への賛同を表明しました。TCFDの提言に基づき、気候変
動が事業にもたらすリスクや機会を分析し、経営戦略に反映させる
とともに、その財務的な影響についての情報開示に努めていきます。

 ヤマハの取り組み
ガバナンス

気候変動対応を含むサステナビリティに関する重要事項は、2021
年1月に発足した代表執行役社長の諮問機関であるサステナビリ
ティ委員会（委員長：代表執行役社長/2022年3月期は10回開催）
にて議論した上で、取締役会にて議論・検討することにより、取締
役会の監督が適切に行われる体制を整備しています。
気候変動に関わるリスクと機会への対応は同委員会の下部組織で
ある気候変動部会（部会長：常務執行役）で審議され、サステナビリ
ティ委員会に報告されます。
2022年3月期には、中長期的な企業価値に影響を及ぼす経営の重
要課題（マテリアリティ）の見直しを行い、改めて「気候変動への対
応」をマテリアリティとして特定しました。2022年4月にスタートし
た中期経営計画「Make Waves 2.0」では、基本方針に「サステナビ
リティを価値の源泉に」を掲げ、気候変動への対応を重点テーマと
して位置づけています。

戦略

当社は、ヤマハグループ全体に及ぶ影響を確認するため、全事業を
対象に国際エネルギー機関（IEA）による移行面で影響が顕在化する

「1.5~2℃シナリオ※1」と、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）に
よる物理面で影響が顕在化する「4℃シナリオ※2」を用いてシナリオ
分析を行い、短期・中期・長期※3のリスクと機会を抽出しました。
※1 1.5℃シナリオ：NZE（IEA World Energy Outlook 2021）、2℃未満シナリ

オ：SDS（IEA World Energy Outlook 2021）
※2 4℃シナリオ：RCP8.5（IPCC第5次評価報告書）
※3 短期：現在-数年後/中期：2030年/長期：2050年に影響が強く表れる

主な気候変動リスク及び機会と対応

移行リスク 主な短期リスク：「脱炭素化により木材伐採事業の撤退が進み、木材が調達しにくくなるリスク」が挙げられます。
当社グループは森林資源の持続可能性の観点から、安定的な供給が望める認証木材使用率を高めてきており、2022年3月末
時点で52%に達しています。また、特定の産地の木材が入手困難になった場合でも社内に木材専門の技術部門および調達部
門を保持しており、速やかに代替材への移行を実現するノウハウを有しています。

主な中期リスク：脱炭素社会の実現に向けさまざまな施策が展開されていく中、カーボンプライシングによるエネルギー価格
の高騰や追加コストの発生が予想されます。
これに対し、当社グループは温室効果ガスの削減目標をこれまでのSBT2℃水準からSBT1.5℃水準へ引き上げました（2021
年9月、1.5℃水準で再認定）。
目標達成に向けて、全社的な省エネルギー活動の推進、再生可能エネルギーの導入、製品の省エネルギー化、物流の効率化、
サプライヤーとのエンゲージメント強化などに取り組んでおり、低炭素化のための設備投資を促すICP（インターナルカーボ
ンプライシング）や、新社屋における低炭素施策の導入など、さまざまな取り組みを進めています。
より意欲的な目標を掲げて排出削減を進めることは、さまざまな移行リスクを回避することにつながっており、今後も取り組
みを強化していきます。

物理的リスク 主な長期リスク：温暖化の進行とともに、調達している木材の生育適域が変化していく可能性があり、それにより特定楽器の
製造が困難になることが挙げられます。当社グループが調達する木材から主な樹種を選定し、学術論文をもとに調査した結
果、数樹種については温度上昇に伴って生育適域が減少するという可能性が見受けられました。これらの樹種で調達が困難
となり原料価格の高騰などが生じた場合、事業リスクとなります。これらの樹種については今後特に生育状況などを注視し、
影響が見受けられた場合は、早急に代替材への切り替えなどを行う準備を整えていきます。
木材を持続可能な形で利用し続けるため、当社グループでは、違法に伐採された木材を調達してしまうことがないよう、伐採
時合法性の厳格な確認を進めています。さらに気候変動による温暖化が進むことで、入手が困難になると見込まれている希
少木材（楽器の原材料）については、「おとの森活動（原産地コミュニティーと連携した良質材の育成）」など多面的な活動を
実施することで、事業のレジリエンスを継続的に高めていきます。
洪水などのリスクについては、ヤマハの主要なグローバル拠点および主要物流拠点、サプライヤーにて、2050年4℃シナリオ

（100年に一度）を想定した場合の洪水リスク（河川氾濫・沿岸氾濫）ならびに浸水時対策の有効性を調査し、その結果大きな
被害は想定されませんでした。
2020年3月期には全てのグローバル拠点においてBCPの策定が完了し、拠点ごとに想定される台風や洪水など自然災害に
対して、排水設備を設置するなどの事前対策を実施しています。
世界的に多雨や台風などによる水害が相次いでいることから、浸水リスクが比較的大きい拠点については移動や統廃合を検
討しており、サプライチェーン全体の水害リスクを事業継続計画に盛り込んで非常時に適切な対応ができる準備を整えてい
ます。

機会 主な中期機会：「気候変動対策を理由とする移動控えにより、製品需要が増加する機会」などが挙げられます。需要の伸長が
期待される製品はコミュニケーション機器、通信機器などです。また、脱炭素化の進展により、EVなどの普及が進むことで、軽
量・高音質を実現する当社オーディオ技術への顧客からの支持拡大や車内音響空間をトータルにプロデュースする新たな事
業ドメインの獲得などが期待されます。

主な長期機会：「気温上昇などによる野外活動の制限により、製品需要が増加する機会」などが挙げられます。需要の伸長が
期待される製品は楽器全般のほか、コミュニケーション機器、通信機器などです。また、楽器に適した木材の生育適域減少に
備えて、既存材を超える特性を持つ代替材を開発することで、新たな価値を提供し、事業機会を拡大することが見込めます。
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リスク管理

代表執行役社長の諮問機関としてリスクマネジメント委員会を設
置し、リスクマネジメントにかかわるテーマについて全社的な立場
から審議し、代表執行役社長に答申しています。
リスクマネジメント委員会では、気候変動を含む事業に関連するさ
まざまなリスクについて、想定される損害規模と発生頻度に応じて
評価・識別しています。また、各リスクに対するコントロールレベル
を評価し、優先的に対処すべき重要リスクを特定するとともに担当
部門を定め、リスク管理レベルの引き上げを図っています。
特に自然災害に起因する物理的リスクへの対応に関しては、同委
員会の下部組織としてBCP・災害対策部会を設置し、BCP策定を
はじめとする事業継続マネジメントを実行しています。
取締役会は執行役からの報告等により、リスクマネジメントの仕組
みの有効性や推進状況を確認・監督しています。

指標と目標

サプライチェーンを含めたグループ全体のCO2削減を横断的に管
理するため、温室効果ガスの総排出量（Scope1、Scope2、
Scope3）をGHGプロトコルのスタンダードに基づき算出して指標
とし、第三者検証を実施しています。
2031年3月期までに2018年3月期比でスコープ1+2を55%削減

（SBT1.5℃水準）、スコープ3を30％削減する中期目標を策定し、
Scope1+2 については2051年3月期までにカーボンニュートラル
を達成するという長期目標を設定しています。

 Scope1，2，3排出量

また、森林資源および生物多様性の保全のため、2022年3月期ま
でに認証木材使用率50%を目標に取り組みを進め、2022年3月時
点で52％と目標を達成しました。今後は使用する木材の持続可能
性をより広範に管理するための自社基準を策定し、2025年3月期
に、同基準に適合した「持続可能性に配慮した木材」の使用率を
75%にすることを目標に活動を継続します。

シナリオ分析結果

カテゴリー 影響
段階 リスク/機会 根拠およびヤマハへの影響と対応 事業への影響

（潜在的）

移行
リスク・機会
(1.5℃上昇
を想定)

調達 短期
リスク

脱炭素化により
木 材 伐 採 事 業
の撤退が進み、
木材が調達しに
くくなるリスク

• ネットゼロを目指す企業の増加により、森林由来の炭素クレジットの需要増が見込ま
れ、森林保有者の木材事業からの撤退事例が生じている。すでに一部産地における木
材事業撤退の影響を受けているが、異なる産地の木材に代替することでリスクを回避
している。

• 当社の木材調達先で伐採事業からの撤退が拡大した場合、製品製造に必要な木材が
調達しにくくなるリスクがあるが、社内に木材技術及び調達の専門部門があり、代替材
の開発や調達先の変更など速やかな対応を行っている。

• また、木質原材料の調達にあたっては、森林が持続するよう管理された”認証材”に切
り替える施策を実行している。

− −

直接
操業

中期
リスク

カーボンプライ
シングの導入や
増額等により、
追加コストが発
生するリスク

• 2030年の炭素価格はIEA 2050ネットゼロシナリオ（NZE）では、日本130米ドル/
t-CO2（約1.5万円/t-CO2）、中国90米ドル/t-CO2（約1万円/t-CO2）、インドネシア15米ド
ル/t-CO2（約1700円/t-CO2）と予測されており、2030年にはこれらのカーボンプライシ
ング影響により成り行き値で16億円程度のコスト増となるが、1.5℃シナリオに対応し
たGHG削減目標を達成することで、6億円程度に抑制できると見込んでいる。（1米ドル
115円で計算）

• 目標達成のためICP（インターナルカーボンプライシング）を14,000円/CO2tに設定し、
低炭素設備投資の促進や生産部門のエネルギー効率向上、再生可能エネルギー導
入を進めている。

− −

再生可能エネル
ギ ー 調 達 量 の
増加により、追
加コストが発生
するリスク

• 大幅な排出削減を実現するためには再生可能エネルギー調達が重要となると認識。
• ヤマハのスコープ1・2排出量の多くは電力に由来。排出削減を進めるためには更なる

再生可能エネルギー調達が必要と見込んでいる。（2022年3月期の購入電力料金は
30億円程度）

• 省エネルギー、再生可能エネルギー自家発電、再生可能エネルギー調達にて炭素排出
量を削減していく。

−

製品
需要

中期
機会

気 候 変 動 対 策
を理由とする移
動控えにより、
製 品 需 要 が 増
加する機会

• 気候変動対策を理由に移動（飛行機の利用など）を控える動きが見え始めており、 今
後こうした傾向が継続・拡大していく可能性がある。

• このようなアウトドアからインドアへの生活様式の変化は、ヤマハのコミュニケー ショ
ン機器（スピーカーフォン、ルーターなど）製品の需要増につながると考えられ、 機会と
なり得ると認識。

• 脱炭素化により自動車の電動化が進むことが想定される。IEAのネットゼロシナリオ
（NZE）では、EV比率（販売ベース）を2030年64%、2050年100%と見込んでいる。電気

自動車の普及が加速されることにより、より軽量で、かつ高音質なオーディオ性能を実
現する技術を保有する当社は顧客からの強い支持が得られる。さらにオーディオにと
どまらず車内音響空間をトータルにプロデュースする新たな事業ドメインを獲得でき
る可能性がある。

• 気候変動対策として廃棄物削減・資源有効活用への動きが加速する中、原材料のリ
デュース、再生材・再生可能素材の利用、アップグレードや高耐久化による長期使用の促
進、梱包材の脱プラ化などを実現する技術開発や、製品のサービス化などビジネスモデ
ルの変革により、業界の方向性に関して主導的な役割を果たすブランドとなり得る。

＋ ＋
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物理的
リスク・機会
(4℃上昇
を想定)

調達 長期
リスク

調 達 木 材 の 適
域変化により、
調 達 木 材 の 入
手が困難となる
リスク

• 温暖化の進行とともに、調達している木材の生育適域が変化していく可能性がある。
• 当社の調達木材から希少性や代替の難しさなどに鑑みて主な樹種を選定し、学術
論文をもとに調査した結果、数樹種について適域が減少するという可能性が見受
けられた。これらの樹種で調達が困難となり原料価格が高騰するリスクがある。

• 楽器適材を生み出すサステナブルな森を地域社会と一体となり実現する活動「お
との森」活動の展開などを通じて、良質な木質原材料の長期にわたる安定的な調
達を目指している。

− −

直接
操業

大雨・洪水によ
り自社拠点（工
場など）が影響
を受け、操業停
止・逸失利益が
発生するリスク

• 温暖化の進行とともに、大雨・洪水などの被害が増加することが想定される。自社
拠点（工場など）が洪水被害を受け、操業停止となった場合には逸失利益が発生す
る可能性がある。

• ただし2050年4℃シナリオを想定した場合、床上浸水1mを超える洪水被害により
事業影響を受けると見込まれる拠点はヤマハグループ主要拠点、物流拠点、主要
サプライヤー（合計で約100箇所）には存在しないことを自社調査で確認済。

−

製品
需要

長期
機会

気温上昇を理由
とする夏季の外
出控えにより、
製 品 需 要 が 増
加する機会

• 夏場の気温上昇（熱中症など）を理由に外出を控える傾向が見え始めており、今後
こうした傾向が継続・拡大していく可能性がある。

• このようなアウトドアからインドアへの生活様式の変化は、ヤマハのコミュニケー
ション機器（2022年3月期のICT機器売上収益145億円）やギターをはじめとする
楽器全般（2022年3月期の楽器事業売上収益2762億円）の需要増につながると
考えられ、機会となり得る。

• 楽器に適した木材の生育適域減少に備えて、既存材を超える特性を持つ代替材
を開発することで新たな価値を提供し、音楽文化の発展と事業機会の拡大を実現
することが見込める。

＋ ＋

(注)想定度×事業影響の大きさから一定以上のものを掲載

木材生育適域の基準年に対する変化予測（％）

社外からの評価

 気候変動に関するCDP調査において最高評価となる「Aリスト」
企業に選定

ヤマハは、気候変動などの環境分野の課題に取り組む国際的な環
境非営利団体CDPより、気候変動対策の取り組みとその情報開示
に関して世界的に優秀な企業として評価され、「2021年度気候変
動Aリスト企業」に初めて選定されました。
2022年3月期のCDP気候変動調査は、世界
中の主要企業約13,000社を対象に実施さ
れました。対象企業は、AからD-までの8段
階のスコアで評価され、最高評価として名
誉ある「Aリスト」には、全世界で200社、う
ち日本企業は55社が選定されました。

 CDP2021 サプライヤー・エンゲージメント・リーダーに選定
ヤマハグループは、CDPが行っている「サプライヤー・エンゲージメン
ト評価」において、最高評価の「リーダー」に2年連続で選定されまし
た。
2017年に開始されたこの評価は、企業のサプライチェーン全体に
おける気候変動・GHG排出量削減の取り組みに関してCDPが実施
するものです。約23,000社の国内外の企業を対象
として調査・評価を行い、全世界で518社（うち国内
105社）が、「サプライヤー・エンゲージメント・リー
ダー」に選定されました。当社グループは、原材料
調達から生産・流通・使用・廃棄・リサイクルに至る
製品・サービスのライフサイクル全体を通じて
GHG排出量の削減に努めており、今回その取り組
みが高く評価された結果となりました。

 社外からの評価
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生物多様性の保全

木材使用企業としての責任

ヤマハグループは、アコースティック楽器や各種製品の原材料とし
て木材を使用するなど、こうした天然資源およびそれらを生み出す
生態系に支えられて事業活動を行っています。ヤマハグループサス
テナビリティ方針および環境方針に、森林や生物多様性の保護、保
全に取り組むことを定め、それらに基づいた適切な事業活動、適正
な木材活用や環境保全活動を推進しています。

 ヤマハグループサステナビリティ方針
 ヤマハグループ環境方針

 持続可能な資源の利用

環境・生物多様性保全の取り組み

 化学物質の対策
化学物質による環境や生態系への影響を抑止するため、管理の強
化および使用量削減、漏えい対策に取り組んでいます。

 汚染の防止

 水質保全
工場からの排水が公共水域や土壌、地下水を汚染しないよう、処
理施設の整備およびモニタリング、監査を行っています。

 汚染の防止

 工場排水の生態系影響評価（豊岡工場）
ヤマハ（株）豊岡工場構内にある（株）ヤマハミュージックマニュ
ファクチュアリングでは、管楽器の生産を行っています。その生産
工程から出た化学物質を含む排水は、無毒化処理して河川に放流
しています。そこで、定期的に工場排水の生態系影響評価を実施。
工場排水の影響を、生物応答を利用した「WET手法※」を用いて評
価し、生態系への影響がほとんどないことを確認しています。
※ WET手法：Whole Effluent Toxicity （全排水毒性試験）。希釈した排水の中

で、藻類・ミジンコ類・魚類の水生生物の生存、成長、生殖に与える影響を測定
し、工場・事業場からの排水全体が生態系に対して有毒かどうかを評価する排
水管理手法

 森林・自然環境の保全
インドネシア「ヤマハの森」活動

ヤマハ（株）とインドネシア現地法人6社は、2005年から2016年ま
で（第1期/第2期）インドネシアで、植林を通じて地域社会へ貢献し
ていく「ヤマハの森」活動を実施してきました。地域特性に合った天
然林の再生、生態系の回復を目的として、学術的調査に基づいて
選定した樹種の植栽を行いました。
2018年3月期、「ヤマハの森」第1期と第2期の両方のエリアにおい
て、衛星写真による森林の育成状況の確認と森林が吸収したCO2

量の推計を実施したところ、合わせて約42,000tのCO2が吸収され
たと見込まれています。

インドネシア「ヤマハの森」活動実績

第1期（2006年3月期～2010年3月期） 第2期（2011年3月期～2015年3月期）
主催 ヤマハ（株）および関連現地法人6社

ヤマハ発動機（株）および関連現地法人2社 ヤマハ（株）および関連現地法人6社

協力 （公財）オイスカ （独）国際協力機構（JICA）、現地国立公園管理事務所、国立クニンガン大学林学部
場所 インドネシア　西ジャワ州スカブミ県 インドネシア　西ジャワ州クニンガン県チレメイ山国立公園内
期間 2005年12月から2010年3月 2010年12月から2015年3月（植林活動）

2015年4月から2017年3月（メンテナンス）
森林消失
の主因 乱伐 森林火災

植林目的 生物多様性の回復、水源涵養、土壌浸食防
止、CO2吸収固定 生物多様性の回復、水源涵養、土壌浸食防止、CO2吸収固定

面積 126.7ha 50ha
本数 115,110本 52,870本
樹種 マホガニー、チーク、センゴン、ユーカリ、メリ

ナ、メランティなど21種
植生調査に基づく在来種（バユール、クラアサム、サラム、ミモザアカシア、タラップな
ど）46種

活動内容 • 植林および管理
• 植林セレモニー（延べ9,180人参加）
• 環境教育活動（農民グループや学校での育
苗活動ほか）

• 教育支援（机・椅子などの支援）
• 地域支援（共同水場の建設など）

• 植林および管理（JICAの「生態系保全のための荒廃地回復プロジェクト」に参画）
• 植林セレモニー（延べ1,300人参加）
• 小学生への環境教育
※2017年3月期にチレメイ山国立公園に移管。現地行政、関係者による管理のもと永続的に保全

CO2吸収量
2017年度推計

30,929t（12年間） 11,542t（7年間）

https://www.yamaha.com/ja/csr/guideline_environment_policy
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生育状況の確認観察

なお、この活動に対し、「しずおか未来の森サポーター」事務局であ
る静岡県くらし・環境部環境局環境ふれあい課より、認定ラベル

（smileラベル）が付与されています。これは本活動が、労力による
貢献（smile1）、資金による貢献（smile2）、地域との連携

（smile3）の全てを満たしていることが認められたものです。

Smile1：労力による貢献 Smile2：資金による貢献 Smile3：地域との連携

左：植林開始時（2011年）と、右：順調に育った木 （々2017年）

植林エリア衛星写真（左：2009年、右：2017年／調査：国際航業株式会社）

 遠州灘海岸林の再生支援活動
ヤマハ（株）は、2007年に静岡県および浜松市と「しずおか未来の
森サポーター」協定を締結し、浜松市の市有地である遠州灘海岸
林の再生支援活動に取り組んでいます。これは、松くい虫被害の深
刻な海岸林に、継続的に苗木を植える活動で、毎年植林した樹木
は順調に育っています。
2021年10月、一般の方無参加で環境スタッフによる植栽を行いま
した。

植樹実績

時期 本数 樹種
第1回　
2007年 115本 ウバメガシ、ヤブツバキ、ヤマモモ

第2回　
2008年 180本 ウバメガシ、ヤブツバキ、ヤマモモ、モチノキ

第3回　
2009年 150本 ヤブツバキ、ウバメガシ、モチノキ、クスノキ、

シャリンバイ、エノキ、トベラ
第4回　
2010年 155本 エノキ、クスノキ、モチノキ、ウバメガシ、カク

レミノ、シャリンバイ
第5回　
2011年 160本 ヤマモモ、クロガネモチ、トベラ、カクレミノ、

イボタノキ
第6回　
2012年 200本 ヤブニッケイ、クロガネモチ、ヒメユズリハ、

マサキ、イボタノキ
2013年は防潮堤建設工事のため中止

第7回　
2014年 300本 ヤマモモ、ウバメガシ、エノキ、シロダモ、クロ

マツ
第8回　
2015年 480本 ウバメガシ、マサキ、シャリンバイ、トベラ、ク

ロマツ
第9回　
2016年 245本 ウバメガシ、マサキ、クロマツ

第10回　
2017年 330本 抵抗性クロマツ

第11回　
2018年 300本 抵抗性クロマツ

第12回　
2019年 300本 抵抗性クロマツ

2020年は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い中止
（植栽した樹木の生育状態の観察を実施）
第13回　
2021年 150本 抵抗性クロマツ

累計 3,065本

第13回の植樹の様子
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環境技術の応用

環境負荷削減をサポートする製品
製品・サービス 環境側面の特長・効果 外観

電子回路基板検査機
『マイクロプローバー』
（ヤマハファインテック（株）製品）

検査対象製品の歩留まり向上
による廃棄物の削減、省資源化

ヘリウム漏れ検査機
『ヘリウムリークテスター』
（ヤマハファインテック（株）製品）

自動車の環境規制対応、運転
時の環境負荷低減

水素漏れ検査機
『水素リークディテクター』
（ヤマハファインテック（株）製品）

次世代エネルギーとして期待
される水素の普及

木材資源に配慮した製品

天然林の保護

製品・サービス 概要 外観

エレキギター『RGX-A2』 天然木に代えて植林材を使用

希少樹種木材の代替

製品・サービス 概要 外観

ガラス強化繊維プラスチック
『アクースタロン™』

マリンバの音板における希少
木材の代替

黒檀調天然木 ピアノ黒鍵における黒檀の代替

カーボン弓 フェルナンブコ材など希少木
材の代替

化学物質の使用抑制（A.R.E.※による木材改質）

製品・サービス 概要 外観

アコースティックバイオリン
『YVN500S』、アコースティック
ギター『L』シリーズなど

ボディ材をA.R.E.処理するこ
とで化学薬品を使用すること
なく音響特性を改質

ヤマハ銀座ビル内ヤマハホール ステージ床材をA.R.E.処理す
ることで化学薬品を使用する
ことなく音響特性を改質

※ A.R.E.： Acoustic Resonance Enhancement
木材の経年変化と同様の変化を短時間に促進することで音響特性を改質するヤマハ独自開発の技術。温度、湿度、気圧を高精
度にコントロールする専用の装置で処理することで、新しい木材をまるで長年使い込まれた楽器のような深みのある音が出る木
材へと変化させます。従来の木材改質技術は化学薬品を用いた化学処理的改質方法によるものが多かったのに対し、A.R.E.は、
その処理過程で薬剤などを一切使用しない、環境面への負荷が低い技術です

 ヤマハエコプロダクツ制度

https://www.yamahafinetech.co.jp/products/micro_prober/
https://www.yamahafinetech.co.jp/products/micro_prober/
https://www.yamahafinetech.co.jp/products/he_leaktester/
https://www.yamahafinetech.co.jp/products/he_leaktester/
https://www.yamahafinetech.co.jp/products/h_leakdetector/
https://www.yamahafinetech.co.jp/products/h_leakdetector/
https://jp.yamaha.com/products/musical-instruments/guitars-basses/el-guitars/rgxa2/?mode=model
https://jp.yamaha.com/products/musical-instruments/strings/ac-violins/artida/yvn500s_02/?mode=model
https://jp.yamaha.com/products/musical-instruments/strings/ac-violins/artida/yvn500s_02/?mode=model
https://jp.yamaha.com/products/musical-instruments/strings/ac-violins/artida/yvn500s_02/?mode=model
https://www.yamahaginza.com/hall/
https://www.yamaha.com/ja/csr/guideline_eco_products/


Yamaha Sustainability Report 2022 56

責任ある政治的関与

基本的な考え方

政治や政策への関与について、ヤマハグループでは、ステークホル
ダーのみならず、社会全体の利益となる政策の策定・推進に向け
て、誠実に向き合っていきたいと考えています。
その認識のもと、コンプライアンス行動規準の中で、行政や政治家
などとの関係について規定し、適切な関係を維持しています。

7-1　政府・地方自治体・公的機関との取引 
7-2　公務員等への贈答・接待の禁止 

7-3　政治献金 
7-4　関係官庁への対応 

政治献金について

ヤマハグループは、政党や政治家に対して中立な立場をとり、公職
選挙法、政治資金規正法、その他の政治関係の法令を順守し、法律
によって禁じられている政治家個人への献金や、特定の政治団体・
政党への法律で許容された範囲を超える金額の寄付などを禁止し
ています。
また、ヤマハ（株）内では、50万円以上の｢政治献金｣については社
長決裁および総務、経営管理、法務部門への合議と内部監査担当
執行役の確認が義務付けられているほか、グループ企業に対して
も、政治献金に関わらず、政府関係者や公的機関に属す者に対する
支払いに関しては、各国の政治資金規正法令の制限を守らせると
ともに、ヤマハ（株）と同様の内容を義務付けています。
さらに、毎年4月には内部監査担当執行役による｢政治献金関係に
おける監査｣を実施し、グループ全体でこれらが適切に守られてい
るかどうか監査しています。

 7-3　政治献金 

公正な事業慣行
ヤマハグループは市場経済社会の健全な発展のため、法令、社会
規範の順守による公正な事業慣行を徹底しています。

「コンプライアンス行動規準」に基づいて、独占禁止法の遵守、不当
な比較広告等の禁止などによる公正な競争、取引先ほか関係機関
との不明朗な関係の排除による公正な関係の構築・維持、知的財
産などの適正な管理を図っています。また、これらの順守を従業員
に徹底するために、社内教育を実施しています。
さらに、グループ内はもとより、原材料や部品のサプライチェーン
を通じたサステナビリティ推進を図るため、サプライヤーに向けて
人権尊重、労働・安全衛生、公正取引などに関する方針をお伝えす
るとともに、順守の協力を要請するなど、取引先と連携したサステ
ナビリティ調達の取り組みを進めています。

腐敗防止

基本的な考え方

ヤマハグループは、腐敗行為は健全な経済活動を阻害し、持続可
能な社会に悪影響を及ぼすとの認識のもと、「腐敗防止」を原則に
定める国連グローバル・コンパクトに賛同しています。取引先や政
府・地方自治体・公的機関との不明朗な関係を排除し、公正な取引
をすることをコンプライアンス行動規準に定め、腐敗防止に取り組
んでいます。

 国連グローバル・コンパクトの支持 
 コンプライアンス行動規準 

 5-4 不明朗な関係の排除（贈答・接待などのあり方） 
 7-1 政府・地方自治体・公的機関との取引 

 7-2 公務員等への贈答・接待の禁止 
 8-5 外国公務員への贈賄禁止 

腐敗防止を徹底するための取り組み

事業活動において、各国・地域の行政機関との交渉や協働機会が
あります。教育機関や公的施設に向けた事業の展開、工場建設や
操業に関する許認可取得では贈賄などのリスクが懸念され、腐敗
認識指数※や製造・販売拠点としての重要度にも鑑みた対策が必
要だと認識しています。ヤマハグループでは、これらのリスクをはじ
めあらゆる腐敗行為を防ぐため、コンプライアンス行動規準に基づ

いたルールの整備・運用の徹底、腐敗防止のための施策・教育・啓
発を行っています。ヤマハ（株）法務部門は、海外のグループ企業31
社および国内のグループ企業13社の事業における腐敗リスクが想
定されるケースを各社にヒアリングして分析し、各社に対し注意喚
起を継続しています。また、グループ内の取り組み状況をモニタリ
ングし、取締役への報告を行っています。
※ トランスペアレンシー・インターナショナル（国際透明性機構）が公開する国家

の腐敗度合いランク

 ルールの整備・運用の徹底
事業活動における贈答・接待について各部門でルールを定め、運用
することにより遵法性を維持しています。公務員への贈賄リスクの
高い地域に所在する海外グループ企業では、接待贈答に際し相手
や内容を明らかにすることの重要性を認識しており、事前申請や支
出の記録により公務員への贈賄行為を防いでいます。
また、ヤマハ（株）法務部門は、グループ全体に適用される腐敗防止
のために取り組むべきコンプライアンスプログラムを定めたルー
ルの制定を進めています。

 7-2 公務員等への贈答・接待の禁止 
 8-5 外国公務員への贈賄禁止 

 腐敗防止のための施策・教育・啓発
贈賄など不公正な取引を防止するために、さまざまな施策を実施
しています。自社による行為はもとより、取引先が自社のために行
う贈賄リスクを考慮して、取引先に対し契約書などで贈賄の禁止を
義務付けたり、取引先から誓約を取得するといった措置を講じる
グループ企業もあります。また「ヤマハサプライヤーCSR行動基準」
によりサプライヤーに対しても腐敗行為の禁止を定めています。
ヤマハ（株）法務部門では、腐敗防止に関する国際規範や法規制に
ついてグループ内への周知・注意喚起を行うとともに、グループ企
業から贈賄に係る相談の窓口を設け、腐敗リスク対策をサポートし
ています。

 腐敗行為に関する指摘などの状況
2022年3月期、ヤマハグループ内で腐敗行為に関する法令違反や
行政処分はありませんでした。また、取引先またはその従業員を名
乗る方から内部通報窓口への、ヤマハにおける贈賄を指摘する通
報はありませんでした。

 コンプライアンス相談・通報窓口の運用 

https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#7-1
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#7-2
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#7-3
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#7-4
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#7-3
https://www.yamaha.com/ja/csr/global_compact
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#5-4
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#7-1
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#7-2
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#8-5
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#7-2
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#8-5
https://www.yamaha.com/ja/csr/governance/compliance/#05
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 サプライヤーに対するサステナビリティ要請
サプライヤーとの取引契約書にヤマハサプライヤーCSR行動基準
の順守を明記するとともに、サプライヤーに対して定期的に自己点
検を要請しています。

 ヤマハサプライヤーCSR行動基準 

サプライヤーへのサステナビリティに関する要請事項※1

区分 要請事項

労働・人権 強制労働の禁止
児童労働の禁止
適切な労働時間
適切な賃金と給付
非人道的な扱いの禁止
差別の禁止
労働者の権利の確保（結社の自由や団体交渉
権など）
紛争鉱物への対応

労働安全 職務上の安全確保
事故の未然防止と緊急時への備え
労働災害と疾病の予防
身体的負荷、疾病への配慮
機械装置の安全対策
施設の安全衛生の確保

環境保全 環境許可証などの順守
省資源と省エネルギー
排水の管理
大気への排出の管理
廃棄物の適正処分
化学物質の管理
製品含有物質の管理
生物多様性の保全

倫理 汚職・賄賂などの禁止
反競争的行為の禁止
情報の開示
製品情報の適切な提供
不正行為の予防と早期発見
知的財産権の保護
個人情報の保護

※1 上記に加え、木材サプライヤーに向けては、持続可能な木材資源の調達を要請

公正な競争

基本的な考え方

ヤマハグループは、不当な競争制限行為や不公正な取引を行わず、
市場経済社会の健全な発展の基本である「公正な競争」を徹底し
ます。また、取引先をともに歩むパートナーであると考え、公正な取
引の徹底による信頼関係の維持に努めています。コンプライアンス
行動規準においては、取引先との公正な関係に対する規定と市場
競争における企業の行動に対する規定をそれぞれ明記し、グルー
プ内に周知徹底を図っています。

 5．取引先との関係 
 6．競争相手との関係 

公正な競争・取引のための仕組み・施策

 競争法の遵守
ヤマハグループは、「公正な競争」を徹底するため、グループ企業が
競争法遵守のために取り組むべきコンプライアンスプログラムを
定めたルールを制定し、国内・海外グループ企業において、カルテ
ル、入札談合、価格拘束などの違法行為を防止するための競争法
研修を実施しています。
当該ルールに基づき、2022年3月期は、海外のグループ企業19社

（販売子会社、事業子会社）および国内のグループ企業10社（ヤマハ
（株）、販社子会社、事業子会社）で競争法研修を実施しました（国
内受講者数計：2,242名）。

 下請法の遵守
ヤマハグループ（国内）では、会計システム上で下請事業者との取
引を把握し、支払い遅延を未然に防止できる仕組みを運用してい
ます。また、社内通達や購買部門担当者の会議などを通じて、下請
法に関する行政からの通達や運用基準を社内に通知し、順守すべ
き事項の把握と周知徹底に努めています。

公正な競争に関する違反の状況

2022年３月期において、ヤマハグループ内で、反競争行為、競争法違
反、独占禁止法違反により法的措置を受けた事例はありませんでし
た。また、国内については、公正取引委員会や中小企業庁からの書面
調査に協力しており、法令違反による命令・勧告は受けていません。

バリューチェーンにおける社会的責任の推進

取り組みおよび推進体制

ヤマハグループは、製品・サービスの開発、原材料調達、製造、販売、
リサイクルなどバリューチェーン全体でのサステナビリティ推進に
努めています。2021年に設置したサステナビリティ委員会（委員
長：代表執行役社長）に、調達や人権に関する専門部会（部会長：執
行役）を置き、サプライチェーンにおける環境や人権などのサステ
ナビリティ課題に対応するための社内体制の整備、施策や目標、実
行計画の策定、関連部門と連携した推進活動、モニタリングを行っ
ています。

 バリューチェーンとサステナビリティ課題 
 サステナビリティマネジメント 

サプライチェーンにおけるサステナビリティ推進

ヤマハ製品は主に、日本、中国、インドネシア、マレーシア、インドに
拠点を構えるヤマハのグループ企業で製造、組み立てされていま
す。これら生産拠点であるグループ企業に対し、コーポレート部門
の専門スタッフが、グループ規程や基準に基づいて労務、安全衛
生、環境管理の状況をモニターし、仕組み構築支援や改善アドバイ
スを行っています。また、これらのグループ企業が原材料や部品を
調達するにあたっては、調達に関するヤマハグループの各方針に従
います。「ヤマハグループ購買方針」に定める基準に沿って調達先を
選定するとともに、労働や人権、環境などサステナビリティについ
て定めた「ヤマハサプライヤーCSR行動基準」への順守を調達先に
要請しています。また、同基準に沿った点検を取引開始時および定
期的に実施し、必要に応じて是正や取引の見直しを行っています。
なお、ヤマハ（株）は電子情報技術産業協会（JEITA）の会員として、
CSR委員会や同委員会内の苦情処理メカニズムワーキンググルー
プに参加し、業界連携でのCSR調達推進活動に努めています。

 調達に関するヤマハの方針
 ヤマハグループ購買方針 
 ヤマハサプライヤーCSR行動基準 
 ヤマハグループ木材調達方針 
 グリーン調達基準書 
 紛争鉱物への対応 

https://www.yamaha.com/ja/csr/supplier_code_of_conduct
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#05
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#06
https://www.yamaha.com/ja/csr/guideline_procurement
https://www.yamaha.com/ja/csr/supplier_code_of_conduct
https://www.yamaha.com/ja/csr/guideline_timber_procurement
https://www.yamaha.com/ja/csr/guideline_green_procurement
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コミュニケーションの実施状況

2020年度から新型コロナウィルス感染拡大の影響により、一部実
施の見送りや、郵送による書面決議などの代替手段にて執り行っ
ています。
年次総会：調達・物流・設備の各部門における協力会 各1回 計3回
生産・販売動向報告会：調達部門の協力会 年1回
安全衛生点検パトロール：2022年3月期は2事業所の構内工事現
場にて実施
廃棄物処理委託業者：2022年3月期は27社への訪問、現地確認を
実施

廃棄物処理委託先への現地確認の様子

 パートナーシップ構築宣言
ヤマハ（株）は、経団連会長、日商会頭、連合会長および関係大臣

（内閣府、経産省、厚労省、農水省、国交省）をメンバーとする「未来
を拓くパートナーシップ構築推進会議」の趣旨に賛同し、サプライ
チェーン全体での付加価値向上を目指し取引先との共存共栄関係
の構築に取り組むことを表明する「パートナーシップ構築宣言」を
2021年1月に公表しました。

 パートナーシップ構築宣言（2021年1月1日登録）

 「ホワイト物流」推進運動
ヤマハ（株）は、国土交通省・経済産業省・農林水産省が提唱する

「ホワイト物流」推進運動の趣旨に賛同し、生産性の高い物流と働
き方改革の実現に向け、取引先や物流事業者等の関係者との相互
理解と協力のもとで物流の改善に取り組むことを方針とした「持続
可能な物流の実現に向けた自主行動宣言」を提出しました。

 持続可能な物流の実現に向けた自主行動宣言（2019年9月20日最終更新）

ヤマハサプライヤーCSR行動基準 ヤマハサプライヤーCSR自己点検表

 サプライヤーの点検実施状況
2020年3月期に取引先3,748社※2に対する一斉点検を行い、
3,694社から点検結果の報告を受けました（回収率98.6%）。点検
結果より管理の仕組みが不足している11社に対し是正を要請し、
うち9社の改善状況を書面で確認しました。残り2社は取引中止を
予定しています。報告のなかった54社のうち38社は、RBAなどのサ
ステナビリティ規範への準拠や認証取得の状況から低リスクと判
断しました。9社とは取引中止を予定し、残り7社へは引き続き行動
基準の順守を求めるとともに、調達の方針や計画策定の際に今後
の取引について検討、判断していきます。次回一斉点検は2023年3
月期に予定しており、実施に向けて点検項目の拡充と評価基準の
見直しを行いました。
2022年3月期は、取引開始の検討に際し138社に自己点検を実施
いただきました。
※2 同一サプライヤーに対し、複数生産現地法人から実施している可能性がある

ため、延べ数としています

 調達担当者への教育
グループ内の調達担当者に対し、下請法や契約に関する法律、貿易
や調達物品に関する諸規制など公正な取引のための教育を行って
います。加えて、サプライヤーのCSR行動基準の順守状況を点検す
る担当者に向けては、責任ある調達に関する教育を行っています。
また、木材の合法性確認など持続可能な木材調達についての説明
会を毎年行っており、2022年3月期は日本、中国、インドネシアの3
地域で実施しました。

責任ある原材料調達

天然資源など各種原材料の調達においては、環境や社会に与える
影響に配慮し、責任ある調達を行うことが大切です。ヤマハグループ
では、楽器をはじめとする製品の原材料として重要な「木材」の持続
可能な調達や、グリーン調達などのテーマに取り組んでいます。

 持続可能な木材調達 
 グリーン調達活動 

 紛争鉱物への対応
コンゴ民主共和国および隣接諸国で採掘されるスズ、タンタル、タ
ングステン、金などの鉱物資源が、暴力行為や略奪などの非人道的
行為による人権侵害を引き起こしている武装勢力の資金源となっ
ている可能性が懸念されており、これらの鉱物資源は「紛争鉱物」
と呼ばれています。ヤマハグループは、人権侵害や環境破壊に加担
しない鉱物調達を目指し、紛争鉱物の不使用に向けた取り組みを
進めています。顧客らの調査要請に応えるとともに、「ヤマハサプラ
イヤーCSR行動基準」において、サプライヤーに対して、紛争鉱物
の不使用に向けた取り組みを求めています。

取引先とのコミュニケーション

ヤマハグループでは、取引先や委託先とのコミュニケーションを推
進しています。日本国内では、原材料・部品・設備などの調達先、物
流業務・工事などの委託先に対し、経営や生産・販売動向に関する
情報共有、労働安全や環境保全などの協力を行うほか、懇親活動
を通じて意見交換などしやすい雰囲気の醸成に努めています。取
引先と連携したサステナビリティ推進に向けて、国内の調達取引先
の研修会にてSDGsテーマの講話を行い、SDGsの概要や人権への
取り組みを含む当社グループの活動について紹介しています。ま
た、日本国内生産拠点の廃棄物処理委託先について、法令順守や
CSR面での確認や訪問による現地確認を行っています。なお、国内
生産拠点を置く静岡県の産業廃棄物協会に排出事業者として加盟
し、廃棄物処理に関する情報交換や、施設見学会などのイベント協
力を通じたコミュニケーションを図っています。

https://www.biz-partnership.jp/declaration/913-05-24-shizuoka.pdf
https://white-logistics-movement.jp/wp-content/themes/white-logistics/docs/declarations/00508.pdf
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の法規制や社会情勢に対応して随時改訂しています。現在は、日本
において2018年末と2019年初に施行された改正著作権法に合わ
せた改訂版を2019年4月から配布しています。

著作権確認テスト（Web実施） 著作権に関する
社内教育ツール

 ブランド
ブランドは、創業より築き上げてきた大切な資産であり、お客さま
や社会に対する責任の証です。ヤマハグループは、ヤマハブランド
に関する管理規程や全社的な管理組織であるブランド戦略委員会
のもと、表示ルールなどの整備を進め、適正な使用によるブランド
価値の維持・向上を図っています。また、ヤマハブランドについてほ
ぼ全世界で商標権を取得しているほか、商品・サービス、技術など
のサブブランドについても、適正に事前調査および権利取得を図っ
ています。

 模倣対策
ヤマハグループは、世界各地で拡大基調にある模倣品や知的財産
の不正使用への対策を継続することで、消費者の経済的不利益排
除と安全確保を図り、ヤマハブランドへの信頼を維持することを目
指しています。特に中国において、訴訟提起や行政処分の申し立て
をはじめ、近年はインターネットやソーシャルメディアによる模倣
品販売への対策にも力を入れています。

財産権の尊重（知的財産の保護）

基本的な考え方

ヤマハグループは、自社・他者すべての知的財産が正当に保護・利
用されることにより、技術革新や文化芸術の創造が促され、健全な
社会の発展につながると考えています。この考えのもと、企業理念

「感動を・ともに・創る」および経営ビジョン「なくてはならない個性
輝く企業になる」の達成に向け、知的財産権を積極的に取得・活用
することで自社の事業を保護すると同時に、他者の知的財産権を
尊重する風土・体制づくりに努めています。

知的財産の保護への取り組み

事業活動の中で生まれる新しい技術アイデア、デザインや商品・
サービス名などの重要な知的財産について積極的に権利を取得
し、保護および活用を図っています。また、他者の知的財産権を尊
重することを基本とし、「コンプライアンス行動規準」にも知的財産
権の保護を定め、順守しています。新製品開発時や知的財産権取
得における事前調査にあたっては、AIを活用したツールなどを導
入し、精度向上による権利侵害の回避に努めています。
また、職務上発生した創作に関する権利（特許や意匠など）につい
ての取扱規定および報奨制度などを整備するほか、自社および他
者の保有する知的財産を適正に利用するための従業員教育も行っ
ています。入社時の教育に加え、開発部門やマーケティング部門な
どへの配属や異動にあわせ、知的財産の管理全般や特許・著作権
などの関連テーマに関する研修を実施するなど、従業員教育を強
化しています。

 6-3 知的財産権の尊重 

 特許
特許情報などの分析結果に基づいて中長期の事業を見据えた特許
戦略を策定し、新しい価値の創造を支援するとともに、それらの価値
を保護するための強い特許網構築を目指しています。各事業におい
ては、他社との差別化、事業の優位性の獲得を主眼に特許を活用す
るとともに、第三者へのライセンス活動も適宜行っています。
さらに、国内外の保有権利全件について、毎年、現在の活用状況、
将来の活用可能性などを含めた評価を行い、ヤマハならではの製
品の開発や競争優位性の構築に資する知的財産を峻別、整理して
います。こうした保有権利の件数や内容の適正化を進めることで、
知的財産の合理的な活用を図っています。
2022年3月末におけるヤマハグループの特許および実用新案の合
計保有件数は、国内で2,298件、海外では、米国、欧州、中国を中心
に2,793件の合計5,091件です。

 意匠
ヤマハグループでは、デザインを製品差別化の重要な要素の一つ
と捉え、意匠権を中心とした知的財産権による適切な保護・活用に
努めています。特に、模倣品被害の多発する国・地域においては、意
匠権の取得と権利行使を強化しています。また最近では、デザイン
もブランディングの重要な一要素として位置づけ、それに沿った意
匠出願戦略を進めています。
2022年3月末におけるヤマハグループの意匠保有件数は、国内で
491件、海外で1,085件の合計1,576件です。

 著作権
ヤマハグループは、特許・意匠・商標の産業財産権に加え、音・音楽
の分野を中心に多数の著作物を創作しています。特に、音楽関係の
著作権などは重要な知的財産権であり、法的措置の実施を含めて
適正な管理・活用に努めています。また、適法な著作物利用を図る
ための社内教育にも取り組んでおり、毎年、社内の知的財産担当者
が社内向け著作権セミナーを開催するほか、部門・グループ企業向
けにそれぞれ特化した勉強会も定期的に実施しています。（2022
年3月期は延べ4回、計299名受講）
2021年6月から2022年2月にかけて、著作権の基本的知識に関す
る間違い探しクイズ「著作権確認テスト」を海外ヤマハグループ企
業の従業員に対して実施。昨年実施済みの日本国内のみならず、全
世界の従業員の著作権意識向上と適切な著作物利用・管理を促進
しました。
そのほか、著作権に関する社内教育ツール「著作権ガイド」を、最新

https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#6-3
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税務コンプライアンスに対する取り組み
ヤマハグループは「私たちは、音・音楽を原点に培った技術と感性
で、新たな感動と豊かな文化を世界の人々とともに創りつづけま
す」を企業理念とし、高い収益性を確保するとともに企業としての
社会的責任を果たすことにより、持続的な成長と中長期的な企業
価値の向上に取り組んでいます。

基本的な考え方

ヤマハグループは、国・地域ごとに規定される税務関連法令、
OECD移転価格ガイドラインやBEPS（Base Erosion and Profit 
Shifting）各行動計画に従ってグループ対応を進め、適正な納税を
行い、企業価値の向上のみならず、各国の経済および社会発展に
求められる役割を果たしていきます。

税務ガバナンス

ヤマハグループは、国際的な税務リスクを適切に認識し、税務戦略
を経営上の重要課題と位置付け、税務ガバナンスの整備・維持・強
化に努めています。ヤマハ（株）では代表執行役社長の諮問機関と
して、全社リスクマネジメントに関し、継続的な取り組み方針を審
議、モニタリングするリスクマネジメント委員会を設置しています。
税務に関しても同委員会のモニタリングの下、ヤマハ（株）税務担当
部門において、税務ガバナンス体制の整備とリスク管理を行ってい
ます。

税務執行体制

ヤマハ（株）の税務担当部門は、グループ税務を統括する担当執行
役の指示の下、グループ税務規程を制定し、グループ各社の税務
担当と連携して、グループ従業員にヤマハグループ税務方針と手続
きの周知、運用の徹底を図っています。
また、グループ企業の責任者は、グループ税務規程に従い、税務に
関する内部統制システムの構築・維持に努めています。

税務リスク低減とモニタリング

ヤマハ（株）の税務担当部門は、上記体制の下、グループ各社の税
務執行状況の定期的モニタリング、必要な是正、運用支援を行って
います。また、外部専門家からの助言や税務当局への確認などによ
り税務リスク低減に取り組んでいます。

タックスプランニング

ヤマハグループは、各国における優遇税制が通常の事業活動を遂
行する上で、合法的かつ社会倫理にのっとって利用可能な場合は
効果的に活用し、適正な税負担となるように努めています。国際法
および国内法の立法精神に反するタックスヘイブンの利用など、ま
たは恣意的な租税回避行為と認められるタックスプランニングは
行いません。

移転価格

ヤマハグループは、グループ各社の機能・リスクに応じた所得の適
正配分を実現し、所得の不当な他国移転を防止することに努めて
います。グループ各社損益の定期的なモニタリングを通じ独立企
業間価格を維持するとともに、事後的な移転価格課税のリスクを
回避するため、税務当局との事前確認制度（Advanced Pricing 
Agreement）の実施に努めています。

税務当局との関係

ヤマハグループは、事業を行う各地域の税務当局と良好な関係を維
持し、必要な場合は事前に税務当局に確認を行うことで、適正な税
務申告に努めるとともに、税務リスクの低減に取り組んでいます。

透明性の確保

ヤマハグループは、各国の関連法令や開示基準、会計基準に従った
税務情報の開示を行います。また、事業を行う地域の税務当局に対
してもわかりやすい説明に努め、透明性を確保していきます。
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製品・サービスの安全性確保

基本的な考え方

ヤマハグループは、製品・サービス・施設などにおける安全性を、当
然備えるべき「基本品質」とし、お客さまをはじめ、製品・サービス
のライフサイクルに関わる全ての人々の生命、身体および財産に対
する被害を防ぎます。
コンプライアンス行動規準において製品・サービスの安全性確保
について定め、その実践のための体制を整備するとともに、本質的
安全設計に向けた設計プロセスを強化しています。

 1-2　製品・サービスの安全性確保 

安全性確保のための体制と対応

ヤマハグループでは、安全に配慮した製品設計や安全性審査、関係
する法令・規格への対応を通じて、製品の安全性確保、向上に取り
組んでいます。

 安全に配慮した製品設計
開発時のデザインレビューにリスクアセスメントを組み込むなど、
ヤマハグループでは安全に配慮した製品設計に取り組んでいます。
リスクアセスメントでは、設計段階において、それぞれの製品や使
い方に関わる潜在的なリスクを抽出・想定し、これらリスク要因の
軽減、排除の検討を設計プロセスに組み入れます。
そのためにリスクアセスメント手法であるR-Map※手法の定着を
図り、リスクアセスメントの有効性向上の活動を進めています。
※ R-Map手法とは、日本科学技術連盟が提案した、リスクを6×5のマトリックス上

で表現する手法。設計時のリスク低減、製品のリスク評価に用いられる。経済産
業省／NITE（独立行政法人 製品評価技術基盤機構）においても、R-Map手法
によりリスクを評価している

消費者課題
お客さまに満足していただける製品・サービスを提供し続けること
は、企業の重要な使命です。
ヤマハグループは、製品・サービスの品質・安全管理はもとより、製
品・サービスに関わる情報の適切な開示にも努めています。また、
お客さまからの多様な要求にお応えするため、ユニバーサルデザイ
ンの導入、社会課題解決に向けた製品・サービスの提案、これらを
通じたサステナビリティへの貢献を積極的に推進しています。

製品・サービス情報の開示

基本的な考え方

ヤマハグループは、お客さまに製品やサービスの内容を的確に伝え
る広告・宣伝を行うとともに、法令に従い製品・サービスに関する
正確な情報を表示することをコンプライアンス行動規準に規定し
ています。
さらに、製品・サービスや施設の提供により人々の生命、身体およ
び財産に被害を与える事のないよう、安全に関する情報提供・開示
を適時、適切に行っています。

 1-3　的確な広告・宣伝と正確な表示 

製品・サービスの適正な情報開示

製品・サービスに適正な表示がされるよう、確認プロセスを品質マ
ネジメントシステムに組み入れています。
製品・サービスについて仕様などの基本情報のほか、安全に使用し
ていただくためのポイントを取扱説明書やカタログ、ウェブサイト
などお客さまの目に触れやすい媒体に掲載し、事故防止のための
安全啓発を行っています。なお、学校用楽器・機器に関する安全啓
発情報はウェブサイトの他「学校用楽器・機器カタログ」にも掲載し
ています。

 製品を安全に正しく使用していただくために
 学校用教育楽器・機器を安心して楽しむために

 「学校用楽器・機器カタログ」＞楽器を安全にお使いいただくために

製品の不具合や、製品・サービスに起因する事故が発生した場合
には、法令に基づく関係当局への報告、お客さまの安全に必要なリ
コールや積極的な情報開示を迅速かつ適正に行います。重大性や
緊急性、購入・使用などの実態に応じて、ウェブサイトへの掲載や
記者発表、新聞・専門誌などへの社告掲載、SNSによる情報発信、
ダイレクトメール・お電話などによって情報伝達の徹底を図ってい
ます。
2020年6月、電子ピアノYDP-S51に同梱されたACアダプターPA-
300Cの一部製品において、融解、発煙に至るおそれがあることが
判明したため、当社ウェブサイト上に情報を公開しています。

 ヤマハ 電子ピアノアリウスYDP-S51用ACアダプターの
無償交換のお知らせ（溶融、発煙の恐れ）

その後、電子ピアノP-155、シンセサイザーMOTIF-RACK XS、電
子ドラムDTX900/DTX900Mに同梱されたACアダプターPA-
300Cの一部製品においても、融解、発煙に至るおそれがあること
が判明したため、2021年8月に情報を追加公開しました。融解、発
煙の発生を防止するため、製品回収、無償交換についての情報を
掲載し、対応を進めています。

 ACアダプター PA-300C、及び、PA-300Cを同梱して販売しました製品
（P-155/MOTIF-RACK XS/DTX900/DTX900M）の、

ACアダプター無償交換のお知らせ（溶融、発煙の恐れ）

表示・広告に関する違反などの状況

2022年3月期において、製品の表示に関する違反（規制や認証に
適合しているものの表示漏れ・誤記などがあった案件）はありませ
んでした。
製品・サービスの安全性に関わる不具合などの状況は以下のペー
ジに掲載しています。

 製品・サービスの安全性確保

https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#1-2
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#1-3
https://www.yamaha.co.jp/service/#info3
https://jp.yamaha.com/products/contents/educational_equipments/faq/index.html
https://jp.yamaha.com/files/01_safety_guide_175133be61beed467d51d95e052e511b.pdf
https://www.yamaha.co.jp/service/2020/20061801.html
https://www.yamaha.co.jp/service/2020/20061801.html
https://www.yamaha.co.jp/service/2021/21082501.html
https://www.yamaha.co.jp/service/2021/21082501.html
https://www.yamaha.co.jp/service/2021/21082501.html
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品質保証

品質マネジメント体制

ヤマハグループでは、品質重視の製品づくりとサービスの提供を徹
底するため、品質マネジメントシステムを運用し、品質向上に努め
ています。グループ全体の品質方針・目標や重要施策は執行役員を
委員長とする「品質戦略委員会」での審議を経て、代表執行役社長
からの指示によりヤマハ（株）品質保証部長が各事業部門およびグ
ループ企業へ展開します。各部門およびグループ企業は、グループ
品質方針・目標に沿って部門目標を設定し、ヤマハ（株）品質保証部
が、これらの達成状況確認と品質監査（次項参照）などによるモニ
タリングを行い、品質戦略委員会に報告します。
加えて「グループ品質管理規程」で、品質問題の発生などグループ内
の品質状況をヤマハ（株）品質保証部門長へ集約することを規定し、
グループ全体における品質管理のガバナンス強化も図っています。

 ISO 9001 およびIATF 16949認証取得拠点
　（2022年3月末時点）
ISO 9001：6事業領域で認証取得※

IATF 16949：1事業領域で認証取得
※ ヤマハの主要事業である楽器事業、音響機器事業、部品・装置事業、ゴルフ事業

にて認証取得しています

 製品の安全性評価環境
リチウムイオンバッテリーを始めとする部品、製品の安全性確保の
ため、耐火・防爆性能を完備した試験棟を整備しました。安全性評
価を社内で完結できる環境を整えることで、設計・開発部門へ迅速
にフィードバックする体制を整えています。

試験棟 試験設備

 主要製品の安全性審査
ヤマハ（株）の品質保証部門が、実際に販売されているヤマハグ
ループの主要製品（年間約20製品）の表示確認・安全性審査など
を実施し、その結果を担当部門へフィードバックして安全性向上に
努めています。

安全性審査の様子

 各国の製品法令・規格への対応
製品の品質や安全性、環境保護に関する世界各国の法令・規格を
確実に順守するため、各種規制情報の動向監視や社内方針の決
定、運用の体制を整えています。
法規制の拡大・改定や自主基準の付加などにより社内基準を制改
定する一方で、現地法人との情報連携により、各国法規制の変化
に迅速・適切に対応し、法規制情報を管理する仕組みを強化してい
ます。
近年、電磁波や省エネに関する規制が国際的に強化されているこ
とから、ヤマハ（株）では電磁波測定設備をはじめ各種測定・分析・
評価機器を社内に設置し、規制のあるすべての国に向けた製品や

部品の試作品評価などを実施しています。また、化学物質に対する
規制が世界各国で強化されていることを受けて、製品に含まれる
化学物質の管理システムを構築・運用するとともに、「製品に関わ
る化学物質の含有基準」を制定しています。製品の設計・開発にあ
たっては、この基準に沿って含有化学物質をサプライチェーン全体
で管理し、順法性の確保と環境負荷の低減に役立てています。
法規制順守を実現していくため
に、これを理解し、担い手となる
人材の育成を行っています。
2022年3月期からはeラーニン
グによる、製品に関する法規制
の概要とヤマハにおける対応の
枠組みの教育を開始しました。

 製品事故時の速やかな対応
万一、市場で製品事故が発生した場合、事故を知った従業員が直
ちに担当部門や品質保証部門に伝達し、お客さまの安全確保を最
優先するための体制を整えています。報告を受けた担当部門は速
やかに経営トップに事故発生を報告するとともに、品質保証部門
の長は全社関係部門を招集し、被害に遭われたお客さまへの対応
や行政報告、再発防止に向けての対策を推進します。

 製品・サービスの適正な情報開示 

製品安全のための教育

人事教育の中に製品安全リスクアセスメントコースを設けて、事故
事例の紹介や製品開発段階から製品発売後に至るまでのリスクマ
ネジメントなどの教育を行っています。2019年3月期まで実施して
いた製品安全コースも合わせて、2011年3月期から2022年3月期
までの12年間で、技術・開発者を中心とした従業員347人が受講
し、延べ1,820時間の講義を実施しました。

製品・サービスの安全性に関わる不具合・違反などの状況

2022年3月期、製品の安全面での不具合に関わる市場対応が1件
発生しました。なお、この1件に起因する人的な被害は発生してお
らず、また、罰則をともなう法令違反もありませんでした。

 当社製品をご利用のお客様へ重要なお知らせ 

電磁波測定に使用する電波暗室

https://www.yamaha.co.jp/service/?_ga=2.71002832.1723420843.1651445234-1252313117.1612740428
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それぞれ各工場内に併設され、楽器を知り尽くしたヤマハの講師
陣がノウハウを活用したきめ細かなカリキュラムで、専門技術者を
目指す方々をサポートしています。研修終了後は、全国のヤマハ特
約店で修理技術者として日々のアフターサービスを担っています。

 ピアノテクニカルアカデミー 
 管楽器テクニカルアカデミー 

楽器ユーザーに向けたメンテナンス支援

楽器が常に良い状態に維持されるよう、メンテナンスガイドブック
の整備やメンテナンスワークショップの開催などを通じて、楽器に
関する知識や技術を提供しています。

 ピアノリニューアル事業
ヤマハピアノサービス（株）では、ご家庭などで使用されなくなった
ヤマハ製ピアノを補修・再塗装・調律し、また消音機能を付加する
などして、リニューアルピアノとして再び市場へ送り出しています。
新製品と同等の性能を発揮し、製品が再び使用されることで、貴重
な資源を節約しています。

 ヤマハリニューアルピアノ 

 エレクトーンのバイタライズ・グレードアップユニット化
ヤマハでは、愛着のある一台を長く弾き続ける設計思想に基づき、
お使いのエレクトーンのユニットを交換するだけで上位・最新モデ
ル化を可能としています。上達や用途に合わせ上位モデルに進化
させる事のできる“グレードアップ”と旧モデルを最新モデルと同
等の性能が実現できる”バイタライズ”。それぞれユニットを交換す
ることで、愛着のある一台を長くお楽しみいただけるだけでなく、
製品資源の節約と長寿命化に取り組んでいます。

 バイタライズ・グレードアップユニット 

 ピアノ用後付けユニット
消音機能をプラスできる「ピアノ消音ユニット」や、自動演奏機能付
きピアノに豊富なコンテンツと多彩な機能を加える「ディスクラビ
アコントロールユニット」など、お手持ちのピアノを幅広く、長く楽
しんでいただける後付けユニットを販売しています。

 ピアノ用後付けユニット
 ディスクラビアコントロールユニット

品質監査

各事業部門の品質保証体制や製品・サービス品質が顧客満足の
実現に有効であるかどうかの観点から評価し、問題点やベストプラ
クティスを各事業部門にフィードバックすることによって品質問題
の未然防止と品質水準の維持向上を図るため、ヤマハ（株）品質保
証部の監査員が品質監査を実施しています。監査結果を踏まえ必
要に応じて改善を促すとともに、全社品質マネジメントシステムの
改善を推進しています。
また、各製品事業部門では、各自が所管する国内外の工場を指導・
監査し、製品品質の向上に努める一方、リゾートなどのサービス事
業部門へも顧客安全の視点での品質監査を開始しています。

品質管理・品質意識向上に関する教育

ヤマハグループでは、人事教育に「品質技術」の専門教育と階層別
教育を整備して、従業員の品質への意識向上と品質管理のスキル
向上を目指しています。2022年3月期は品質工学コース、製品安全
リスクアセスメント（R-Map）コースなどの各講座を開催しました。
今後は、技術系中堅人材に対する品質関連技術の習得強化を目的
とした品質保証教育体系の再整備や、マネジメント層の品質意識
向上を目的とした品質マネジメント教育体系の見直しも進めてい
きます。
また、お客さまの声や品質対策事例に関して、社内ウェブサイトへ
の掲載および開発部門のフロアへの物理的な展示を行うことで、
それらを通じた従業員の気付きから品質への感度を高め、品質意
識の向上を図る取り組みも始めています。

持続可能な消費

基本的な考え方

環境破壊や資源枯渇を助長する大量生産・大量廃棄から脱却し、
持続可能な生産および消費へ移行することが企業および消費者に
求められています。ヤマハグループは資源循環や脱炭素など環境・
社会に配慮した原材料調達や製品・サービスの提供に取り組むと
ともに、これらの普及活動を通じて持続可能な消費パターンへのシ
フトに貢献していきます。

 持続可能な資源の利用 

製品の環境配慮に関する情報提供

環境や社会に配慮した製品・サービスの普及に向けて、また、環境
に対するお客さまの関心にも積極的に応えていくために、ヤマハグ
ループでは、ウェブサイトにて、製品における環境配慮の取り組み
事例を開示しています。加えて、環境に配慮した製品づくりを促進
するために、2015年に「ヤマハエコプロダクツ制度」をスタートしま
した。認定された製品にヤマハエコラベルを表示して販売すること
で、お客さまに分かりやすい環境配慮情報を提供し、製品選びの一
助となることを目指しています。

 ヤマハエコプロダクツ制度 
 製品・サービスの環境配慮 

製品の長寿命化への取り組み

良質な楽器は、適切なメンテナンス、部品の修復や取り替えなど
で、長期にわたって使用が可能になります。ヤマハでは、楽器メンテ
ナンス・リペア技術やサービス体制の整備、ピアノリニューアル事
業、部品交換によるグレードアップで長期使用が可能なエレクトー
ンなど、製品の長寿命化に取り組んでいます。

 楽器メンテナンス技術とサービス体制の整備
ピアノや管楽器などのアコースティック楽器について、メンテナン
ス・修理サービス体制の整備に取り組んでいます。

修理技術者の養成

ピアノ調律師養成のための「ピアノテクニカルアカデミー」、管楽器
の専門技術者育成を目的とした「管楽器テクニカルアカデミー」が

https://jp.yamaha.com/services/pta/index.html
https://jp.yamaha.com/services/academy/index.html
https://www.yamahapianoservice.co.jp/hanbai/yamaha-renewal-piano.html
https://jp.yamaha.com/products/musical_instruments/keyboards/electone/index.html#d1097634
https://jp.yamaha.com/products/musical_instruments/pianos/silent_piano/silent_piano_unit_rsc2/index.html
https://jp.yamaha.com/products/musical_instruments/pianos/disklavier/dkc-900/index.html
https://www.yamaha.com/ja/csr/guideline_eco_products
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よって、品質への感度を高める機会になっています。
こうした活動により、各従業員がお客さま一人一人に真摯に向き
合い、お客さまの視点に立って考え、行動する組織風土の醸成を
図っています。

ヤマハ独自のトレーニングをテレワークでも参加できるようにオンラインで開催

左：お客さまの声から商品改善に繋がった事例を共有するイントラサイト
右：国内工場向けポスター

社外からの評価実績

 「JCSI（日本版顧客満足度指数）調査」
　教育サービス業で6年連続第1位に選出
2021年度JCSI（Japanese Customer Satisfaction Index：日本
版顧客満足度指数）第2回調査＜教育サービス＞業において、ヤマハ

（音楽教室など）が6年連続第1位に選出されました。JCSI調査は日
本最大級の顧客満足度調査であり、ヤマハは満足・不満足の原因
となる指標「顧客期待：企業ブランドへの期待」「知覚品質：全体的
な品質評価」「知覚価値：コスト・パフォーマンス」や、満足・不満足
の結果となる指標「顧客満足」「推奨意向：口コミ」においても、第１
位と非常に高い評価をいただきました。

お客さま満足の向上

基本的な考え方

ヤマハグループは理念体系「ヤマハフィロソフィー」の中で、お客さ
まの視点に立ち、期待を超える製品とサービスを生み出すことで、
未来に向かって新たな感動と豊かな文化を創り続けることを宣言
しています。特に、お客さまに約束し届けたいことを「顧客体験」と
して具体的に提示しています。
ヤマハグループで働く全ての従業員が、日々の業務が「顧客体験」
の実現に繋がっていることを常に意識して事業活動に取り組んで
います。

 1-1　顧客満足の実現 

ヤマハフィロソフィー体系図

取り組み事例

 お客さま満足向上のための声の収集・活用
楽器・音響機器に関係する部門を中心に、アンケートを通じて寄せ
られたお客さまの声を、社内のイントラネットで共有しています。加
えて、国内外の販売会社を通じて世界中のお客さまが電話やメー
ルでお寄せくださったお問合せ情報を収集し、各商品の企画や開
発などに携わる部門に定期的にフィードバックしています。
商品・サービスの提供後も、届けたい価値がきちんとお客さま一人
一人に届いているか、満足いただけているのかを振り返り、よりよ
い顧客体験をお客さまとともに創るべく、お客さまの声を大切な財
産として活用しています。

アンケートに寄せられた声を公開する社内イントラサイト

 お客さまへの意識をさらに高めるためのマインド作り
顧客体験に対する興味・感度を育むヤマハ独自のトレーニングを
行っています。
具体的には、実際のお問合せ音声をもとに、お客さまがヤマハの製
品・サービスを手にしてどのような体験をしたかったのかをグルー
プで考察します。自由な意見交換を通して、一人では想像しえな
かったお客さまの気持ちにも気付き、ヤマハ一丸となってできるこ
とを皆で考えることで、顧客体験を大切にする企業風土を目指して
います。
この他にも国内工場向けに、毎月国内で生産される製品に関する
世界中のお客さまの声を掲載したポスターを掲示しています。
また、社内のイントラネットでは、お客さまの声をもとに商品改善
につながった事例も共有しています。ともに働く仲間がお客さまの
声からどんなことに気付き、どのように対応したのかを知ることに

https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#1-1
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（株）ヤマハミュージックジャパン ヤマハ・コーポレーション・オブ・アメリカ

ヤマハ・ミュージック・ヨーロッパ ヤマハ・ミュージック&エレクトロニク
ス・チャイナ

アフターサービスマネジメントシステム

ヤマハグループでは、アフターサービスマネジメントシステムを構
築し、「ONE YAMAHA」をスローガンにお客さまへの応対・サポー
トの継続的な品質向上に取り組んでいます。
毎年開催する「サービスマネジメント会議」でグループ方針を共有
し、国内外の各販売会社やパーツセンターを持つ各製造会社がア
フターサービスに関する目標と計画を立てます。各社は計画に沿っ
て活動し、その進捗をヤマハ（株）の品質保証部門がモニタリングし
ていくことで、お客さま応対・サポートの継続的なレベル向上を
図っています。
2022年3月期は新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、
Teamsによるオンラインでサービスマネジメント会議を開催しまし
た。国内外26社のCS部門責任者らが参加し、社会環境の変化に応
じたカスタマーサービス・サポート関連の取り組み状況を共有、資
源循環型社会への貢献や、オンラインでのアフターサービス技術
情報の提供など、今後ヤマハグループのCS部門全体で取り組むべ
き共通課題について討議しました。また、全世界のお客さまへ高品
質で均質なアフターサービスを提供するために、グループ内で共有
すべき考え方の基本を「グループアフターサービス規程」に定め、
チェックシートによる運用状況のモニタリングを実施しています。

 「日経コンピュータ顧客満足度調査 ネットワーク機器部門」で
　6年連続1位を獲得
株式会社日経BP「日経コンピュータ2021年9月2日号 顧客満足度
調査2021-2022 ネットワーク機器部門」において、ヤマハは「運用
性」「コスト」の項目で高い評価をいただき、6年連続で第1位に選
出されました。お客さまに安心して使い続けていただくために、豊
富な技術情報と長期的なファームウェアの無償提供、技術サポー
トを続ける一方で、製品の設定や運用方法を解説する「ヤマハネッ
トワークウェビナー」を定期的に開催し、エンジニアが情報交換を
行えるソーシャル・ネットワーキング・サービスを運営しています。
また、2021年6月に当社初の公式認定制度「ヤマハネットワーク技
術者認定試験」を開始するなど、お客さまのスキルアップにも取り
組んでいます。

 関連ページ

 「2021 CRMベストプラクティス賞」を受賞
顧客中心主義経営の実現を目指し、戦略、オペレーション、組織の
観点などからお客さまとの関係を構築し、その成果をあげている
企業・公官庁・団体を表彰する「2021 CRMベストプラクティス賞」

（一般社団法人 CRM協議会）を受賞しました。
ヤマハでは、お客さまとデジタルで直接つながり、理解を深め、お客
さまとともに価値を創造していくビジネスモデルへの変革に挑戦し
ています。その中で、優れた顧客体験をお客さまとともに創り続け
る企業風土を醸成することを狙いとして、お客さまの声を活用し、
顧客体験に対する従業員の感度を高める取り組みを推進していま
す。デジタルの仕組みづくりだけでなく、それを生かす企業風土の
醸成に取り組んでいるユニークな事例として評価の対象となりま
した。

お客さまへの応対・サポートの向上

お客さま応対・サポート体制

ヤマハグループは、お客さまへのアフターサービス体制を整え、お
問い合わせやご要望に誠実に応対するよう努めています。
ヤマハ（株）では、アフターサービス管理部門を設け、ヤマハグルー
プ全体に関するアフターサービスの方針決定やお客さま応対・サ
ポートの品質をモニタリングしています。各製造会社では、サービ
スパーツを供給する部門を設け、サービスパーツの在庫、供給を
行っています。また、各販売会社では、お客さまサポート部門を設け
るなど体制を整備し、アフターサービスを提供しています。一方、国
内の楽器・音響部門では、販売会社の（株）ヤマハミュージックジャ
パン内に「カスタマーサポート部」を設け、製品別の相談窓口を整
備しています。海外では、グループ各社のサービスセンター、ヤマハ
認定サービス店、販売店、契約技術者を窓口としたアフターサービ
スネットワークを地域ごとに構築しています。
これらのお客さまサポート部門では、お問い合わせに円滑に応対
するため、電話やウェブサイト、SNSなどによる顧客サポートシステ
ムを整備し、一部ではクラウドコンピューティングによる顧客管理
システムを導入しています。

1-6 アフターサービス及びお問合せ等への対応 

お客さまサポート（アフターサービス）体制

https://www.yamaha.com/ja/news_release/2021/21081602
https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#1-6
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潜在的リスクへの対応を図り、情報セキュリティのレベル向上を目
指します。

 個人情報保護方針

 推進体制
代表執行役社長を長とするリスクマネジメント委員会の下部組織
として情報セキュリティ部会を設置。個人情報保護に関する規程の
順守モニタリング、事故報告などの取りまとめ、業務改善の施策検
討を行っているほか、当社グループの個人情報取扱統括責任者お
よび部門ごとの管理責任者を設置し、漏えいなどの事故発生時に
おいても迅速に対応できるよう、体制を整備しています。

 個人情報保護に関する教育・研修
個人情報取り扱い部門を対象とした教育・啓発や監査、個人情報
保護や漏えい防止に関する研修を実施するなど、従業員の意識啓
発・強化に力を入れています。
2020年から、国内ヤマハグループ企業の全従業員を対象に「情報
セキュリティ教育（e-ラーニング）」を開始し、2021年2月からは対
象を海外ヤマハグループ企業にも広げ、情報セキュリティの脅威、
特にメールを利用した詐欺やウイルス感染に関する知識と適切な
対応方法を学習する教育を定期的に実施しています。

 お客さまの個人情報に関する窓口と対応状況
ヤマハグループでは法に基づき、個人情報に関わる窓口を設定し、
保有するお客さまの個人情報について、ご本人またはその代理人
からの開示・変更・削除・利用停止などの求めに対応しています。

 個人情報の開示、訂正等の求めに応じる手続きについて

 顧客情報管理の取り組み
ヤマハグループでは、個人情報のIT管理について明記した「グルー
プIT管理規程」に基づいて、情報セキュリティを踏まえた個人情報
管理を実務レベルで推進しています。自動暗号化機能を備えた個
人情報の保管場所を整備し、万が一漏えいした際にも、権限保持
者以外は閲覧・使用できない仕組みにより、安全性を高めていま
す。なお、2022年3月期は、個人情報の管理に関する重大事故はご
ざいませんでした。

ヤマハグループアフターサービスマネジメントシステム

サービスマネジメント会議での討議の様子（2022年3月期はオンラインで開催）

アフターサービスに関する教育・研修

お客さまに安心して製品を使い続けていただくために、ヤマハグ
ループではアフターサービス網の整備・充実を進めています。
2022年3月期は新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、国
内外の各販売会社の従業員を対象とした「アフターサービス技術
研修」開催は見送りましたが、各販売会社から管下の修理技術者
に向けてオンライン研修を実施して技術を伝達しています。またア
フターサービスの技術情報ポータルサイトにより、販売現地法人の
ない海外の地域にも、現地の販売代理店に向けてアフターサービ
ス技術情報を伝達しています。

アフターサービス技術研修の様子 販売代理店への訪問技術研修

アフターサービス技術研修の参加者

個人情報の保護

基本的な考え方

お客さまや従業員をはじめ、事業活動にかかわる人々のプライバ
シー・個人情報を保護することは、重要な社会的責務です。個人情
報保護に関する法規制、当社「個人情報保護方針」および「グルー
プ個人情報保護規程」を順守し、お預かりしている大切な情報を適
切に取り扱います。情報通信技術の発展により個人情報漏えいや
プライバシー毀損のリスクが高まる中、ヤマハグループはこうした

https://www.yamaha.com/ja/privacy_policy
https://www.yamaha.com/ja/privacy_policy/procedure
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サウジアラビアの音楽教室

世界に広がる音楽教育の理念

また、ヤマハ音楽教室で学ぶ15歳以下の子どもたちが心に感じた
ことを曲にして、自ら演奏する「ジュニアオリジナルコンサート」

（JOC）を国内外で展開し、音楽という共通言語を通じて音楽教育
の理念が世界に広がっています。

製品・サービスの充実

音楽教育事業

より多くの人が音楽を楽しみ、音楽の歓びを広くわかち合う―そん
な豊かな社会づくりに貢献することを願い、ヤマハグループでは音
楽教育事業を国内外で展開しています。1954年、東京・銀座で前身
となる教室をスタートして以来、子どもたちの豊かな成長を目指し
た音楽教育に取り組み、独自の教育メソッド「ヤマハ音楽教育シス
テム」を確立・発展させてきました。「すべての人がもっている音楽
性を育み、自ら音楽をつくり、演奏し、楽しむことの出来る能力を育
て、その音楽の歓びを広くわかちあう」の理念のもと、1歳から中
学・高校生までの子どもの音楽教育を対象とした「ヤマハ音楽教
室」、大人の音楽愛好家・趣味層を対象にした「ヤマハミュージック
レッスン」など、それぞれの世代のニーズに応じたコースを提供して
います。

 世界40以上の国と地域に広がる「ヤマハ音楽教室」
「ヤマハ音楽教室」は、「総合音楽教育」「適期教育」「グループレッス
ン」の3つの特長を柱とした「創造性の育成」に力を入れたレッスン
です。「きく」「うたう」「ひく」「よむ」「つくる」といった要素を総合的
に盛り込んだ独自の教育メソッドにより、子どもたち自らが感じた
ことを音楽で思いのままに表現する力を身につけることを目指して
います。

「ヤマハ音楽教室」ロゴマーク ヤマハ音楽教室

海外においても、アジア・欧州・北米・中南米など40以上の国と地
域で展開し、日本で培ってきた音楽教育の理念とカリキュラムを基
盤としながら、それぞれの地域の文化や国民性を踏まえて各種
コースを整備しています。
2021年11月には、サウジアラビア王国に民間では初の公認音楽
教育施設として、ヤマハ音楽教室リヤド校を開校。宗教的な規律が
厳しく、過去50年間にわたり公共の場での音楽の演奏や再生が禁
止されてきましたが、同国が推進する「サウジビジョン2030※1」に
よる状況の変化を受けて、現地代理店が申請していた音楽教室運
営のライセンスが認められ、開校が実現しました。
4歳の子どもから大人の趣味層まで、ピアノ、キーボード、エレキギ
ター、バイオリンなど幅広いニーズに応えるさまざまなプログラム
を展開しています。
※1 サウジビジョン2030：サウジアラビアの原油収入依存からの脱却を図り、多様

化するための戦略的フレームワーク

音楽教室の実施国（2022年3月現在）
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ン計画」推進のため、産学官の力を結集すべく設立された「グロー
バルコミュニケーション開発推進協議会」では、2022年3月期より
幹事および普及促進部会の部会長を当社従業員が担当し、多言語
翻訳システムのさらなる普及・発展の推進を担っています。
また、当社が事務局を務める「SoundUD 推進コンソーシアム」(設
立：2017年）では、言語や聴力への不安がない持続可能な社会づ
くりを実現することを目的に、350（2022年3月31日現在）もの会
員企業・団体と一緒に、「SoundUD」の普及に努め、日本発の新た
なビジネスモデルやイノベーション創出を促進しています。その
サービスの一つとして展開している、当社開発のリモート応援シス
テム『Remote Cheerer powered by SoundUD』は、自宅など離
れた場所からでも、インタラクティブにスポーツ観戦を楽しめるよ
うにサポートするアプリです。スタジアムのスピーカーへ拍手など
を届けられる機能や、離れた場所にいるファン同士が試合を見な
がら音声やチャットで盛り上がることができるトークルーム機能を
搭載。サッカー、野球、バスケットボール、ラグビー、アメリカンフッ
トボール、プロレス、陸上など500以上のスポーツの試合で使用さ
れ、延べ1億回以上の応援を会場に届けてきました。2021年、この

『Remote Cheerer powered by SoundUD』が「CEATEC 
AWARD 2021」において「デジタルトランスフォーメーション

（DX）部門 グランプリ」を受賞しました。
この他にも、SoundUD関連事業はそのコンセプトや活動実績が
認められ、これまでに以下の賞を受賞しています。

• Innovative Technologies2015（主催：経済産業省）
• 「平成28年度バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進功労者表
彰」（主催：内閣府）「内閣府特命担当大臣奨励賞」

• 「IAUDアウォード2016」（主催：一般財団法人国際ユニヴァーサ
ルデザイン協議会）「金賞（サーヴィスデザイン部門）」

• 「2016年度グッドデザイン賞」（主催：公益財団法人日本デザイン
振興会）「ベスト100」

• 「CEATEC AWARD 2019」「トータルソリューション部門 準グラ
ンプリ」

• 「IAUD国際デザイン賞2019」（主催：一般財団法人国際ユニ
ヴァーサルデザイン協議会）最高賞の「大賞（コミュニケーション
デザイン部門）」

• 「IAUD国際デザイン賞2021」（主催：一般財団法人国際ユニ
ヴァーサルデザイン協議会）「銀賞（インタラクションデザイン部
門）」※株式会社USENとの共同受賞

 多様なニーズに対応した「ヤマハミュージックレッスン」
「ヤマハミュージックレッスン」は、音楽を楽しみながら楽器演奏技
術の習得を目指す初心者はもちろん、一層の上達をめざす中上級
レベルの方まで、無理なく楽しく演奏技術の習得・上達ができる
レッスンです。幅広い年齢層の方を対象に、日本全国1,200会場で
展開しています。バンド系、ボーカル・コーラス系教科からアンサン
ブル指向の管楽器・弦楽器教科、ソロ演奏指向の鍵盤楽器教科な
ど幅広い教科を用意し、お客さまのさまざまなニーズに対応した豊
富なコースのレッスン（2021年6月現在40コース）を提供していま
す。個人レッスンはもちろん、少人数のグループレッスンでは、音楽
経験の違いを超えて学べるカリキュラムとオリジナルの教材で、仲
間と一緒に音楽を楽しみながら楽器の演奏技術を上達できます。
また、音楽の楽しさをさらに広げ、レッスンの成果を発表する機会
として、教室やコースごとの発表会やヤマハ主催のイベントなども
開催しています。このほか、ウエルネスプログラムとして、音楽の効
果を生かした健康のためのプログラム「健康と音楽」「健康と歌」も
展開しています。

ヤマハミュージックレッスン 「健康と音楽」

 気軽に歌を楽しむ「青春ポップス」
“歌って踊れる”「青春ポップス」は、音楽経験がなくても気軽に歌
を楽しむことを目的としたコースです。レパートリーはシニア層が
青春時代に親しんだ1960～
1980年代の歌謡曲やフォーク
ソングを中心にラインナップ。楽
譜を使わずオリジナル映像を見
ながらハモリやステップをつけ
て同世代の仲間とともに歌を楽
しむ内容で2017年から全国に
展開しています。 青春ポップス

 リモートレッスン
2022年3月期は、昨年に引き続き新型コロナウイルス感染症拡大
のため、世界各地で音楽教室の休講を余儀なくされ、教室閉鎖が
長期化する間、「生徒の学びを止めない」をテーマに、オンラインに
よるリモートレッスンを行いました。顧客や地域ニーズに合わせて
レッスンをカスタマイズしながら、最適なリモートレッスンのあるべ
き姿を探求しました。

ユニバーサルデザインの推進

ヤマハグループは、誰もが音楽を楽しめる環境づくりを目指し、豊
かなコミュニケーションや、多様な人々が快適に共生する社会の
実現に向けてユニバーサルデザインを推進しています。
製品の開発・設計担当者へユニバーサルデザインに対する理解・意
識を促す取り組みを進め、従業員の理解・啓発を促しています。
2016年度からは、浜松市が推進するユニバーサルデザイン（以下
UD）による街づくりの一環プログラム「企業のUD出前講座」｣に参
画し、地元小学生に対してUD出前授業を実施しています。

 次世代育成への支援 

 音のユニバーサルデザイン化支援システム『SoundUD®』
ヤマハ（株）は、音のユニバーサルデザイン化を支援するクラウド技
術およびプラットフォーム『SoundUD』を開発し、提唱しています。
2015年から訪日外国人（インバウンド）観光の振興策・バリアフ
リー化施策を検討している事業者、公共施設、観光施設に向けて、

『SoundUD』を活用した利便性の高い多言語の音声アナウンスシ
ステムや文字ガイドの構築を支援しています。これにより、多言語
アナウンスを放送したり、放送したアナウンス音声に連動した翻訳
情報を、専用のスマートフォンアプリケーション上にリアルタイム
に配信できるようになり、日本語が分からない方やお年寄り、耳の
聞こえない方々にも日本語音声の内容を適切に簡単に伝えること
ができます。
また、国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）ら9団体と「総
務省委託・多言語翻訳技術高度化推進コンソーシアム」を設立し、
国際イベントの場面など、リアルアイムでの意思疎通を可能とする
同時通訳技術の開発を行ったり、視聴覚障がい者や高齢者を含む
全ての視聴者がテレビ・ラジオ放送の内容を理解できる平等な情
報アクセスの機会を確保することを目的に、全国の放送局と連携し
た字幕支援事業も展開しています。
さらに、世界の「言葉の壁」をなくす「グローバルコミュニケーショ
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遠隔会議用サウンドソリューション『ADECIA（アデシア）』

 遠隔会議ポータルサイト
 遠隔会議用サウンドソリューション「ADECIA」

「新しいワークプレイス」を創出する、ヤマハならではの音環境整備

 耳の健康に関する特設サイト
　『Thinking about Hearing Health』
ヤマハは、2022年3月３日の「国際耳の日」より、オーディオ製品を
使う際に適正な音量を意識することや、生活の中で耳を休めるこ
との重要性を発信するサイト『Thinking about Hearing 
Health』を公開しています。
2019年にWHO（世界保健機関）が発表したレポートでは、世界の
若年層（12歳～35歳）の半数にあたる約11億人が難聴になるリス
クを抱えており、何らかの対策を取らない限りその人数は増加して
いくと予測しています。また、ヘッドホン、イヤホンで大音量の音楽
を長時間にわたり聴き続けることや、屋内外のイベントで大音量に
さらされることで耳に大きな負担がかかり、難聴リスクが高まると
も警告しています。
このような社会的な問題を背景に、ヤマハでは、2019年に耳への
負担を軽減する独自技術「リスニングケア※2」を搭載したイヤホン

「TW-Eシリーズ」「EP-Eシリーズ」を発売しました。今回これに加え
て、人々の音・音楽を楽しめる時間が長く続くように、音楽を楽しむ
際に適正な音量を意識することや、音で疲れた耳の休息時間の重
要性、小音量でも音楽を楽しめる機能が付いたオーディオ製品を
選ぶことなどといった耳の健康に配慮した音楽とリスニングの楽
しみ方について継続的な情報発信を行います。

• 「2019年度グッドデザイン賞」（主催：公益財団法人日本デザイン
振興会）

• 「第5回 ジャパン・ツーリズム・アワード」「デジタル活用特別賞」
（主催：公益社団法人日本観光振興協会、一般社団法人日本旅行
業協会、日本政府観光局（JNTO））

• 「2020年度グッドデザイン賞」（主催：公益財団法人日本デザイン
振興会）

• 「IAUD国際デザイン賞2020」（主催：一般財団法人国際ユニ
ヴァーサルデザイン協議会）「銅賞（サーヴィスデザイン部門）」

• 「CEATEC AWARD 2021」「デジタルトランスフォーメーション
（DX）部門 グランプリ」

『SoundUD ®』のイメージ

“音のユニバーサルデザイン化社会”構想　イメージ図

音技術による社会課題への取り組み

 ICTを用いた音楽教育ソリューション「Smart Education 
System」ウェブ会議システムを活用した遠隔授業

 ICTによる教育ソリューション

 新しいワークプレイスの創出とテレワークソリューションの提案
新型コロナウイルス感染症により、働く場所や学ぶ環境にも変化が
生まれ、オフィスワークとテレワークを融合させた「ハイブリット型
ワークスタイル」や、対面とオンラインで同一の授業を受講する「ハ
イフレックス型授業」と呼ばれるスタイルも広がっています。オフィ
スの会議室においても、会議参加者同士が適切な距離を保つため
の柔軟なレイアウト変更や、参加人数や目的に応じた会議室の効
率的な運用、残響が多く遠隔会議に向かなかった会議室への快適
な音空間の導入など、ニーズが多様化しています。
このように遠隔会議システムのニーズが高まる中、ヤマハでは、オ
フィスの「音環境」問題に着目し、これまで培ってきた技術や製品ノ
ウハウをもとに、音漏れや周囲の音を気にすることなく会話や遠隔
会議ができる、オフィス内の音空間を提案しています。
2021年に発売した遠隔会議用ワンストップサウンドソリューション

「ADECIA」は、遠隔会議や授業を行う部屋に最適なマイクロフォン
やスピーカーを一式揃って導入いただける音響システムです。会議
室の柔軟なレイアウト変更や会議参加人数を考慮した効率的な会
議運用を実現するシーリングアレイマイクロフォンなどで構成する

「ADECIAシーリングソリューション」や、コンパクトかつより多人
数の会議参加者に対応可能な有線方式のテーブルトップアレイマ
イクロフォンで構成する「ADECIAテーブルトップソリューショ
ン」、ワイヤレスマイクロフォンシステムをラインアップに加えた
Withコロナ、アフターコロナ時代に最適な遠隔会議を実現する

『ADECIAワイヤレスソリューション』など、順次ラインアップを拡
充し、用途にあわせて今後さらに多様化する遠隔会議環境に柔軟
に対応しています。

https://jp.yamaha.com/products/contents/proaudio/unified_communications/portal/
https://jp.yamaha.com/products/contents/proaudio/unified_communications/adecia/index.html
https://jp.yamaha.com/products/contents/proaudio/unified_communications/adecia/index.html


Yamaha Sustainability Report 2022 70

『SYNCROOM』

 次世代ライブビューイング『Distance Viewing』
アーティストの迫力あるライブパフォーマンスを忠実に記録し、ス
テージ上にバーチャル再現する次世代ライブビューイングシステ
ム。新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、苦境にあるライブ
ハウスの新たな動員源となるライブコンテンツを提供するため、当
社が持つ楽器、音響機器、ネットワークに関する知見と技術を結集
して開発、2020年10月に初開催しました。ライブ音声を完全再現
し、大型スクリーンを用いたリアルな等身大映像と本番さながらの
照明演出などで、そのパフォーマンスをステージ上によみがえらせ
ます。さらにこのシステムは、当社のリモート応援システム「Remote 
Cheerer powered by SoundUD」との連携も可能で、オンライン
配信を視聴するファンがスマートフォン専用サイトにアクセスし、ボ
タンをタップすることで、声をリモートで届けることができます。こ
れにより、離れた場所で視聴するファンの声援を現場に届けること
ができ、満員時さながらの大歓声も安全に再現します。
今後もヤマハグループは、ニューノーマル時代の新しい音楽のあり
方を提案し、音や音楽に関する社会課題解決につながるソリュー
ションを提案していきます。
公益財団法人日本デザイン振興会が主催する「2021年度グッドデ
ザイン賞」を受賞。

次世代ライブビューイング『Distance Viewing』

世界中のすべての方が生涯を通じて音楽に触れることのできる環
境を守ることが、音・音楽に携わる当社の社会的使命と考え、ヘッ
ドホン・イヤホンをはじめ、ホームオーディオ事業の分野で「良い音
を楽しむ」ことと「健康への配慮」が両立する新しい価値の創造を
目指し、事業活動や製品開発を通じて今後も積極的に提案してい
きます。
※2 音量に合わせて高音域と低音域を楽曲全体のバランスを保ちながら補正する

ことで、小さな音量でも音楽の持つ情報量を損なわずに楽しめる当社独自の
技術

『Thinking about Hearing Health』サイト

完全ワイヤレスBluetoothイヤホン「TW-E5B」

 『Thinking about Hearing Health』

音技術・新技術によるソリューション提案

ヤマハグループは、1900年に初めてピアノ製造に成功して以来、時
代の変化とともに技術開発を進め、伝統的なアコースティック楽器
はもとより、常に最新の電子技術を用いた楽器や技術開発に取り
組んでいます。
“音を出す”製品づくりを通じて良い音を追求する一方、音空間の
研究やその制御システムの開発など、“音を聴く”ための良い環境
づくりにも努めています。また、製品開発の中で培ったセンサー技
術などを生かしたソリューションを提案や、新しい環境下でヤマハ

が提案できるコンテンツを提供しています。
2021年には、国立大学法人東京大学先端科学技術研究センター
とヤマハなど企業9社とが共同で「先端アートデザイン社会連携研
究部門」を設置。2030年に向けたSDGsをはじめ、あらゆる人を受
容するインクルーシブな社会の構築、社会のデザインが極めて重
要となる中、本研究部門では、世界を先導する企業、東大先端研の
研究者、およびアートデザイン領域の第一線のプロフェッショナル
が分野横断的な研究グループを組織し、多様な視点から生み出さ
れるアイデアをスピーディに社会実装していくとともに、これらの
複雑化する社会の諸問題にバランスよく立ち向かえる未来の人材
育成を目指していきます。

 音楽と発見！新しい毎日

 リモート合奏サービス『SYNCROOM』
『SYNCROOM（シンクルーム）』は、インターネット回線を介して、
複数のユーザー同士（最大5拠点）でリモート合奏が楽しめるサー
ビスです。
一般的なリモート会議システムやIP電話は、通話や会議を想定し
て設計されており、一定の音声の遅れが生じることから、高いリア
ルタイム性 が 要 求される合 奏 には 適していません 。そこで

『SYNCROOM』は、当社独自の技術によってインターネット回線
を介したオーディオデータの双方向送受信の遅れを極小化し、遠
隔地間でも違和感のほとんど生じない快適なオンラインセッショ
ンが楽しめるサービスを実現しました。アプリケーションを端末に
インストールし、アカウント登録を行うことで、無料で利用可能。現
在、アカウント登録数は約15万人（2022年3月末）まで増加し、全
国各地の多くのユーザーが『SYNCROOM』を通じて、離れていて
も繋がれる新しい音楽体験を楽しんでいます。
2022年4月には、ユーザーが、自己紹介コメントや好きな音楽ジャ
ンル、興味のある楽器、自身のソーシャルメディアアカウントなどの
プロフィールを公開できるプロフィール機能を追加。ユーザー検索
やお気に入りユーザー登録の機能と併せて使用することで、気が
合いそうなユーザーをより簡単に見つけられるようになるなど、
ユーザー同士がつながりやすい仕組みを導入しました。
2021年1月には、「2020年日経優秀製品・サービス賞」で「最優秀
賞」を受賞しました。

 『SYNCROOM』公式サイト：https://syncroom.yamaha.com/
 「SYNCROOM」公式プレイヤーズサイト：
https://syncroom.yamaha.com/play/

https://jp.yamaha.com/products/contents/audio_visual/staytrue/listeningcare/index.html
https://www.yamaha.com/ja/information/2020/20070801
https://syncroom.yamaha.com/
https://syncroom.yamaha.com/play/
https://syncroom.yamaha.com/play/
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 その他の製品事例

よりよい音環境づくり

製品 サステナビリティ面の特長 関連画像

スピーチプライバシーシステム
「VSP-2」

人の話し声を素材に合成した
「情報マスキング音」により会話

内容をカモフラージュする

調音パネル 室内の音（響き）を調え、音響
障害のないクリアで心地よい
音響空間を実現する

調音パネルを導入した会議室

防音室『アビテックス』 遮音と音場（響き）を兼ね備え
た空間を手軽に実現する

ユニファイドコミュニケーション
スピーカーフォン『YVC-200』

時間や場所にとらわれない快
適な遠隔コミュニケーション
を実現

完全ワイヤレスBluetooth®イヤホン
『TW-E5B、E3B』

音量に応じて音のバランスを
最適化して、耳への負担も抑え
るヤマハの独自技術「リスニン
グケア」

ノイズキャンセリングBluetooth®

イヤホン『EP-E70A』
「リスニングケア」に加えて、高
純度な音楽再生とノイズ除去
を両立した「アドバンスドANC

（アクティブ・ノイズ・キャンセ
リング）」、耳の形状や装着状
態に合わせてリアルタイムに音
を自動で最適化する「リスニン
グオプティマイザー」を搭載

センサー技術の応用提案

製品 サステナビリティ面の特長 関連画像

薄型変位センサー 肢体に装着するものと一体化
させ、人の動作情報をリアルタ
イムにモニタリングする

使用例

水素漏れ検知機 高速応答・高感度・広ダイナミッ
クレンジを実現し、さまざまな
検査対象の形状や漏れ量に対
応可能

音技術の応用提案

製品 サステナビリティ面の特長 関連画像

サイレントブラス™ 場所や時間を選ばずに練習や
演奏を可能にする

トランスアコースティック™
ピアノ

電子ピアノのように自由な音
量調節が可能

車載緊急通報システム用車載通
話モジュール

緊急時の自動通報・ハンズフ
リー通話が可能

https://sound-solution.yamaha.com/products/speechprivacy/vsp-2/index
https://sound-solution.yamaha.com/products/speechprivacy/vsp-2/index
https://jp.yamaha.com/products/soundproofing/
https://jp.yamaha.com/products/soundproofing/
https://sound-solution.yamaha.com/products/uc/yvc-200/index
https://sound-solution.yamaha.com/products/uc/yvc-200/index
https://jp.yamaha.com/products/audio_visual/headphones/tw-e3b/index.html
https://jp.yamaha.com/products/audio_visual/headphones/tw-e3b/index.html
https://jp.yamaha.com/products/audio_visual/headphones/ep-e70a/index.html
https://jp.yamaha.com/products/audio_visual/headphones/ep-e70a/index.html
https://www.yamahafinetech.co.jp/products/h_leakdetector/yhld_100/
https://jp.yamaha.com/products/musical-instruments/winds/silentbrass/
https://jp.yamaha.com/products/musical-instruments/keyboards/uprightpianos/up-ta/?keyid=p01
https://jp.yamaha.com/products/musical-instruments/keyboards/uprightpianos/up-ta/?keyid=p01


Yamaha Sustainability Report 2022 72

社外からの評価実績

 ヤマハ（株）と東京藝術大学COI拠点が共同開発した「だれで
もピアノ®」が令和3年度「STI for SDGs」アワードで、文部科学
大臣賞を受賞

ヤマハと国立大学法人東京藝術大学COI拠点※1が共同開発した
「だれでもピアノ®」が、科学技術イノベーション（Science , 
Technology and Innovation：STI）を用いて社会課題を解決す
る地域における優れた取り組みを表彰する「STI for SDGs」アワー
ドで、文部科学大臣賞を受賞※2しました。

「STI for SDGs」アワードは、科学技術イノベーションを用いて社
会課題を解決する地域における優れた取り組みを表彰すること
で、その取り組みのさらなる発展や同様の社会課題を抱える地域
への水平展開を促し、持続可能な開発目標（Sustainable 
Development Goals：SDGs）の達成に貢献することを目的とし、
国立研究開発法人科学技術振興機構（以下、JST）が2019年に創
設したものです。
この取り組みは、1人の障がい者の「音楽を奏でたい」という想いが
起点となっており、芸術・文化を科学技術と組み合わせてSDGs達
成のための手段として活用している独創性の高い活動であること、
また、実物のピアノを演奏するというハード面での課題を解決する
ために、オンラインの活用で汎用性の確保も視野に入れるほか、医
療機器としての可能性や、体験者が指導者となって社会に貢献す
る役割を持たせている点が包摂性、展開性においても高く評価さ
れました。「誰一人取り残されない未来をつくる」というSDGsの理
念に沿った取り組みであり、SDGs目標3,4,10 など複数目標の達
成につながる活動として、選考委員会において文部科学大臣賞に
ふさわしいと判断されたことが受賞につながりました。
※ 1 当社は2015年10月より、文部科学省と科学技術振

興機構の事業である「革新的イノベーション創出プ
ログラム（COI STREAM）の拠点の一つである「東
京藝術大学COI 拠点」に参画しています

※ 2 受賞団体名は、東京藝術大学COI拠点

 参考：JST「令和3年度「STI for SDGs」アワード
受賞取り組みの決定について」

 「楽器工作 つくろう、ならそう！」の取り組みが「第15回キッズ
デザイン賞」の「特別賞 審査委員長特別賞」を受賞

ヤマハの、身近な素材で楽器を「つくる」「ならす」体験を提供する取
り組み「楽器工作 つくろう、ならそう！」が、「第15回キッズデザイン
賞」において、「特別賞 審査委員長特別賞」を受賞しました。

「キッズデザイン賞」（主催：キッズデザイン協議会、後援：経済産業
省、消費者庁）は、「子どもたちが安全に暮らす」「子どもたちが感性
や創造性豊かに育つ」「子どもを産み育てやすい社会をつくる」とい
う目的を満たす、製品・サービス・空間・活動・研究の中から優れた
作品を選び、広く社会に発信していくことを目的に2007年に創設
された顕彰制度です。

「楽器工作　つくろう、ならそう！」は、新型コロナウイルスの影響で
“おうち時間”が増え、子育てと在宅勤務の両立など新たな生活様
式に戸惑う家族が見られたり、子どもたちが外で身体を使って遊ぶ
機会が減少したりする中、「音楽を通して子どもや家族の“おうち時
間”を豊かにしたい」「五感を刺激する感性豊かな体験を提供した
い」という思いからスタートした活動です。段ボールや輪ゴムなど
で作ることができる複数の楽器の型紙と工作手順を、創作・演奏の
ポイントやBGMなどとともに当社のウェブサイトで無料公開して
いるほか、保育園などでのワークショップも開催しています。シンプ
ルながらもしっかりと音が鳴る構造で、作って楽しむだけでなく実
際に音を鳴らして遊ぶことができ、楽器の魅力を存分に体感できる
工作となっています。

 「楽器工作 つくろう、ならそう！」について

https://www.jst.go.jp/pr/info/info1533/index.html
https://www.jst.go.jp/pr/info/info1533/index.html
https://www.yamaha.com/ja/information/2020/20070801/paperinstruments


Yamaha Sustainability Report 2022 73

周辺自治会との情報交換会（本社事業
所）

企業ミュージアムの見学会（本社事業
所）

夏まつり（天竜工場） 地元団体に日用品やお菓子を寄贈（豊
岡工場）

フードバンクふじのくにへ災害時用備
蓄食料提供（豊岡工場）

地域クリーン作戦（掛川工場）

敬老会でのコンサート（掛川工場）

コミュニティへの参画および
コミュニティの発展
ヤマハグループは、世界各地で音楽文化の普及・振興に向けた多
彩な活動を続けるとともに、一企業市民として社会貢献活動に取
り組んでいます。 
国内外の拠点を置く各地での地域貢献活動をはじめ、次世代育成
への支援、寄付・福祉活動を継続的に実施するとともに、多彩な音
楽文化の普及・振興活動のみならず、音楽の力を生かした街づくり
事業も推進しています。

地域社会とのかかわり

地域社会への責任

ヤマハグループは、企業が社会の一員であることの責任を自覚し、
よき企業市民として社会に受容される価値観の醸成と行動に努め
ています。事業を通じて音楽文化の普及・発展と豊かな社会づくり
に貢献する一方で、地域社会に及ぼす影響を考慮した環境負荷の
低い操業を目指し、さまざまな地域活動への積極的な参加と地域
の皆さまとの対話を図りながら、企業市民としての責任を果たして
います。また、各事業拠点では、周辺自治体との情報交換会を定期
的に実施し、自治会の意見を伺っています。事業所の新設や撤退な
どが生ずる場合は、あらかじめ事業所を置く市町の首長に説明・報
告するほか、周辺自治体との情報交換会の中でも適時報告・説明
し、意見や要望を伺っています。また、工場撤退などにおいては、周
辺への環境影響がないかどうか土壌や地下水の調査を実施し、万
が一、汚染などの環境影響が発覚した場合は、浄化・除去措置など
の適切かつ速やかな対応を実施しています。

 4-3　社会との調和

地域社会におけるコミュニケーション事例

ヤマハグループは、事業所を置く地域社会と日常的なコミュニケー
ションを図ることで、地域との良好な関係を保っています。

自治会との情報交換会実施例（ヤマハ（株））

事業所 頻度 対象 内容

本社事業所 年1回 周辺の
8自治会

事業概況報告、要望聴取、
意見交換

掛川工場 年1回 周辺の
7自治会

事業概況報告、要望聴取、
意見交換

豊岡工場 年1回 周辺の
3自治会

事業概況報告、要望聴取、
意見交換

天竜工場 年1回 周辺の
12自治会

事業概況報告、要望聴取、
意見交換

※2022年3月期は新型コロナウイルス感染拡大防止のため実施せず

 事業所・工場でのコミュニケーション例
• 周辺自治会との定期的な情報交換会の開催
• 工場見学の受け入れ
• 地元小学生の地域学習や中・高校生の職場体験・職場訪問の受
け入れ

• 地域との交流を目的とした夏まつりの開催
• 災害発生時の施設開放協力の覚書締結
• 地域のイベントや祭典への協力
• JR東海道新幹線 浜松駅構内の展示ブースの企画展示、新東名高
速道路「NEOPASA浜松」上り線内「ミュージック・スポット

（MUSIC SPOT）」での展示・イベントへの協力
• 施設・駐車場などの貸し出し
• 地域安全パトロール活動への協力
• 地域環境活動への協力（地域クリーン作戦への参加など）
• 自治体主催の総合防災訓練への参加
• チャリティーバザーや募金で、地元団体に日用品・お菓子などを
寄贈

• 「フードバンクふじのくに」への災害時用備蓄食料の提供
• 「フードバンク埼⽟」への災害時用備蓄食料の提供
• 「ふーどばんくOSAKA」への災害時用備蓄食料の提供
• 楽器貸出やコンサートの実施
※2022年3月期は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、一部の活動は実施
見合わせ

https://www.yamaha.com/ja/csr/compliance_code_of_conduct#4-3
https://www.yamaha.com/ja/about/community/hamamatsu_station
https://www.yamaha.com/ja/about/community/hamamatsu_station
https://www.yamaha.com/ja/about/community/hamamatsu_station
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 ピアノ工場の一般公開
ヤマハピアノの国内製造拠点である掛川工場では、楽器や音楽の
魅力に触れていただくことを目的に、グランドピアノの製造工程を
一般に公開しています。工場見学では、現代のテクノロジーと100
年以上続く伝統技能による製造工程をご覧いただくだけでなく、
貴重な楽器の展示やお試しいただける楽器も用意した併設の
ショールームの見学と併せて、ものづくりにおける環境保全活動に
ついても紹介しています。プロ・アマチュア音楽家をはじめ、地元小
学校の社会科見学の受け入れ、一般のお客さまなど個人・団体さ
まざまな方にご覧いただき、ヤマハのものづくりについて理解を深
めていただいています。2022年3月期は、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、人数制限を設けながら工場見学を実施したこ
とに加え、周辺の小学校を対象にリモート（オンライン）工場見学
の提供を開始しました。

 ピアノ工場見学のご案内

グランドピアノ製造工程見学 ショールームでの展示公開

 企業ミュージアムの一般公開
2018年にオープンしたヤマハグループの製品・サービスの歴史を
展示する企業ミュージアム「イノベーションロード」は、当社の創業
時から現在に至るまでの製品・サービスやその開発の軌跡、未来に
向けたビジョンを音や映像を使って紹介する体感型ミュージアム
です。オープン以来、地域の方々をはじめ、個人や団体、お取引関連
の皆さまなど非常に多くの皆さまにご来場いただいています。
※ 2022年1月より、毎週金曜日と土曜日（各日2回）にスタッフによるガイドツアー

を開始いたしました

ミュージアムの詳細情報は下記をご確認ください。
 企業ミュージアムのご案内

イノベーションロードの入り口 展示エリア（ヒストリーウォーク）

 「ヤマハレディースオープン葛城」開催を通じた地域貢献
ヤマハ（株）とヤマハ発動機（株）は、毎年、葛城ゴルフ倶楽部（静岡
県袋井市）にて、女子プロゴルフトーナメント「ヤマハレディース
オープン葛城」を共同開催しています。今大会は、コロナ禍でも挑戦
し続けるアスリートたちを支え、ゴルフファンの皆さまに心躍る、心
震える瞬間をお届けしたいとの思いから、最大限の感染予防対策
を講じて、各日3,000名を目途に有観客で開催しました。特に感染
症対策などの面においては、ボランティアスタッフの皆さま、近隣
地域の方々、地元自治体にはいつも以上にご理解・ご協力いただき
ました。
こうした地域の方々への感謝と協力関係の維持・発展への願いを
こめて、2008年の第1回大会から、大会を後援してくださる地元自
治体（静岡県および5市町）へ寄付金の贈呈を行っています。これら
の寄付は、スポーツ施設の整備や、ボランティア活動専用車の購
入、文化・教育分野など、地域活性、社会福祉などの活動に役立て
られています。

 ヤマハレディースオープン葛城 

ボランティアスタッフの皆さん ボランティアスタッフ

ソーシャルディスタンスを十分に保った
ボランティアテント

優勝した西郷真央選手

https://www.yamaha.com/ja/about/locations/piano_factory_tour
https://www.yamaha.com/ja/about/innovation
https://yamahaladiesopenkatsuragi.com/
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ベトナムでのリコーダーレッスン エジプト・日本学校での授業の様子（写
真提供: EJS 10th of Ramadan校 ）

 中東・アフリカ地域における音楽教育プログラム
西洋音楽教育が浸透していない中東・アフリカ地域を営業管轄とす
る現地法人ヤマハ・ミュージック・ガルフ（以下、YMGF）では、現地事
情に合わせた学校教育における音楽普及活動を展開しています。
中東・アフリカ地域では、文化の違いや指導者不足などから、音楽
の授業を学校のカリキュラムに取り入れる国が非常に限られてい
ます。YMGFでは、器楽教育を通じて子どもたちの情操教育や成長
を支援するため、2012年に学校音楽教育普及プロジェクトを始
動。各国の教育関係者に日本の小学校の授業を視察してもらうな
ど、音楽教育の重要性を訴求するほか、現地指導者の育成など、現
地代理店と協力して活動の展開を進めています。
2016年に南アフリカで1校目をスタートして以来、2022年3月期ま
でに、南アフリカ、ナイジェリア、クウェート、UAE、ケニア、モロッ
コ、ウガンダの7カ国77校、延べ約7,500人にリコーダーの授業を
実施するなど、活動の拡大を図っています。

音楽文化の振興

音楽家志望者などへの支援

ヤマハグループは、世界各国で開催されるピアノコンクールをはじ
め、国内外における各音楽コンクールやクリニックなどにおいて、
高い芸術性を追求する人々を楽器のサポートのみならず運営面な
どさまざまな側面から支援し、音楽文化の普及と発展に貢献して
います。
若手音楽家や音楽家を志し学ぶ方々に対しては、国内外の各地域
で奨学金制度を設けているほか、音楽教育機関と連携し、教育カリ
キュラムや指導者向けセミナーを提供するなどの支援を続けてい
ます。

「音楽の都 浜松」実現の一環として1995年から浜松市などと共催
でスタートした「浜松国際管楽器アカデミー&フェスティヴァル」
は、管楽器に特化した世界最大規模の音楽祭です。世界的に活躍
する管楽器アーティストを迎え、演奏家を目指す若手音楽家育成
のための「アカデミー」と、地域の一般市民の方々が気軽に管楽器
の響きを楽しんでいただく「フェスティヴァル（コンサート）」を開催
することで、地元浜松での音楽文化の交流と世界で活躍する音楽
家輩出を主な目的にしています。

浜松国際管楽器アカデミー&フェス
ティヴァル

ヤマハ管楽器新人演奏会

星海音楽学院（中国）

学校音楽教育への支援

ヤマハグループでは国内外の各地域で、学校における音楽教育の
支援活動を行っています。楽器のサポートをはじめ音楽教師への
指導方法の講習、音楽に関する情報提供などを通じて、授業内容
の充実に貢献するなど地域に根差した活動を展開しています。

 楽器を演奏する機会を提供する「スクールプロジェクト」
ヤマハは、楽器演奏の楽しさをより多くの子どもに体験してもらう
ため、2015年より新興国を中心に公教育の中で器楽教育をサポー
トする「スクールプロジェクト」を展開しています。
器楽教育は、その教育的効果から世界中の学校で広く採用されて
いますが、中には、設備・指導者不足、指導カリキュラムなどの問題
から音楽の授業に導入されていなかったり、質が十分ではなかっ
たり、国によって状況はさまざまです。ヤマハでは、こうした世界中
の子どもたちが公教育の中で質の高い器楽演奏体験の機会に等し
く恵まれることを目指しています。
2021年度までに、7カ国（マレーシア、インドネシア、ベトナム、イン
ド、ブラジル、UAE、エジプト）約5,200校で累計129万人の子ども
たちに器楽演奏の機会を提供しています。
2021年より展開をスタートしたエジプトの「初等教育への日本型器
楽教育導入事業」は、文部科学省が進めている「日本型教育の海外
展開推進事業（EDU-Portニッポン）」の2020年度パイロット事業の
応援プロジェクトの一つに選定されているほか、国際協力機構

（JICA）と「JICA中小企業・SDGsビジネス支援事業」において業務委
託契約を締結、『JICA-SDGsパートナー』※1にも認定されています。
また、同国では、「日本式教育」の特徴を取り入れた公立学校「エジ
プト・日本学校（EJS）」を設置し、日本人の校長経験者をスーパー
バイザーとするなど、非認知能力を育む日本の教育に非常に高い
関心が寄せられています。今後、東京学芸大こども未来研究所とと
もに器楽教育を通した非認知能力※2の測定手法検討を経て、エジ
プト国が抱える教育分野の課題に向き合うとともに、同国の音楽
文化・教育への貢献の可能性を探っていきます。
※1 日本政府（SDGs推進本部）が決定するSDGs実施指針やSDGsアクションプラ

ンの一層の進展を目的としてJICAが2020年7月に創設。JICAとともにSDGs
の達成に取り組んでいる企業・団体をパートナーとして認定するもの

※2 非認知能力：「目標の達成」「他者との協力」「情動の抑制」など、思考、感情や行動
パターンについての能力。「読み書き」「計算」などに代表される認知能力を促進
することがあり、大人になってからの人生にも影響を及ぼすと言われている

 特集一覧
 スクールプロジェクト

https://www.yamaha.com/ja/csr/feature
https://www.yamaha.com/ja/about/initiatives/school_project
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主な楽器寄贈実績

日程
対象
校数

寄贈内容

2012年3月期 2校
ピアノ、ポータブルキーボード、AV製品の
寄贈

2014年3月期 27校
ピアノ、電子ピアノ、ポータブルキーボー
ド、AV製品の寄贈

2015年3月期 7校
ピアノ、ポータブルキーボード、AV製品の
寄贈

2016年3月期 7校
ピアノ、ポータブルキーボード、AV製品、
PA機器の寄贈

2017年3月期 5校 電子キーボードの寄贈
2018年3月期 2校 電子キーボードの寄贈
2019年3月期 5校 電子キーボードの寄贈
2020年3月期 5校 電子キーボードの寄贈
2021年3月期 新型コロナウイルス感染症のため延期
2022年3月期 新型コロナウイルス感染症のため延期

楽器贈呈式 寄贈したポータブルキーボード

南アフリカでのリコーダーレッスン ナイジェリアでのリコーダーレッスン

 学校吹奏楽におけるバンドクリニックと指導者講習
ヤマハ楽器音響（中国）では、2010年から主要都市を中心とした学
校の吹奏楽団を対象に、国内外の講師を派遣して演奏の指導を行
うバンドクリニックを実施しています。2022年3月期は4会場で開
催し、約400人の生徒たちが指導を受けました。また、例年は一般
の音楽教師の吹奏楽指導能力向上のために日本から講師を招き
吹奏楽指導者講習会を開催していますが、今年は新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響により開催できなかったため、現地有力指
導者を起用した講習会を実施し、約500名の指導者が参加するな
ど、指導者の育成にも貢献しています。

バンドクリニックの様子 指導者講習会の様子

 学校でのバンドメンテナンスセミナー
韓国では、学校の放課後課外活動としてバンド（吹奏楽）やオーケス
トラなどの演奏活動が盛んです。しかし、とりわけ地方の学校では楽
器のメンテナンスについて学ぶ機会が少ないため、せっかく良い楽
器を保有しても楽器が傷み、上手く音が出ないケースがあります。
ヤマハ・ミュージック・コリアでは、こうした学校での演奏環境づく
りを支援するため、2013年よりオーケストラのある学校へ訪問し、
楽器のメンテナンスセミナーや無償修理を行う活動をしています。
これまでに300校以上の学校を訪問し、子どもたちにメンテナンス
をしっかりと行い楽器を大切にすることの重要性を伝えることで、
学校での音楽活動支援と韓国の音楽文化発展に寄与しています。

メンテナンスセミナー 楽器メンテナンス

 全国の高校軽音部を楽器・機材面でサポートする「K-ONB」
ヤマハミュージックジャパンは、全国で盛んになりつつある高校の
軽音楽部を、楽器メーカーとしてサポートするため「K-ONB（ケイ
オンブ）」を立ち上げ、楽器や機材面でサポートしています。
部員数が急激に増え、楽器や機材についての十分な知識がなく機
材の使い方に悩んでいる学校が数多くあり、楽器のメンテナンスの
方法がわからず困っている生徒も多いです。そうした軽音楽部の活
動をサポートすべく、年間200以上の高校や大会現場に直接訪問
して「楽器の技術講習会」や「バンド演奏へのアドバイス」を行った
り、「部室の機材を使いこなす講習会」を開くなど、積極的に活動し
ています。また、各種SNSやYouTubeなどに、楽器や機材の知識を
中心とした高校軽音で役立つコンテンツを投稿。リアル・WEBの両
面でサポートしています。

高校の軽音楽部を訪問し、楽器・機材の
扱いやバンド演奏についてアドバイス

K-ONB 高校軽音楽部応援サイト

 K-ONB 高校軽音楽部応援サイト

 農民工学校への楽器寄贈
ヤマハ楽器音響（中国）では、中国における事業の発展と地域への
感謝をこめて、2012年度から中国の製造現地法人4社や主要特約
店とともに中国各地の農民工学校などに楽器を寄贈しています。
多くの子どもたちに楽器に触れる機会を提供し、音楽や楽器の素
晴らしさを伝え、豊かな感性を育んでもらうことを目的に継続して
います。これまでの累計寄贈校は60校に達し、合計寄贈相当額は
520万元となりました。

https://jp.yamaha.com/services/k-onb/index.html
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～」も開講。コンサートでは、10代から70代の約200名の多世代の
参加者が、奏でる喜び、音楽を通した出会いと交流、大合奏の醍醐
味を堪能し、それぞれの想いが詰まったスペシャルな大演奏会を
会場一体で創り上げました。

指揮・合奏指導の織田浩司さんと、スペ
シャルゲストのチューバマンショー　

10代から70代までの約200名の管打
楽器愛好者が参加

 ヤマハサクソフォンソロコンテスト
ヤマハ楽器音響（中国）では、管楽器演奏を発表する機会の提供と
して、毎年管楽器演奏コンテストを各地で開催しています。2021年
はサクソフォンコンテストを開催、新型コロナウイルス感染症拡大
の影響もあり、全てオンラインに切り替えて実施し、468名が参加
しました。

オンラインでの審査 演奏の様子

サクソフォンソロコンテストのチラシ

 音楽指導者支援サイト
ヤマハ（株）は、学校の音楽教師をはじめピアノやエレクトーン指導
者など、音楽指導者をサポートするしくみを整備しています。音楽
の歴史や楽典、さまざまな楽器について、音楽の授業に役立つ情報
がたくさん詰まった学校音楽教育支援サイト「Music pal」を開設
しているほか、「楽器解体全書」サイトでは、各楽器の成り立ちや仕
組み、弾き方、豆知識などを掲載し、興味のある楽器についてより
知識を深め、音楽の授業や調べ学習にも役立つ内容を掲載してい
ます。

 音楽指導者支援 
 学校音楽教育支援サイト「Music pal」 

 楽器解体全書 

 日本吹奏楽指導者クリニック
（株）ヤマハミュージックジャパンは、全国の吹奏楽団体の指導者
を対象とした講座やコンサートを実施する国内最大規模の総合研
修会「日本吹奏楽指導者クリニック」に共催し、企画運営に携わっ
ています。これは、日本における吹奏楽指導の質の向上や、吹奏楽
文化の普及と発展を目的とした国内最大規模の総合研修会で、学
校の音楽科教諭をはじめとする、すべての吹奏楽指導者を対象と
して1970年にスタートしたものです。国内外から著名な講師やバ
ンドをゲストに招聘し、指導法や運営法などに関する講座やコン
サートを開催するほか、新しい楽譜やソフトなど時代のニーズに
合った情報を提供しながら、これからの吹奏楽活動のあり方や方
向性を提案。日本の吹奏楽文化の向上に貢献しています。

「第50回日本吹奏楽指導者クリニック」のコンサート

イベントやコンテスト開催を通じた音楽普及活動

ヤマハグループでは、国内外の各地域で、イベントやコンテストの開
催を通じた音楽普及活動に取り組んでいます。楽器・音楽を楽しむ幅

広い層の方 に々音楽の楽しみ方を提案したり、ステップアップを目指
すアマチュアミュージシャンへ発表の場を企画・提供しています。

 ハママツ・ジャズ・ウィークの開催
ヤマハ（株）は、浜松市などと共催で、毎年「ハママツ・ジャズ・ウィー
ク」を開催しています。浜松市が推進する音楽を中核にした都市づ
くり「音楽のまちづくり」事業の一つとして1992年にスタートして
以来、世代を問わず楽しめる「ジャズ」をテーマに官民一体となって
企画運営するユニークな地域文化イベントとして、ジャズファンだ
けでなく多くの方々に親しまれています。国内外の超一流アーティ
ストが登場するホールコンサート、街角で気軽にジャズを楽しるス
トリートライブや地域のジャズクラブと連携してのイベントなどに
加えて、近年は、他自治体や文化事業団体との交流、観光産業各所
との連携やオンラインライブ配信により県内外へ浜松・ジャズの魅
力を発信するなど、音楽ファンの拡大と音楽文化の普及に貢献す
る新たな試みにも取り組んでいます。また、全国の優秀な学生ビッ
グバンドが集結する祭典や、小学生から大学生のビッグバンドを対
象としたワークショップの開催、浜松市内の小・中学校にプロ演奏
者が出向く「出前ジャズコンサート」など、子どもたちの感性と表現
力を育むことを目的とした次世代育成企画なども展開しています。

「ヤマハ ジャズ フェスティバル」 学生ビッグバンドワークショップ「ネク
ストジェネレーションジャズステージ

 みんなで楽しむ大合奏「ブラス・ジャンボリー」
ヤマハグループは“演奏する楽しみ”を原点に、管打楽器の愛好者
が大きな会場で一堂に会して合奏を楽しむコンサートイベント「ブ
ラス・ジャンボリー」を開催しています。気軽に演奏を楽しみたい
人々に演奏の場を提供し、かつての楽器経験者や楽器を始めたば
かりの初心者、親子やファミリー、仲間同士での参加など、すべての
管打楽器の愛好者を対象に「みんなで楽しむ音楽の一日」を目指し
て取り組んでいます。11回目の開催となった2022年は、リハーサル
前に指揮・合奏指導で出演の織田浩司さんによる特別講座「織田
さんと楽しもう！吹奏楽ポップス！～ポップスを10倍楽しめるコツ

https://jp.yamaha.com/services/#school
https://jp.yamaha.com/services/teachers/music_pal/
https://www.yamaha.com/ja/musical_instrument_guide
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伝統楽器の奏者の演奏を“真空パック”のように保存し、
楽器の生音と映像でリアルに再現

 浜松市楽器博物館との共同展示「Real Sound Viewing　筑
前琵琶演奏再現」を開催

2021年10月28日から12月7日まで、ヤマハと浜松市楽器博物館
は、共同展示「Real Sound Viewing　筑前琵琶演奏再現」を開催
しました。
これは、当社が“ライブの真空パック”をコンセプトに、アーティスト
の演奏を保存し再現するシステム「Real Sound Viewing（リアル
サウンドビューイング）」を用いた展示です。奏者が演奏した音をデ
ジタル化し、そのデータを細かい振動へと変換する装置を琵琶に
取り付けて実際に楽器を振動させることで、琵琶の自動演奏を実
現しました。力強い響きから繊細な余韻まで忠実に再現した楽器の

「生の音」による演奏音と、奏者のリアルな等身大映像を組み合わ
せることで、あたかも目の前で実際に演奏が行われているかのよう
な臨場感あふれるバーチャルステージを体感いただきました。
さらに、筑前琵琶への理解を深めていただくため、上映中の演目の
語りの譜面をモニターに表示して、物語の盛り上がりとともに演奏
が力強くなる様子が視覚的にも感じられる展示も行いました。これ
により初めて見る人にも、「物語に合わせて演奏する」という特徴を
持つ筑前琵琶の世界をより深く体験していただきました。
今後もヤマハは、有形の文化財としての楽器だけでなく、奏でられ
る音楽そのものも後世に伝え残していくことを目指していきます。

 「Real Sound Viewing」について

楽器に触れる機会と場の提供

 ピアノをもっと身近に　－誰でも自由に弾けるLovePiano®を
展開中－

（株）ヤマハミュージックジャパンでは、2017年から、もっとピアノ
を身近に感じて、楽しんでいただくための活動「LovePiano」を進
めています。これは「LovePiano」をテーマにペイントされたピアノ
を駅や空港、商業施設などのオープンスペースに設置いただき、誰
でも自由に弾けるピアノとして多くの方に親しんでいただくための
プロジェクトです。これまで、全国70カ所以上で設置され、気軽に
演奏できる機会を提供するとともに、場の賑わいやピアノを通じて
人と人がつながる空間を創出しました。
2022年3月期にはヤマハ楽器音響（中国）でも開始しました。2022
年2月、南京市のショッピングモールに上海芸術学院の学生がデザ
インをしたペイントピアノ4台をオープンスペースに設置したほか、
ピアノ演奏ができない方も気軽に参加できる取り組みとして、自分
の好きなピアノのデザインをオンライン上に投稿できるピアノ塗り
絵イベントも行いました。
今後もこの「LovePiano」を通じて、ピアノを始める方や再開され
る方が増えることを願うとともに、地域の活性やコミュニティーの
推進などの社会課題解決に取り組んでいきます。

〈国内の主な設置事例（2021年）〉
• 上田鉄道 別所温泉駅（上田電鉄株式会社）
• 道の駅「鄙の里」（南房総市観光協会）
• 日比谷OKUROJI（株式会社ジェイアール東日本都市開発）
• ステラタウン（さいたま市文化振興課）
• 28thキネコ国際映画祭
• あまぎ水の文化村（独立行政法人水資源機構）　他

28thキネコ国際映画祭_玉川高島屋SC 28thキネコ国際映画祭_二子玉川ライズ

あまぎ水の文化村 道の駅_鄙の里

中国_南京市ショッピングモール 中国_南京市ショッピングモール

https://www.yamaha.com/ja/about/design/synapses/id_116
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音楽普及活動による青少年育成支援

ヤマハグループでは、音楽、楽器を通じた地域貢献や音楽普及活動に
より、青少年の健全育成や音楽教育文化の発展に寄与しています。

 ｢AMIGO Project｣による支援活動
中南米の多くの国で、犯罪や貧困、格差が深刻な社会問題となって
います。こうした環境に育つ子どもたちが犯罪・非行・暴力に走るこ
となく健全な精神を育めるよう、国の政策として無償の音楽教育
活動が進められ、各地で青少年育成のためのオーケストラやバン
ドが結成されています。ヤマハはこの活動に賛同し、多くの子ども
たちが参加するこの活動を長年にわたり支援してきました。
2014年からは「AMIGO Project」をスタートさせ、子どもたちが自
分で楽器をメンテナンスできるようにメンテナンスセミナーを開催
してメンテナンス知識を普及するほか、技術者セミナーを通じて楽
器の修理に対応できる技術者の育成を推進するなど、より良い環
境で子どもたちが演奏を続けられるようにサポートしています。現
在、メキシコ、エルサルバドル、コスタリカ、パナマ、ドミニカ共和国、
コロンビア、ペルー、ブラジルの中南米8カ国でプロジェクトを展開
しています。

 音楽の力で青少年の育成を支援 

青少年育成オーケストラ・バンド団体
（メキシコ）

技術者セミナー

地域コミュニティー発展への寄与

音楽を通じた地域貢献

ヤマハグループは各地域での音楽イベントの企画・開催などを通じ
て、地域への貢献やコミュニティーの活性化に寄与したいと考えて
います。

 音楽の街づくり事業
（株）ヤマハミュージックジャパン（以下、YMJ）では「音楽の街づく
り“おとまち”」プロジェクトを展開しています。おとまちは、音楽が
持つ「人と人をつなげる力」を使って、地域の活性化や企業と社会
の共有価値の創造をお手伝いする事業です。自治体や企業、地域
コミュニティーなどが抱えている課題を解決するため、音楽をツー
ルにした市民参加型のプロジェクトやイベント、街づくりのための
プログラムを提案・支援します。ヤマハが目指すのは、持続可能な
社会基盤となるコミュニティーを自立させることです。おとまちで
は街づくりの初期段階を重点的に支援し、地域の方々が自由に参
加して継続的に活動できる場や時のスキームの構築を通じて、新
しいかたちの社会貢献型事業を推進しています。
2016年度より柏市社会福祉協議会とともに取り組む、地域コミュ
ニティーリーダーの創出を目標にしたドラムサークルによるファシ
リテーターの育成活動においては、修了生による団体「DCBK（ドラ
ムサークルビートオブかしわ）」の活動が地域のさまざまな場所に
広がりつつあります。また、2020年2月にYMJと福井県は「福井県
内の音楽を活用したまちづくり」を目指した3年間にわたる連携協
定を締結しました。福井県下において、県・市町および各団体とと
もに多岐にわたる活動を推進し、まちなかなどにおける音楽活動
者の発表機会の創出、身近な場所での鑑賞機会の提供など、福井
県内の音楽普及活動を行っています。

 音楽の街づくり事業

かしわファシリテーター育成講座 ドラムサークルの様子

福井県内での音楽普及への取り組み

 ヤマハ吹奏楽団による地域貢献
1961年に創部したヤマハ吹奏楽団は、ヤマハグループの従業員に
よって構成されたアマチュアバンドです。定期演奏会やポップスコ
ンサート、ヤマハ野球部の野球応援、国内外の各種公演・コンクー
ルへの出場といった定期活動のほか、新たにオープンした浜松市
市民音楽ホールの開館記念コンサートに出演するなど、地域に根
差した活動にも積極的に取り組み、浜松市が推進する「音楽の都づ
くり」に協力しています。

 ヤマハ吹奏楽団ウェブサイト

浜松市市民音楽ホールの開館記念コンサート

https://www.yamaha.com/ja/csr/feature/feature_06
https://jp.yamaha.com/sp/services/otomachi/
https://www.yamaha.com/ja/symphonic_band
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 ものづくり教室や出前授業の開催
ヤマハ（株）では、年間を通じて、地域の教育機関と連携して、子ど
も向けのものづくり教室を各種開催しています。ダンボールやつま
ようじなどの身近な素材を使って一本弦のギターをつくる「手づく
りギター教室」、ピアノの製造工程で出た端材から、「親指ピアノ」と
呼ばれるアフリカの民族楽器をつくる「親指ピアノづくり教室」、楽
器に愛着を持ってもらえるよう常に持ち歩けるキーホルダーサイ
ズに仕上げる「ミニ鳴子教室」などを実施し、子どもたちに楽器を
通じたものづくり体験の場を提供しています。
また、2016年度からは、浜松市が推進するユニバーサルデザイン

（以下UD）による街づくりの一環プログラム「企業のUD出前講座
※」｣に参画し、地元自治体や教育機関からの要請に応じて、UDを
テーマにしたヤマハの取り組みについて小・中学校で出前授業を
行っています。2021年度は、地元浜松市の小・中学校2校で、「ヤマ
ハのユニバーサルデザイン」と題して、音声ガイド付き電子ピアノや
サイレント楽器、遠隔合奏サービス「SyncRoom」、次世代の音響
通信システムとして提唱する「SoundUD」の取り組みとして、「おも
てなしガイド」やリモート応援システム『Remote Cheerer 
powered by SoundUD』などを例にUDによるまちづくりの大切
さについて講義を行いました。
今後もヤマハは、音楽の楽しさやUDについて広く子どもたちに伝
える取り組みに協力していきます。

手づくりギター教室 親指ピアノづくり教室

ミニ鳴子教室 ヤマハ発動機（株）と共同で開催したも
のづくり教室

 ｢ソプロノーボ｣によるリコーダー音楽普及セミナー
ヤマハ・ムジカル・ド・ブラジル（YMDB）は、2005年にSopro Novo

（ソプロノーボ：新しい息吹）という活動を開始し、全国で音楽指導
者を対象としたリコーダーを使った音楽普及セミナーを展開して
います。
このセミナーは、楽器・教本・指導メソッドをトータルで提供する音楽
指導者のための指導法レッスンです。読譜に始まり、最終的にはアン
サンブル演奏を楽しむまでの楽器演奏技術を習得でき、レッスン修
了後には初心者に対する音楽指導を始めることができます。ブラジ
ルでは、義務教育課程で音楽教育体制が整っていないため、音楽指
導者を育成することは多くの子どもたちに「初めての音楽学習」を提
供する重要な役割を担うことになります。これまで全国189都市、
1,600回以上のセミナーを開催し、4,700人もの指導者を養成。これ
らの指導者に教わる子どもたちは55万人以上にのぼります。
2017年には、非営利団体Fundação Sopro Novo Yamahaを設
立し、政府に直接音楽教育の導入を訴求するとともに、公立学校で
の指導者研修、音楽教育指導に向けての活動を始めました。また
2018年に、サンパウロ州からSopro Novoのこれまでの活動が認
められ、税制優遇措置として活動費用のサポートを受けています。
2019年には、10グループ103名の参加者にリコーダーセミナーを
実施、54の公立学校でSopro Novoのメソッドを活用したリコー
ダークラスが開講しました。
2021年3月期は、コロナ禍でこれまで対面で行ってきたリコーダー
セミナーの実施が困難な中、オンラインによるリコーダーレッスン
のコンテンツを準備、10月より開始しました。2021年3月までに公
立学校の教師を中心に100名以上の参加者がレッスンを受講しま
した。2022年3月期は、コロナの感染拡大が続く中、オンラインによ
るリコーダーレッスンを拡大。これまでレッスンのソプラノリコー
ダーコースに加えて、アルトやテナーリコーダーのコースも開始。
2022年3月までに合計316名がレッスンを受講しました（うち113
名が公立学校の教師）。今後はコロナの感染状況を見ながら、徐々
にオフラインの活動も再開し、Sopro Novoのメソッドが学校教育
の中で広く展開される環境を作っていきます。

リコーダーのオンラインレッスン風景

次世代育成への支援

見学・実習、学習施設への協力

ヤマハグループは地域貢献活動の一環として、事業拠点を置く世
界各地域の教育機関などからの要請を受けて、職場体験学習やイ
ンターンシップ、工場見学の受け入れや学習施設の展示協力に応
じています。
中学生の職場体験学習や高校生のインターンシップなどの受け入
れを通じて、次世代を担う若者たちに就労体験機会を提供するこ
とで、若者たちが将来働く意欲と目標を持つことに寄与しています。
また、ヤマハは、「科学する心」を育む場である浜松科学館（静岡県
浜松市）の展示に開館時から協力しています。同館は、「音・光・力・
宇宙」の4分野において、アクティブラーニングの観点を重視した
子どもも大人もともに科学を楽しみながら学習できる体験型
ミュージアムで、地域を代表する企業各社が常設展示に協力して
います。

「音」ゾーンでの協力内容

名称 内容
響きの変わる
部屋

電気音響信号処理技術を活用した展示物を寄
贈。室内の響きや空間の拡がりなどをコントロー
ルする音場支援システム（AFC：Active Field 
Control）が組み込まれたブース内で、「山びこ」

「洞窟」「教会」の異なる場所を選択すると、前面
のプロジェクターにシーンに合わせたイメージ
映像が映し出され、手を叩いたり、声を出した
り、楽器を鳴らしたりして、音の響きや聞こえ方
の変化を体験できる。

子どもたちへの教育支援

ヤマハグループでは、子どもたちの育成を支援するさまざまな活動
を行っています。毎年、地元自治体や教育機関などからの要請に応
えて、出前授業の開催や「ものづくり」をテーマとした子ども向けプ
ログラムを提供しているほか、ヤマハ野球部による少年野球教室な
どを開催しています。
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徒への学習を支援するための施策も行っています。デジタル教材を
活用した「新型コロナウイルス感染拡大防止に配慮した音楽授業の
アイディア」の発信ページでは、感染拡大防止の観点から、楽器の演
奏や歌唱・合唱など従来の活動に制約がある中でも実現できる、今
知りたい授業のアイディアを掲載しているほか、2021年には、「ソプ
ラノリコーダー授業」「アルトリコーダー授業」「うた授業」の3教材を
無料公開しました（2021年9月13日から2022年1月7日まで）。
今後も「Smart Education System」を通じて、さまざまな社会環
境、情勢の変化に素早く対応できるデジタル音楽教材の特性を生
かし、クラウドサービスなども含め広く提供を勧めることで新しい
時代の音楽教育をサポートする予定です。

ヤマハデジタル音楽教材『けんばんハー
モニカ授業』（2022年4月1日発売）

 音楽授業のアイディア発信ページ
 Smart Education System

 Web会議用マイクスピーカーを活用した遠隔授業
新型コロナウイルス感染症対策の一環として、オンライン授業・ハ
イブリッド授業といった新しい授業形式を各学校が模索する中、
先生と生徒の高品質なオンラインコミュニケーションは新しい授
業形式を実現するために必要不可欠な要素です。ヤマハは以前よ
り、学校間での合同授業や姉妹校との交流授業、離島や過疎地で
の専門教師不足を補うための協働授業などに、ICTを活用した遠
隔授業を音声面で支援してきました。ノイズや音声の途切れなどは
授業内容の理解を妨げることになるだけに、クリアで安定した音声
は絶対条件と言えます。

ヤマハの楽器やサービスをテーマとし
たUD出前授業

 ピアノの端材を子どもたちの積み木へ有効利用
（株）ヤマハミュージックマニュファクチュアリングでは、地域の幼
稚園や保育園、小学校、公共施設などに、ピアノの製造工程で出た
木材の端材を積み木として提供しています。1998年頃から続くこ
の取り組みは、地域貢献と同時に廃棄物の有効利用に役立ってい
ます。

端材を使って工作 端材の積み木で遊ぶ子どもたち

 ヤマハ野球部による少年野球教室
ヤマハ野球部は、スポーツを通じた地域貢献・青少年育成支援とし
て、静岡県西・中部地域の少年野球チームを対象に野球教室を開
催しています。投球時の体重移動の技術、ステップの位置、内野・外
野守備の基本姿勢、連携プレー、打撃時のボールの捉え方など、基
本技術をヤマハ野球部員がお手本を示しながら指導するもので、
健康で元気な子どもたちを育てるとともに、子どもたちの夢や成長
を応援する目的で実施しています。2016年度からは、浜松市が取
り組む「トップアスリート連携事業※」にも協力し、中学生に対して
バッテリー技術向上を目的とした座学を含む指導や未就学児へ
ボール遊びを通じたティーボール教室を実施しています。
また、ヤマハ野球部OB会を中心とした「ジュニア野球を指導する
会」による「野球検診」も同時に実施し、故障を訴える子どもたちを
対象にスポーツ専門医が検診を行うことで、子どもたちの怪我や
故障防止の一助となるよう取り組んでいます。2022年3月期は新

型コロナウイルス感染症の影響で野球教室などの開催ができな
かったため、2月26日に浜松球場で開催されたオープン戦に子ども
たちを招待しました。地域の10団体から67名のお申し込みをいた
だき、親子で観戦いただきました。
※ 2016年度から浜松市が取り組む事業で、地元のトップアスリートを各競技団体

や学校に派遣してスポーツ教室を開催するもの。トップアスリートの技術や経
験を指導することで、次世代のアスリートの発掘、スポーツ実施者などの増加に
つなげることが目的

ティーボール教室 野球検診

ICTによる教育ソリューション

学校教育現場でのICT活用が盛んになりつつある中で、ヤマハで
は新しい学びの提案をしています。

 ICTを用いた音楽教育ソリューション
　「Smart Education System」
ヤマハ（株）は2014年より、学校の教育現場にICTを活用した音楽
教育ソリューションを提案する「Smart Education System

（SES）」を展開しています。長年培ってきた音楽に関する技術や音
楽教育に関するノウハウを生かし、全国の小中学校の協力のもと
に実証授業を重ねてデジタル音楽教材を開発。2017年2月発売の

「ボーカロイド教育版」、「ギター授業」、「箏授業」を皮切りに、「アル
トリコーダー授業」や「合唱練習」、「ソプラノリコーダー授業」「うた
授業」「けんばんハーモニカ授業」など順次ラインナップを拡充・発
売し、高い評価を得ています。
これらは主に小中学校を対象とした教材で、教材本体だけでなく
学習指導要領を踏まえた授業の進め方や教える際の留意事項、ま
た演奏に必要な基礎知識を学べる動画をまとめて提供するなど、
現場の先生方が使いやすいような工夫をしています。これに沿って
授業を進めることで、子どもたちの創造性や論理性を育むのと同
時に、先生はより容易に効果的な指導が行えます。
また、新型コロナウイルス感染症の対応が長期化する中で児童、生

https://ses.yamaha.com/teaching-support/
https://ses.yamaha.com/
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各種団体に、募金活動や自社製品を寄付

地域における福祉・被災地支援活動

 「フードバンクへの災害時用備蓄食料の協力」
「包装や印字ミス、傷がついてしまって売りに出せない食品、まだ安
全であるにもかかわらず処分されてしまう食料などを企業や個人
から寄贈を受け、必要としている団体や生活困窮者などに無償で
提供するフードバンク活動。ヤマハグループはこの活動趣旨に賛同
し、各事業所に備えている災害時用備蓄食料を、入れ替え前に各
団体へ寄贈し、食品廃棄物の削減とともに貧困者へのサポートや
環境問題への対策につなげています。

被災地支援の取り組み

ヤマハグループでは、国内および海外の生産工場など拠点を置く地
域で発生した災害被災地に対して、復興支援活動を行っています。
東日本大震災の被災地・被災者への支援としては、特約店を通じ
た教育楽器などの製品提供や各種チャリティーコンサートの実施、

「こどもの音楽再生基金」を通じた取り組みのほか、ヤマハ吹奏楽
団による東北各地での復興祈念チャリティーコンサートなどを実
施してきました。現在も同楽団で発売しているCD売上金の一部
を、日本赤十字社を通じて被災地に寄付するなど、復興支援活動
を継続しています。
また、災害発生時に災害救助法の適用地域で被災されたお客さま
に対して、被災した当社製品に対する特別対応を実施するなど、被
災地の復興を支援しています

2022年3月期の支援内容

ウクライナおよびその周辺地域における人道支援:30万ドルの寄付

ヤマハでは、Web会議用マイクスピーカーなどの音声コミュニケー
ション機器を活用した遠隔授業を、各県教育委員会や教育機関、
他社と連携をしながら推進しています。ヤマハの高性能Web会議
用マイクスピーカーを利用すれば、設置・設定も簡単に、手軽に1～
2名の小規模から40名規模までの遠隔授業を実現でき、エコーや
ノイズのない最適音声でストレスのない授業が可能です。

先生だけでなく、生徒の声や教室の雰
囲気も伝えるオンライン授業（茨城県立
並木中等教育学校）

電子黒板とYVC-1000を活用した授業
のライブ配信（京都府立丹後緑風高等
学校）

ハイブリッド授業のシステムイメージ事例（中央大学ビジネススクール）

寄付・福祉活動

従業員のボランティア活動の促進

ヤマハグループでは、従業員の積極的なボランティア活動への参
画を推進しています。各種制度の整備とともに、イントラネットなど
を通じて活動機会の情報を提供するほか、活動事例についての情
報を発信しています。

 従業員による自発的な慈善活動
ヤマハ・コーポレーション・オブ・アメリカは、従業員による自発的
な慈善活動「ヤマハ・ケアーズ」を2003年に発足しました。寄付、募
金、自社製品の提供などを通じて、従業員が暮らし、働く地域社会
への貢献を目指しています。中でも、小児糖尿病の治療を研究する
小児病院への寄付活動は毎年、従業員自らが南カリフォルニア・
ハーフマラソンに参加して募金を呼びかけ、累計11万ドルを突破。
小児糖尿病の治療を研究する数少ない施設である同病院を支援
し続けています。

「ヤマハ・ケアーズ」の主な活動

• 小児病院への寄付
• 知的発達障害を持つ子どもたちに楽器演奏体験を提供する放課
後スクール（United Sound社運営）への寄付・自社製品寄贈

• アメリカがん協会などを支援する活動「Making Strides Walk」
への参加

 United Soundウェブサイト（英語）
 アメリカがん協会ウェブサイト（英語）

 「Making Strides Walk」（英語）

ハーフマラソンで集められた募金をCHOC（Children’s Hospital of Orange 
County）に寄付

https://www.yamaha.com/ja/news_release/2022/22031501
http://www.unitedsound.org/
https://www.cancer.org/
https://www.cancer.org/involved/fundraise/making-strides-against-breast-cancer.html
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 MSCI ESG Leaders indexes
米国のMSCI (Morgan Stanley Capital Investment)社が開発
した、ESGに優れた企業を選定するESGインデックスに選定。

 MSCI ジャパン ESG セレクト・リーダーズ指数（※）
MSCIジャパンIMIトップ500指数構成銘柄の中から、ESG評価に
優れた銘柄を各業種別に選定。

THE INCLUSION OF YAMAHA CORPORATION IN ANY MSCI INDEX, AND THE 
USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES 
HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR 
PROMOTION OF YAMAHA CORPORATION BY MSCI OR ANY OF ITS 
AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. 
MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR 
SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

 MSCI日本株女性活躍指数（WIN）（※）
日本株の時価総額上位700銘柄から、各業種の中で女性活躍を推
進する性別多様性に優れた日本企業を選定する指数に選定。

THE INCLUSION OF YAMAHA CORPORTAION IN ANY MSCI INDEX, AND THE 
USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES 
HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR 
PROMOTION OF YAMAHA CORPORATION BY MSCI OR ANY OF ITS 
AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. 
MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR 
SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

社外からの評価

ESGインデックス・社外評価

ヤマハグループは、自らの事業活動が環境・社会に及ぼす影響を認
識し、ステークホルダーの皆さまとの対話を図りながら、持続可能
な社会の構築に向けた課題解決に取り組んでいます。こうした活動
が社外から評価され、国内外のESGインデックスやESGファンドに
組み入れられており、GPIFが採用する5本の日本株ESG指数（※）
の全てに選定されています。

 FTSE4Good Global Index
英国・ロンドン証券取引所グループのFTSE Russell社が、環境、社
会、ガバナンスの観点から企業を評価する指標に選定。

 FTSE Blossom Japan Index（※）
英国のFTSE Russell社がESGの観点で優れた日本企業を評価す
る指数に選定。

FTSE Russell (FTSE International Limited と Frank Russell Companyの登録商
標)はここにヤマハ株式会社が第三者調査の結果、FTSE Blossom Japan Index組み
入れの要件を満たし、本インデックスの構成銘柄となったことを証します。FTSE 
Blossom Japan IndexはグローバルなインデックスプロバイダーであるFTSE Russell
が作成し、環境、社会、ガバナンス（ESG）について優れた対応を行っている日本企業の
パフォーマンスを測定するために設計されたものです。FTSE Blossom Japan Index
はサステナブル投資のファンドや他の金融商品の作成・評価に広く利用されます。

 FTSE Blossom Japan Sector Relative Index（※）
FTSE RussellのESG評価に加え、環境負荷の大きさ、および企業
の気候変動リスクに対するマネジメントの評価を用いてスクリーニ
ングするベストインクラスの選別型のESG総合指数。国内株式を
対象とし、ESG評価の高い494銘柄を選出。

FTSE Russell （FTSE International Limited と Frank Russell Companyの登録
商標）はここにヤマハ株式会社が第三者調査の結果、FTSE Blossom Japan Sector 
Relative Index組み入れの要件を満たし、本インデックスの構成銘柄となったことを証
します。FTSE Blossom Japan Sector Relative Indexはサステナブル投資のファンド
や他の金融商品の作成・評価に広く利用されます。

 MSCI ESG rating
企業のESGに関する取り組みやリスク管理能力を分析し、最上位
ランクAAAから最下位ランクCCCまでの７段階で評価するMSCI 
ESGレーティングにおいてAA評価を獲得。

THE USE BY YAMAHA CORPORATION OFANY MSCI ESG RESEARCH LLC OR 
ITS AFFILIATES (“MSCI”) DATA, AND THE USE OF MSCI LOGOS, 
TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT 
CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT, RECOMMENDATION, OR 
PROMOTION OF YAMAHA CORPORATION BY MSCI. MSCI SERVICES AND 
DATA ARE THE PROPERTY OF MSCI OR ITS INFORMATION PROVIDERS, AND 
ARE PROVIDED ‘AS-IS’ AND WITHOUT WARRANTY. MSCI NAMES AND LOGOS 
ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI.
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 CDP「気候変動レポート」
イギリスに本部を置く国際的な環境非営利団体CDPより、気候変
動対策の取り組みとその情報開示に関して、最高評価となる

「2021年度気候変動Aリスト企業」に選定。

 CDP「サプライヤー・エンゲージメント・リーダー」
CDPより、サプライチェーン全体における気候変動対策の取り組みに
関して「2021年度サプライヤー・エンゲージメント・リーダー」に選定。

 S&P/JPX カーボン・エフィシエント指数（※）
世界最大級の金融市場指数会社であるS&Pダウ・ジョーンズ・イン
デックス社によるもので、年金積立金管理運用独立行政法人

（GPIF）が新たに採用した、ESG（環境・社会・ガバナンス）投資のた
めの株式指数に選定。

 S&P Japan 500 ESG
世界最大級の金融市場指数会社であるS&Pダウ・ジョーンズ・イン
デックス社の「S&P Japan 500」に採用された日本企業の500銘柄
のうち、ESG要素を重要視した銘柄に選定。

 S&P Global Sustainability Awards
米国S&P Global社によるサステナビリティ格付「S&P Global 
Sustainability Awards 2022」において、評価スコアが所属業種
内で上位15%以内の1社として「Yearbook Member 2022」に選
定。また、所属業種において前年度から最もスコアが向上した企業
として「Industry Mover 2022」にも選定。

 ECPI Global Developed ESG Best in Class Index
　ECPI World ESG Best Equity Index
ルクセンブルクとミラノに拠点を置く、投資運用助言会社ECPI社
が、CSR活動で一定の水準を満たした世界の企業で構成する業種
別、地域別、テーマ別のインデックスに選定。ECPI Global 
Developed ESG Best in Class Indexは、ECPI社のESG評価に
基づき選定された先進国市場の企業で構成される指標で、ECPI 
World ESG Equity Indexは、ECPI社のESG基準を満たした先進
国市場の企業で構成される幅広い指標。
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 PRIDE指標　ゴールドマーク
任意団体「work with Pride」が策定する、企業・団体などにおける
LGBTQなどの性的マイノリティに関する取り組みの評価指標

「PRIDE 指標」で、ヤマハ（株）は2019年から最高位「ゴールド」を
受賞。

活動に対する評価・表彰

 健康経営銘柄
経済産業省と東京証券取引所が共同で、従業員の健康管理を経営
的な視点で考え、戦略的に「健康経営」を実践する企業を選定する
ものとして、2015年から開始。ヤマハは2022年に初選定。

 健康経営優良法人 ホワイト500
経済産業省・日本健康会議主催の、従業員の健康管理を経営視点
で考え、戦略的に取り組んでいる法人を認定する「健康経営優良法
人認定制度」。ヤマハ（株）は2017年より6年連続、（株）ヤマハコー
ポレートサービスは5年連続認定。

 次世代育成支援に関する「くるみん」「プラチナくるみん」認定
厚生労働省が次世代育成支援事業主を認定する制度。「プラチナく
るみん」は、くるみんマークを取得している企業のうち、一定以上の
水準で両立支援の取り組みが進んでいる企業を認定する制度で、
ヤマハ（株）は2008年に「くるみん」、2016年に「プラチナくるみん」
認定を取得。（株）ヤマハコーポレートサービスは、2018年に「くる
みん」、2021年に「プラチナくるみん」認定を取得。

 女性活躍推進企業認定「えるぼし」「プラチナえるぼし」認定
2016年4月に施行された「女性の職業生活における活躍の推進に
関する法律」（女性活躍推進法）に基づき、女性の活躍推進に関す
る行動計画を策定し、その取り組みが優良な企業に対して厚生労
働大臣が認定を与える制度。（株）ヤマハコーポレートサービスは
2018年7月に最上位の「えるぼし」三段階目に認定。2021年6月に
は、えるぼし認定企業のうち、一定の要件を満たした場合に認定さ
れる「プラチナえるぼし」にも認定。
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編集方針
「サステナビリティレポート」は、ヤマハグループにおけるサステナ
ビリティ推進のビジョンや取り組みを、幅広いステークホルダーの
皆さまにお伝えすることを目的としています。
編集にあたっては、皆さまとの対話をベースに、当社グループにお
ける重要課題や皆さまの関心の高いテーマを優先的に開示できる
よう努めているほか、当社「サステナビリティ方針」に沿って持続可
能な社会に向けたさまざまな取り組みを、充実した詳細データとと
もに開示しています。

報告対象組織

原則として、ヤマハグループ（ヤマハ（株）および国内・海外グループ
会社のうち連結子会社55社）を対象としています。本レポート中の

「ヤマハ」は、ヤマハグループを示しています。範囲を特定する必要
がある報告には、個々に対象範囲を記載しています。

報告対象期間

2021年4月1日～2022年3月31日
※ 本レポートでは、上記期間を「2022年3月期」と表記しています
※ 一部に、2021年3月以前からの取り組みや、2022年4月以降の
情報を記載しています

発行時期

発行日：2022年6月
前回発行：2021年6月
次回発行予定：2023年6月

参照ガイドライン

GRI 「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」
環境省「環境報告ガイドライン（2018年版）」
ISO26000（社会的責任に関する手引）
TCFD提言
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